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は し が き

　経済の実態を適格に把握するために経済統計が重要であることは，あらた

めて指摘するまでもない。けれども，経済統計が単なる数字の集合ではなく，

それぞれ固有の「意味」をもっていることは，案外注意されていない。ここ

で「意味」というのは，統計がもつ特有の性格のことであって，統計調査の

目的，施行方法，集計方法，整表手続きの手順と方針，誤差率などを含むこ

とはもちろん，統計に何らかの加工が施されている場合にはそのねらいと方

法といったことにまでおよぶのである。そのような統計の「意味」を弁えず

に，安易に公表された数字を利用したり，統計が利用されているというζと

だけで「科学的」であるかのごとく錯覚するのでは，むしろ統計に踊らされ

ているのであって，これを正しく駆使する態度とはいえない。

　ところでわが国は，明治維新以来，いわゆる先進諸国に比しても優るとも

劣らぬすぐれた経済統計諸調査を実施し，それによって多量の貴重な情報を

蓄えてきた。ところが，これらの統計調査の意義や性格については，その多

くが私的な知識として語り伝えられることのみであって，これを公的な共有

財産として遺すという地道な努力が払われることは比較的まれである。しか

し，このような努力をつみ重ねることこそ，大学や研究機関が国民に提供す

べき重要なサービスのひとつであるといわなければならない。

　ここに，未だ不十分ながら，経済統計調査マニュアルの目録を作成したの

は．上述のような統計の「意味」を明らかにする作業に，これがいささかで

も役立つと期待したからにほかならない。ここで対象となったのは主として

官庁統計であるが，これは本来経済統計が，行政庁の手によって作成され．

政策遂行の一手段を形成するという性格を具えていることが多いためであっ

て，意図的にそれ以外の調査を軽視したわけではない。内容的には，ここで

網羅されている統計は，国勢調査を初めとして各種労働関係統計，家計調査，

一 i一



農業関係統計など多岐にわたる。ここにとりまとめたのは，凡例に示されて

いるように．一橋大学内の資料・情報機関が所蔵する調査マニュアルであっ

て．独立した体裁を整えているものに限られているoこのほかにも，たとえ

ばr統計集誌』などの雑誌に掲載された記事のように，貴重な情報源が存在

することはいうまでもなく．それらについてもカードを蒐集しつつあるが，

未だ十分検討を経ていないので今回は除外することにした。このような限定

をつけた上でも，カバレッジの上でこの目録が完全なものだということは到

底できないが，いずれ機会を得て改訂を施し，より完備されたものに接近す

る準備作業として，ひとまずここにこれをプリントすることたした次第であ

る。しかし，このような中聞報告的なものでも，当初の目的の実現のために

は，少なからぬ貢献をし得るのではないかと思う。将来は，単に本学のみに

とまらず，関東地区の主要図書館等についても同様のチェックを行ない，調

査マニュアルのユニオン・カタログにまで発展させだいものであるo

　この目録は，一橋大学経済研究所に付設されている日本経済統計文献セン

ターの一事業として作成したもので，このためにはセンター全職員が何らか

の形で協力したが，直接作業を担当したのは高橋益代であった。このような

作業は，とかく労多くして報われることが少ないが，上述のような意義を認

めて，今後とも一層この種の事業のために資源が与えられるよう，関係各位

の御援助を乞う次第である。

昭和47年5月
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凡 例

1　採録の基準

　1．　日本における明治以降現在までの統計調査マニュァルに限る。

　　外国のものはほん訳書であっても省いた。但し，国際機関の資料で日

　　本における統計調査設計に関係ある資料は採録した。

　2．調査結果表（報告書）に記載されている以外に発表されている統計調

　査マニュアルの採録を第一の目的とする。

　　報告書中（巻頭または巻末等）に「訓査の概要」等の形で載せられて

　　いるものは採録しなかった。収録した資料は主として，

　　a．業務用資料として編纂された単行書ならびに文書の綴。

　　b．報告書とは別冊をなしているか，または独立して別途に刊行されて

　　　いる公刊資料で調査の目的，方法等について記述し，関係法規や調査

　　票等の調査用品の様式を掲載しているもの。

　　c．統計調査関係法規や用語を編輯した単行書ならびに産業分類，職業

　　　分類等の資料。

　　d．加工統計の場合は，第一次の作成または改訂に除してその作成方法

　　等について解説している単行資料。

　5　戦前の統計調査に係わるものでは，報告書中に「附録」として関係法

　　規や推計方法について記載しているものを一部収録した。

H　調査の範囲

　t　一橋大学内資料機関，すなわち，附属図書館（特殊文庫を含む）経済

　研究所資料室，日本経済統計文献センターならびに産業経営研究施設で

　　昭和47年2月28日現在所蔵の資料0

　2．調査の対象とした資料はすべて現物に当ってチェックし，各資料機関

　　の所蔵目録には記載されていても現物に照合，確認できなかったものは
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　省いた。

皿配列の基準および記載要領

　t　配列は通念的な分類（大項目）による。

　各分類項目の下は総記および各調査別とし，同一調査の中は年代順とし

　た0

　2．記載は書名を見出し語とする。

　書名の下は調査主管または編者名，刊年月，頁数とし，参照として内容

　目次をあげ，簡単な解説を付した。

　この目録では，各掲載資料の所蔵箇処は記載しなかったので，所蔵詳細は

係にお問い合せ下さい。
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　　　　　　　　　1　　総　　　　言己　　　（法規集　等）

現行統計法規類抄

　　　内閣統計局　　　　　大正15．12　　1冊　　帝国地方行政学会刊
（内容）

　t　官規　　　　　　　　　　　　　　　　　　9　文部省関係

　2　内閣関係　　　　　　　　　　　　　　　　1α　農林省関係

　　t　人口統計　　　　　　　　　　　　　　　1t　商工省関係

　　2　労働統計　　　　　　　　　　　　　　　12．逓信省関係

　　5　国際統計　　　　　　　　　　　　　　15　鉄道省関係

　　4．雑　　　　　　　　　　　　　　　　　44　殖民地関係

　5　外務省関係　　　　　　　　　　　　　　　　t　朝鮮総督府

　4．内務省関係　　　　　　　　　　　　　　　2．台湾総督府

　5．大蔵省関係　　　　　　　　　　　　　　　5　樺太庁

　6　陸軍省関係　　　　　　　　　　　　　　　　4．関東庁

　Z　海軍省関係　　　　　　　　　　　　　　　　5．南洋庁

　8．司法省関係　　　　　　　　　　　　　　15．国際統計関係

　　t　民事統計　　　　　　　　　　　　　　16　雑

　　2．刑事統計

　　5　行刑統計

　　4　雑

　大正15年7月1日現在の統計関係法令．通牒等を収録　調査票．様式表も含む。但し一部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o
　雛形に省略あり。

　昭和2年5月再版刊行あり。

統計法規　　上巻

　　　森　　数樹　　　　　昭和10．10　　252P　　叢文閣刊

　　　（実務統計学講座第19巻）

（内容）

　1，官規　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．内務省

　2．宮内省　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t　内務報告統計

　5　内閣　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．労働統計

　　t　人口統計　　　　　　　　　　　　　　5労働保険統計

　　2　労働統計　　　　　　　　　　　　　　　　4．職業紹介統計

　　5　国富及国民所得統計　　　　　　　　　　　　5　其ノ他ノ統計

　　4．国際統計

　　5　資源統計

　　6　其ノ他統計
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統計法規以外各種報告規程中にある統計材料となる報告類，例規も収録。

内閣統計局の「現行統剖法規類抄」の改訂版を目途としている。

下巻は末刊。

主要統計調査法規要覧　一統計作成者と利用者のために一

　　　宗藤圭三，高木秀玄　　　　　昭和34．9　　512P　　啓文社刊
（内容）

統計法他統計基本法規

国勢調査

人口動態調査

事業所統計調査

毎月勤労統計調査

工業統計調査

生産動態統計調査

住宅統計調査

繊維流通統計調査

商業統計調査

農林業センサス

労働力調査

小売物価統計調査

労働生産性統計調査

家計調査

個人商工業経済調査

貿易i業態統計調査

商業　〃　　〃

漁業センサス

個人別賃金調査

職種別等賃金訓査

民間給与実態調査

地域別等就業調査

国富調査

就業構造基本調査

中小企業労働実態調査

法人企業投資実績統計調査

中小企業総合基本調査

全国消費実態調査

中小商業基本調査

農業統計調査

上記各調査の規則．施行心得，調査票等を収録。

指定統計調査要綱集

　　　行政管理庁統計基準局 昭和42．5　　374P

統計法に定める指定統計調査第1号国勢調査より107号鳩ケ谷町常住人口統計までの内，

昭和42年3月10日現在で施行中のものの要綱を収録。

収録資料の時点は前記時点における最新のもの。　　要綱内容一調査の目的，事項，範囲・

期日’方法，集計方法。

指定統計の調査票集録　第1集～1フ集

　　　行政管理庁行政管理局　　　　　昭和52・ろ～46・8

各指定統計の調査票，集計表を原型のまふで再録。

各集に輯録の内容については2集以降巻末に既刊分を合せての索引あり。

（最新号索引を使用して全既再録分を知ることができる。、

但し，全調査について当初の分よりすべて輯録してはいない。昭和51年施行分以降が主。
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指定統計調査用語定義集

　　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和ろ7．11　　567P
（内容）

　t　人口，世帯．家計

　2　労働

　5　土地，建物

　4　企業，事業所．経営

　5　生産，商業

　6　運輸

　ス　金融，財政

　a　衛生，福祉

　9　教育，科学

1α　その他（災害，観光他）

昭和26～55年または56年に実施の指定統計中に用いられている用語を収録。定例（定期）

調査の場合は最新における使用方を掲げる。収録範囲は調査対象と調査事項のみ。

主要統計調査用語定義集　第2集　定義および分類

　　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和59．3　　518　9　2P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑪　　　1
（内容）

　t　用語の定義

　2．結果表章の分類

　1．は指定統計以外の主要統計（承認統計・届出統計のうちから）の用語の定義。

　2．は指定統計の結果表章に用いられた分魏結果表の表頭，表側の項目区分。

新規調査　趣旨．要綱，調査表様式，調査事務系統図（昭和59年度予算説明資料）

　　総理府統計局　　　　　　　　　　　　116P
（内容）

　t　昭和40年国勢調査訓査区設定

　2　〃　　　　　　　　光学式読取装置実験ならびに準備調査要綱

　5　移動人口調査

　4．昭和58年住宅統計調査製表要綱

　5．昭和35年国勢調査（付帯集計）世帯に関する特別集計要綱

　6　昭和39年全国消費実態調査

　ス　小売商品販売実態調査

　8．個人企業経済調査

　9　昭和38年事業所統計調査

　上記各調査の要綱．様式等を収める。
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経済企画庁所管・統計調査要綱

　　経済企画庁調査局統計課

（内容）

　t　昭和50年国富調査の概要

　2．法人企業投資実績統計調査

　5　〃　　　　　予測　　　”

　4．　ビジネスサーベイ　　”

　5．消費需要予測調査

　6　機械受注状況調査

　z　産業活動指数

　8．週間卸売物価指数

　9　商品相場指数

1α　特需契約高統計調査

昭和32．12 17P （統計資料　第145号）

上記各調査の要綱のみ掲載。

宮城県統計二関スル諸例規

　　　宮城県内務部地方課

（内容）

　統計一般二関スル例規

　人口統計　　　〃

農商工統計　　〃

雑事統計　　　〃

223P

大正5年42月現在現行統計例規中主として地方課主管のものを収録。

規程類の他統計主任会議における指示事項等も収む。

統計調査法規類集

　　　大阪市　　　　昭和18．3
（内容）

　1．　人口調査

　2．家計調査

　5　生計費指数資料実地調査

　4　労働技術統罰

　5．労務動態

　6　青壮年国民登録

　Z　農林水産業

　8．商業調査．工業調査

　9　重要物資現在高調査

5り7P （区政操典第8号）

40　会社統計

11．府，市勢統計

12．統計調査機関他

附　雑統計関係

　　防諜取締関係

　　統計関係事務分掌

　　大阪市統計調査各月処理状況一覧表

　　区ノ境界変更，廃置関係

各項目別関係法規．通牒等。昭和18年2月1日現在蒲淀当初のものと最近改正の分のみを掲載6

直接関係法規の外に参考法規も収む。
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2　産業分類・職業分類等
産　　業　　分　　類

日本標準産業分類　第1巻　分類項目名，説明および内容例示

　　統計委員会産業分類専門部会　　　　　昭和24．12

4949．10制定。

　　　　　　　　第2巻　五十音索引表

　　同上　　　　　　　　　　　　　　　昭和25．5

日本標準産業分類　1951年4月改訂

　　統計委員会産業分類専門部会

第1回改訂版

811091458P

179P

第1巻　分類項目名，説明及び内容例示

　　195仁　10　　256P　　統計の友社刊

日本標準産業分類　1955年5月改訂　第1巻　分類項目名，説明及び内容例示

　　行政管理庁統計基準部　　　　　1953．3　　265P

第2回改訂版。

　　　　　　　　　　　　　追補　1954年5月新設，改正

　　　同上　　　　　　　　　　　　　1954．3　　6P

第ろ回改訂。

　　　　　　　　　第2巻　索引表

　　　同上　　　　　　　　　　　1954．5　　235P

　索引表としては第1回改訂版　索引には追補の分は含まれず。

日本標準産業分類　第1巻　分類項目名，説明および内容例示

　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和52．14　　496P

　第4回改訂版　　　1957．5改訂。

巻末に分類項目表あり。

　　同上

前記の再版。

巻末附録なし。

昭和56．12　　470P
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日本標準産業分類　　第2巻　索引表　（第2回改訂）

　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和ろ4．1　　646P

第2巻は索引表としては2回目の改訂版。

日本標準産業分類適用例集　第1分冊

　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和54．5　　59P

第4回改訂版の分類を昭和52年事業所統計調査に適用した際の問題点を摘録。

質疑応答集。

日本標準産業分類　1965年1月一部改訂　第1巻　分類項目名，説明および内容例示

　　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和59．12　　471P

第5回改訂。

日本標準産業分類　1967年5月改訂　第1巻　分類項目名　説明および内容例示

　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和42，5　　524P

第6回改乱現行。

昭和25年国勢調査用産業分類及び各種産業分類との比較表

　　　統計委員会事務局　　　　　　昭和26．．6　　92P

（内容）

　1．昭和25年国勢調査用産業分類項目表及び内容例示

　2．　〃　　　　　　　’　　　　　　　と日本標準産業分類比較表

　5　〃　　　　　　〃　　　　　　と昭和22年臨時国勢調査産業分類比較表

　4　米国1950年人ロセンサス用産業分類と昭和25年国勢調査用産業分類比較表

　5　国際連合標準産業分類と昭和25年国勢調査用産業分類比較表

各種産業分類対照表

　　　労働省労働統計調査部　　　　　昭和27．5　　86P
（内容）

　t　産業分類対照表の目的

　2，　〃　　　の沿革

　5　本表作成の手続

　4　産業分類比較の限界

　　対照表

　　　甲　大分類の比較　　〔一覧表〕

　　　乙　標準産業分類符号と各産業分類項目との照合　　〔小分類〕

　使用した産業分類は，大正9年，昭和5年，同15年，同25年国勢認査用，昭和22年臨

　時国勢調査用と標準産業分類　　（昭和26年4月改定）
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職　　業　　分　　類

日本職業区分稿　明治10年6月調

　　太政官調査局　　　　　1冊　写本

オーストリァ現在人別調規則中の職業区分を参考にして日本の現在職業を区分。

杉亨二の印あり。

職業小分類　後編

　　　編者不詳 1冊　写本

第271号葛籠類製造業～第558号靴商までの分。

G旦加）官公署についての注意。

明治57年1月20日付の書入れあり。

日本標準職業分類　分類項目名，説明及び内容例示

　　行政管理庁統計基準部職業分類専門部会 昭和28．ろ 452P

日本標準職業分類　分類項目名．説明および内容例示　付．ILO国際標準職業分類最後草案

（1957年3．月），昭和30年および昭和25年国勢調査用職業分類項目表

　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和ろ2．5　　219P

昭和28年制定のものの再版。

日本標準職業分類　分類項目名，説明および内容例示　付）昭和55年および昭和50年国勢調

査用職業分類項目表，国際標準職業分類項目表（1958年）

　　　行政管理庁統計基準局職業分類部会　　　　　昭和55．5　　244P

第1回改訂版。

日本標準職業分類　職業名索引

　　　行政管理庁統計基準局 昭和57．5 44P

昭和35年ろ月　改訂版の索引。

昭和25年国勢調査用職業分類と昭和15年国勢調査職名表，1950年米国人ロセンサス職業

分類，国際標準職業分類比較表

　　　統計委員会事務局　　　　　昭和26．4　　70P
（内容）

　1．　昭和25年国勢調査職業分類と昭和15年国勢調査職名表比較表

　2．　’　　　　　　　　　　　と1950年米国人ロセンサス職業分類比較表

　5　’　　　　　　　　　　　と国際標準職業分類比較表

一 7一



各種職業分類比較表　　付．大正9年～昭和50年国勢調査用職業分類項目表．日本標準職業分

類項目表．国際標準職業分類項目表

　　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和55　　2冊

（内容）

第1分冊　　　昭和55．5　　127P
　t　日本標準職業分類と5種の職業分類との比較表

　2．昭和30年国勢調査職業分類と国際標準職業分類との比較表

第2分冊　　　昭和53．8　　205P
　5　昭和50年国勢調査職業分類と昭和25年国勢調査用職業分類との比較表

　　付1－8・　大正9年，昭和5年，15年，25年，50年国勢調査職業分類および日本

　　　標準職業分類，国際標準職業分類の分類項目表

そ の 他

日本標準商品分類　第4巻　標準商品分類項目表

　　統計委員会商品分類専門部会　　　　　昭和25．3　　561P

日本標準商品分類（改訂）　第1巻　標準商品分類項目表

　　行政管理庁統計基準部　　　　　昭和50．3　　607P

第1回改訂版。

第2巻
行政管理庁統計基準局

五十音索引表

　　　　　昭和55．3　　514P

日本標準商品分類　昭和59年8月改訂　第1巻　標準商品分類項目表

　　　行政管理庁統計基準局　　　　　　昭和39．8　　605P　　産業統計研究社刊

第5回改訂版。

第5回は昭和54年4月に1部改訂あり。

同上

　第2巻　五十音索引表

昭和41．2　　159P

日本標準建築物用途分類

　　　統計委員会建築物分類専門部会

　　　刊

昭和27．5　　45P　　統計委員会事務局

分類項目名，説明及び内容例示。
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日本標準建築物用途分類　第2回改訂　分類項目名，説明および内容例示

　　行政管理庁統計基準局建築物分類専門部会　　　　　昭和55．6　　58P

昭和27年3月制定，29年6月第1回改訂。　33年4月第2回改訂。

日本標準建築物用途分類　改訂案

　　行政管理庁統計基準局 昭和43．1　　52P

日本標準都市地区分類　分類表，地図及び説明

　　行政管理庁統計基準部地域分類専門部会　　　　　1954．3　　142P
（内容）

　t　標準都市地区分類表及び地図

　2．連合都市　　　”

　5　標準都市地区設定資料調査要領，調査票および結果表

　附．　アメリカの標準都市地区分類
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3　人　　　口

　人ロ静態統計

人別調人心得並家別表書込雛形，同附録

　　　太政官調査局政表課　　　　〔明治11〕　　28P，1冊

（内容）

　住家，寄留人，族籍，家主及ヒ家族，身上ノ有様，年令，生国，宗旨，職業，唖聾盲ヲ調ブル

　心得

　雛形

　「甲斐国現在人別調」の調査員手引。

　附録は「心得」の箇条について更に詳しく解説したもの。　写本。．

戸籍人別調書式

　　　内務省戸籍局　　　　　1冊　写本　　太政官会計部蔵本

（内容）

　人別取調掛ノ心得：書

　人別調

　　男女人員及ヒ年令調

　　男女出生調

　　男女死亡

　　行方知レザル人員及ヒ年令ヲ調ブル事

　　雛形

　内務省戸籍局「日本全国人口表」の要綱，様式。

現住人口静態二関スル統計材料　　附録　人口統計材料二関スル法規類　　（維新以後帝国統計材

料彙纂第2輯）

　　　内閣統計局　　　　　大正2．2　　55，77，88P

附録

　明治2年一55年　人口統計材料二関スル法規類

　主として法令全書，官報より採録，年代順配列。

日本帝国人口静態統計（原表）　大正2年12月51日

　　　内閣統計局　　　　　　大正5．5　　355↓38P

附録

　t　明治51年内閣訓令及各庁ノ様式蚊人口統計調査方法

　2．　〃　36年ノ改正

　5　’　41年ノ改正

　4　大正4年ノ改正
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5．明治56年末日本帝国人口静態統計二掲ゲシ緒論ノ再掲

6　現住人口調査二関シ内務省警保局長ヘノ照会文及製表心得

明治51年6月戸籍法改正により戸籍事務は司法省に移ると共に従来は内務省報告例第11

－ 19表により，内務大臣に進達されていた人口統計は内閣統計局の管轄となる。

明治34年11月内閣訓令第一号甲，乙号制定。

甲号は人口静態に関するもの，乙号は人口動態に関する規定。

これによって明治51年より「日本帝国人口静態統計」　（明治31年分は「日本帝国人口統

計」）　同32年より「日本帝国人口動態統計」発表。

静態統計は国勢調査実施と共に廃止。

附録6の警保局調査の現住人口は主として各管轄署毎の戸口調査簿より調製するもの。静態

統計の補完の意味をもたせる。

日本帝国人口静態統計（原表）　大正7年12月31日

　　　国勢院第一部　　　　　大正9．12　　269，717P
附録

　t　人口統計材料統計表取扱手続　　（大正7年第2号改正）

　2．陸軍海軍司法三省ヨリ徴収ノ人ロニ関スル統計材料様式

　5　大正7年末人口静態調査二関スル内閣総理大臣ノ訓示拉関係官庁トノ往復文書

郡市町村廃置分合一覧表

　　　内閣統計局

　t回　明治59・2刊　明治31
　2．　　　　　　　4　2．　1　2　　　　　　5　6．

　5　　大正　4．　5　　　42

　4．　　　　　o．　5　大正　5

・12．51－36，42．31分
　12．31－41．42．54分
．　1．1一大正2．12．51分
．　1．1－　　7．12．51分

「日本帝国人口静態統計」附属参考書として刊行。

以後は国勢調査中の廃置分合に交替。

職業調査様式

　　　編者不詳 27P

村別一職業別人員表の様式および職業分類，内容例示。

明治年間の資料。

国　　勢　調　　査

1）　国勢調査　前史

民勢調査施行請願関係並二統計事務拡張

　　　内閣統計課　　　　1冊写本
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明治29年4月1日受付「民勢調査施行二関スル請願」～明治51年10月22日付内閣

官制の改正裁可まで民勢調査（国勢調査）施行およびこれに伴う中央統計局設置の運動に関

する請願書，議会の質問，主旨説明等の記録を輯録。

国勢調査国費予算

　付，予算費目説明，国勢調査予算二関スル参考書類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3冊

明治45年度～55年度割の費目計算・計上書類。

国勢調査準備委員会議事速記録　第1回一第5回

　　　国勢調査準備委員会　　　　〔明治45〕

第1回　明治45年6月14日
　2　　　　　43　6　21

　3　　　　　45　　7　　13

　4　　　　　45　　7　15

　5　　　　　45　旬　　28
（内容）

議案逐条審議一各委員の意見，建議案

委員会修正閣令案

287p

国勢調査参考書

　　　国勢調査準備委員会 明治44．2 639P

準備委員会委員の参考用に各国の人ロセンサス関係法規を編輯。

ドイツ．オーストリア　ハンガリー，フランス，其他の欧州各国，アメリカ，雑に分けて収
　　　　　　　　　　’
める。

国勢調査参考書　4．5巻

　　　編者不詳　　　　　2冊　　手写および抜刷

「統計集誌」中明治15～42年頃の圭として人口調査に関する各国状況及日本における関

連記事を抜粋編綴。

横山雅男「熊本市職業調査と東京布勢調査」

世良太一「現在人別職業調査第一斑」

花房直三郎「台湾戸口調査に就て」

を収む。

国勢調査参考書上．下

　　　編者不詳　　　　　2冊　　手写および抜刷

　「統計集誌」中明治29～55年頃の人口調査又は農業調査等に関する万国統計公会の決議

　および各国状況についての記事を抜粋編綴。
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2）　第4回国勢調査

国勢調査記述編　大正9年

　　　内閣統計局　　　　昭和8．6　　196，177P
（内容）

　t　緒論

　　　調査の概要　一調査事項，時期，機関．調査員の事務，結果の編成，公表他一

　　附録．国勢調査に関する法規

　　　　法律，施行令．地方事務取扱規程，様式，調査員心得，検査手続，特別区域ノ調査二

　　　　関スル件他

国勢調査員必携

　　　国勢院臨時国勢調査局　　49P
（内容）

　趣旨

　国勢調査員の特に注意すべき事項

　”　　　　心得

　申告書記入心得

　ρ　　の検査

　”　　様式

　（関係法規）

　　　国勢調査二関スル法律

　　　第一回国勢調査施行二要スル地方経費国庫支弁二関スル法律

　　　国勢調査施行令，同細則，地方事務取扱規程

　生年対照表

国勢調査申告：書記入方及国勢調査二関スル質疑解答

　　　国勢院臨時国勢調査局　　　　り03P

（追加）

1可上 56P

国勢調査職業名鑑　　大正9年

　　　内閣統計局　　　　　昭和6．3

（内容）

　職業分類別職業名称録

　五十音別　　　〃

　音訓索引

　総画　〃

966　180　8　9P　　　　　　　8　　　1　　　‘

大正9年国勢調査で申告された職業名を整理編輯。
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職業分類要旨

　　　国勢院第一部　　　　　大正11．5　　116P
（内容）

　職業分類要綱

　職業分類表

　職業分類内容例示

　附．官公吏中現業二従事スル者

　第1回国勢調査のため作成された職業分類表を製表従事員用に編輯・解説。

5）　第2回国勢調査

国勢調査報告　　大正14年　第1巻　記述編

　　　内閣統計局　　　　　昭和9・3　　75‖109P

附録

　国勢調査に関する法規類

　市町村の廃置分合境界変更及名称変更

　国勢調査関係一般法規の他特別区域，外地に関する法規も収む。

産業分類案

　　　内閣統計局　　　　　　15P

職業分類案

　　　同上　　　　　　　　17P

産業分類及職業分類案説明書

　　　同上　　　　　　　　99P
（内容）

　産業分類及職業分類案作成要旨

　　　　　”　　　　　説明

　主として第1回国勢調査及第1回労働統計実施調査の結果を基礎とし．各国の分類も参考に

　して作成したもの。昭和5年制定の新分類の原案。

4）　第5回国勢調査

国勢調査最終報告書　　昭和5年

　　　内閣統計局　　　　　昭和15・5　　245⑪433P
附録

　国勢調査に関する法規類

　市町村の廃置分合境界変更及名称変更

　国勢調査関係一般法規の他特別区域，外地，在外本邦人等の取扱に関する法規を収む。
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国勢調査員必携

　　　内閣統計局　　　　61P
（内容）

　趣旨

　国勢調査員の特に注意すべき事項

　”　　　　心得

　申告書記入心得

　国勢調査書類検査手続

　（関係法規）

　　国勢調査施行令　昭和5年他

国勢調査に関する質疑解答　　昭和5年

　　　内閣統計局　　　109P

産業分類及職業分類

　　　内閣統計局　　　　　昭和5．12　　55P

　内閣訓令第5号「国勢調査ノ結果表章二用フベキ産業分類及職業分類」

国勢調査ノ結果表章二用フベキ産業分類及職業分類

　　　内閣統計局　　　　　昭和6．5　　340P
（内容）

　産業及職業分類表

　ρ　　　　　作成要旨

　産業分類各項目ノ内容

　”　　　　　　二含ム産業名例示

　職業分類各項目ノ内容

　〃　　　　　　二含ム職業名例示

　附．官公署及官公署二勤務スル者ノ産業及職業分類方法

　昭和5年国勢調査製表従事員用に産業分類，職業分類の方法，内容例示を編輯。

産業名及職業名索引

　　　内閣統計局　　　　　昭和6．7　　421P

上記分類表の五十音順索引。

国勢調査参考書

　　　内閣統計局　　　　　昭和3．6　　189P

　昭和5年国勢調i査参考資料として各国の人ロセンサス法規を編輯。

　イギリス，フランス，ドイツ，オーストリア，スイス，ベルギー，オランダ，スペイン，

　アメリカ，カナダ，南阿，雑。
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　　　　　　　　　　産業及職業分類

　　　内閣統計局　　　　　昭和4．7　　220P

　昭和5年国勢調査産業及職業分類改訂の参考資料として各国の分類表を編輪

　イギリス，ドイツ，フランス，アメリカ．オーストラリア。

　附　第1回国勢調査職業分類

5）　第4回国勢調査

　昭和｛0年第4回国勢調査の最終報告書に相当するものは刊行なし。

6）　第5回国勢調査

国勢調査報告　　昭和15年　第1巻

　　　総理府統計局　　　　昭和36．10　　419P
（内容）

　昭和15年国勢調査の概要

　　期日，事項，組織，方法，集計，統計原表との対照

　調査の範囲

　用語の説明

　付録　関係法規

　　　　申告書様式

　　　　統計原表様式

国勢調査員必携　　昭和15年調査用

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　　　　74P

（内容）

　調査要綱

　国勢調査施行令　昭和15年他

指定技能

　国勢調査員の特に注意すべき事項

　申告書記入心得

　附・調査の時期に於て陸軍の帰休兵及予備役，後備役，補充兵役に在る者

　　　　”　　　　　　海軍の予備役，後備役，補充兵役，第一国民兵役に在る者及海軍予備員

国勢調査員必携別冊　　昭和15年調査用

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　　　　　54P

（内容）

　職名の説明及内容例示
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昭和15年国勢調査職名表

　　　内閣統計局　　　　　　　10p

（内容）

職名表

記入上の注意

昭和15年国勢調査ノ結果表章二用フペギ産業分類内容例示

　　　内閣統計局

（内容）

産業分類項目

分類項目決定上ノ注意

内容例示

142P

昭和15年国勢調査ノ結果表章二用フベキ産業分類二於ケル官公署ノ編入項目決定方ノ例

　　　内閣統計局　　　　　　　7P

7）　人口調査

人口調査員必携　　昭和19年人口調査

　　　内閣統計局　　　　　　　41p

（内容）

　調査要綱

　β　規則，施行心得

　申告書様式

　照査票”

　申告書の記入の仕方

　市区町村に於て作成すべき統計表様式

8）　臨時国勢調査

9）　第7回国勢調査

国勢調査報告　　昭和25年　第8巻　最終報告書

　　　総理府統計局　　　　　昭和50．5　　687927P
（内容）

　t　調査の概要

　2．調査の範囲

　5　用語の解説および従前の調査との比較

　4．抽出集計の方法および結果の精度

　附録　t　関係法規

　　　　2．国勢調査または人口調査の調査事項一覧

　　　　5　昭和25年国勢調査集計の調査事項一覧
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都道府県郡市区町村順序一覧　　昭和25年10月1日現在

　　総理府統計局　　　　〔昭和25〕

（内容）

製表番号，漢字名，カナ名，ローマ字名

368P

順位番号

昭和25年国勢調査製表手続

　　　総理府統計局　　　　　昭和28．2　　205P
（内容）

　t　調査書類受付整理事務手続

　2．　β　　　管理事務

　5　抽出事務中分割抽出世帯抽出及び個人抽出事務手続

　4　速報人口算出事務手続

　5，確定人口　　　’

　6　現在人口製表事務手続

Z　調査票内容検査　〃

　8，製表符号　　　　”

　9　穿孔事務手続

1α　工BM機械集計事務手続
　　　　　　　　　　　へ1†　算出事務従事者執務上の一般心得

12．集中表作成順序及び検査手引（100％集中用）

昭和25年国勢調査

集計事務手続　　　工BM機械集計用

　　総理府統計局　　　　　1冊
（内容）

　1．一般的注意

　2．準備事務

　5　1％抽出製表集計事務手続

　4　標本誤算出のための調査区ごとの製表集計事務手続

　5．　10％抽出製表集計事務手続

1％抽出製表

　　　同上　　　　　　　　1冊
（内容）

上記t～4．までを収める。

製表符号事務手続

　　　同上　　　　　　　　　1冊

（内容）

項目別（各欄）作業内容，注意事項
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調査表内容検査事務手続

　　総理府統計局
（内容）

　t　一般的注意

　2．各欄の内容検査

　除　15－19欄

25P

　　　　　　　（13－19欄）

　　　同上　　　　　　　　　　　　11P

（内容）

上記検査事務のうち特に15－19欄の検査事務。

昭和25年国勢調査に用いる産業分類内容例示

　　　総理府統計局　　　　　昭和25．9　　65P

昭和25年国勢調査用職業分類　　分類項目名，説明及び内容例示

　　統計委員会職業分類専門部会　　　　　昭和25．10　　181P

昭和25年国勢調査　　職業分類，産業分類職業名及び産業名索引

　　　総理府統計局　　　　　昭和25．10　　37毛P

産業名，職業名，品名難解集

　　　総理府統計局　　　　　昭和27．12　　334　84　12P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　1
（内容）

　t　昭和25年国勢調査およびそれ以前の国勢調査における産業，職業名で地方独特の用語およ

　　　び専門語

　2．消費者実態調査における購入品目名の方言

　5　昭和25年国勢調査における駐留軍関係の職種名の解説

10）　第8回国勢調査

日本の人ロ　ー昭和30年国勢調査の解説一

　　　総理府統計局　　　　　昭和55．12　　604P
（内容）

　t　調査の概要　　　　　　　　　　　　　　　5　関係法規

　2各回国勢調査の範囲　　　　　　　　　　　4．昭和25，50年産業分類比較表

　5用語の解説および従前の調査との比較

　4．抽出集計の方法および推計結果の精度

付録　1．　昭和30年国勢調査集計事項一覧表

　　　　2．国勢調査または人口調査の調査事項一覧表
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国勢調査調査区の概要　　昭和30年

　　総理府統計局　　　　　昭和35・5
（内容）

　t　総説

　2．国勢調査調査区設定の概要

　5　〃　　　照査表

　4．種類別調査区一覧表

　5．国勢調査調査区に関する集計資料

　6　ρ　　　　　　関係書類の閲覧手続

79P （国勢調査資料　第4集）

国勢調査における調査区設定法は昭和30年の調査より始まる。

昭和50年国勢調査　調査区別集計用抽出調査区一覧表

　　　総理府統計局　　　　　昭和53．5　　449P （標本調査基礎資料一2）

都道府県郡市区町村順序一覧　　昭和50年10月1日現在

　　　総理府統計局　　　　〔昭和30〕　　　205P

昭和50年国勢調匿

　市区町村番号および布区町村名

　　　総理府統計局　　　　　昭和55・6 57P

昭和30年国勢調査事務記録（企画および実施関係）

　　　総理府統計局調査部国勢統計課　　　　　　昭和5¶・12

（内容）

　工　昭和30年国勢調査の企画

　　t　統計法第4条の改正

　　2．各回国勢調査，各国センサス等の調査方法の検討

　　5　中央における企画および実施のための組織

　　4．試験調査

　　5　調査期日の決定

　　6　調査の範囲の決定

　　Z　”　の場所の決定

　　8．　〃　事項の決定

　　9　特殊な地域または人口の調査

　1α　調査票，照査表その他調査関係用紙の設計

　1t　予算の編成

　12．調査要綱の決定

　丑　昭和30年国勢調査の実施

　　t　実施関係法規の制定，公布

　　2　予算の執行

159P
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5　調査区の設定と地図の作成

4　地方における調査実施の組織

5　地方指導

6　調査用品の印刷および発送

Z　広告宣伝

8．準備調査

9　実施調査

1α　調査票その他の関係書類の検査と提出

11．抽出再調査の実施

12．地方における結果概数の集計

15世帯および人口概数の公表

14．確定人口の公表

付昭和50年国勢調査事務日誌

　　〃　　　　　　　　関係書類綴項目表

昭和50年国勢調査機噸計事務手院　その一　　1％抽出製表の分

　　総理府統計局製表部製表第二課　　　　　　　　46P
（内容）

　t　集計上の注意

　2．カード様式

　5準備
　4　〔各項目毎のフローチャートと作業注意事項〕

昭和50年国勢調査　　産業分類　　分類項目名，説明および内容例示

　　　総理府統計局　　　　　昭和50．10　　425P

同上

　　　産業名索引

昭和50．10　　165P

同上

国および地方公共団体の産業分類適用例

　　昭和50．10　　295P

昭和50年国勢調査　　職業分類　　分類項目名，説明および内容例示

　　　総理府統計局　　　　　　昭和50．40　　190P

同上

　　職業名索引

昭和50．10　　208P
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14）　第9回国勢調査

日本の人口　昭和55年

　　総理府統計局
（内容）

国勢調査の概要

　
　
　
t
2
5
4
5

t
2
5
録

　

　

　

付

一昭和55年国勢調査の解説一

　昭和ろ8．7　　666P

昭和35年国勢調査の概要および従前の国勢調査との比較

用語の解説

1％抽出集計の方法および推計値の精度

昭和55年国勢調査報告第1巻，2巻および4巻統計表一覧

国勢調査または人口調査の調査事項一覧表

昭和50，55年国勢調査産業分類比較表

’　　　　　　　”　　　職業分類比較表

調査票

昭和55年国勢調査関係法規集

　　　総理府統計局　　　　　昭和35．10
（内容）

　t　国勢調査関係法規

　2．参考法規

　5　昭和55年国勢調査要綱

75P

国勢調査調査区の概要ならびに関係資料の利用　昭和35年

　　　総理府統計局　　　　　昭和58．ろ　　160P　　　（昭和55年国勢調査資料第2集）

（内容）

　1．　国勢調査調査区の概要

　2　調査区関係資料

　5　”　　　　　　の利用

　参考　調査区設定関係法規

　　　　調査区地図，調査区一覧表の作成手続き

　　　　調査区設定方法の昭和50年と昭和55年どのおもな相違点

　　　　人口集計地区設定の概要

　　　　調査区関係資料の様式

　　　　市町村の廃置分合による異動

国勢調査の手引

　　　総理府統計局　　　　　昭和55．10
（内容）

　t　国勢調査の趣旨

　2　”　　　のしくみ

　5　調査員に心得ていたxきたいこと

　4　準備調査

76P表4枚

一22一



　5．実地調査

　5　調査票の検査

　Z　照査表の「世帯の特性」欄と「給与住宅に住む世帯数」欄の記入

　8．調査：書類の整理記入と提出

　付表

昭和35年国勢調査　　指示注意事項集

　　総理府統計局　　　　　〔昭和55〕　　72P

　昭和35年4月の全国統計主管部課長会議および5月の第一次地方別指示説明会，6月の第二

次説明会における本局からの指示．注意事項を事項別に収載。

昭和35年国勢調査　　産業分類　一分類項目名，説明および内容例示一

　　総理府統計局　　　　　昭和56．1　　184，8P

　　　　　　　　　　　　　　　　（全数集計用）

　　　同上　　　　　　　　　昭和56．2　　427P

　　　　　　　　　　国および地方公共団体の産業分類適用例　付．政府関係機関

　　　同上　　　　　　　　　昭和55．11　　206P

昭和35年国勢調査　　職業分類　　分類項目名，説明および内容例示

　　　総理府統計局　　　　　昭和56．5　　198P

　　　　　　　　　　　　　　　　　（全数集計用）

　　　同上　　　　　　　　昭和56．5　　121P

昭和35年国勢調査に用いる産業分類，職業分類の解説

　　　総理府統計局　　　　　昭和35．10　　54　80P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　産業分類，職業分類の説明および内容例示の摘要版。

12）　第10回国勢調査

日本の人ロ　ー昭和40年国勢調査全国都道府県市区町村人口総覧全国の部その1一

　　　総理府統計局　　　　　昭和45．2　　870P
（内容）

　第5部　調査の概要

　　1，調査の概要　　　　　　　　　　　　　　　昭和40年国勢調査調査事項一覧

　　2　標本抽出の方法および推計値の精度　　　関係法規

　　5　用語の解説および従前の調査との比較　　大都市圏内市町村名一覧

　付昭和40年国勢調査報告一覧　　　調査票．個票
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国勢調査調査区関係資料の解説　　昭和40年

　　　総理府統計局　　　　　昭和45．3

（内容）

　t　総説

　2．調査区の概要

　5　調査区一覧表および調査区地図

　4　調査囲1汰口．世帯資料

　5．標本調査基礎資料

　6　資料閲覧手続き

付1．調査区一覧表
　　　2．調査区数・調査区地図枚数一覧表

　　　5　世帯名簿

昭和40年国勢調査要綱

　　　総理府統計局

（内容）

　調査要綱

集計事項

付個票カード

　　　調査票

1ろ5P

4
．

5
．

6
z
8
．

9

り0．

1t

8P

調査区地図

”　　　　に用いる記号表

”　　要図

〃　　別人口・世帯資料様式

標本調査基礎資料様式

調査区設定関係法令

市町村数

〃　　の廃置分合

昭和40年国勢調査　調査の手引

　　　総理府統計局　　　　　　　　　　　　　45P

（内容）

　1．調査の趣旨　　　　　　　　　　　　　　　6　調査個票の記入

　2．　’　の期日と日程　　　　　　　　　　Z　調査書類の整理と提出

　乙　〃　の対象　　　　　　　　　　　　　　8．調査票の各欄の記入のしかた

　4．調査対象のは握と調査票配付の仕事の手順　9　”　　の検査の要点

　5．調査票の取集，検査の仕事の手順

昭和40年国勢調査指示注意事項集

　　　総理府統計局　　　　〔昭和40〕　51P

昭和40年4月の全国統計主管部課長会議および5月の第一次地方別指示説明会，6月地方別

庶務主任者打合せ会，6～7月の第二次地方別指示説明会における本局からの指示・注意事項

を事項別に収載。

参考に昭和40年国勢調査地方事務一覧表あり。

別に調査要綱・関係法規を収めた「市町村事務取扱要領」刊行あり。
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昭和40年国勢調査質疑解答集　　第1集

　　　総理府統計局　　　　　　　　　　　14p

　第一次地方別指示説明会の質疑応答のうち調査の手引の内容に関するものを収録。

　　　　　　　　　　　　　　　　第2集

　　　同上　　　　　　　　　　　　　　　　36P

　第二次地方別指示説明会の質疑応答から調査の内容に関するものを収録。

昭和40年国勢調査　産業分類　　分類項目名，説明および内容例尿

　　　総理府統計局　　　　　昭和40．10　　18518P

昭和40年国勢調査　国および地方公共団体の産業分類適用例　　付．政府機関

　　　総理府統計局　　　　　昭和40．11　　22でP

昭和40年国勢調査　産業名・職業名・品名難解集　産業・職業分類資料

　　　総理府統計局製表部人口製表課　　　　　昭和40．10　　196P

　前回（昭和27年刊行）調査作成の後新たに生じた難解な用語（方言，専門用語）を追加して

　新しく編集。

13）　第11回国勢調査

昭和45年国勢調査　調査の手引

　　　総理府統計局　　　　　　　　　　　62P
（内容）

　t　調査の趣旨　　　　　　　　　　　　　　　　Z　調査個票の記入と検査

　2．調査の期日と日程　　　　　　　　　　　　8．調査書類の整理と提出

　5調査の対象　　　　　　付t事業の内容と書き方
　4　調査対象のは握と調査票の配布　　　　　　　　2．仕事の　　〃

　5．調査票の各欄の記入のしかた　　　　　　　　　5　「教育」欄の学校の種類一覧表

　6．　”　　の取集と検査

調査書類の記入例集

　　　同上
（内容）

t　世帯名簿

2　調査区要図

5　調査票

4　調査個票

1冊

参考　調査員の仕事の要点

付　各用紙一式

　　市町村番号表
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　　　　　　　　　　　　　　　国勢調査　地方の部

札幌区区勢調査研究

　　　高岡熊雄　　　　　大正9．5　　551P　　札幌区役所刊

　明治42年行われた区勢調査の解説と記述編。

　著者は区勢調査に直接参画した人。

昭和10年国勢調査附帯調査事務概要

　　　東京市臨時国勢調査部　　　　　昭和15．3　　611P

　第4回国勢調査とこれに合せて東京市独自に附帯調査した人口移動（流入人口）調査の実施

　状況報告。

　関係法規．通牒，調査票，製表手続等を収む。

信濃国勢調査要覧

　　　信濃民報社　　　　　大正10．6　　1冊　　信濃国勢調査要覧発行所刊

　t　本邦国勢調査の発祥　　　　　　　　　　　6　国勢調査の統計摘要

　2．既往の人口調査回顧　　　　　　　　　　　Z　〃　　　の斎す効果

　5　愈よ国勢調査に入る　　　　　　　　　　＆　本県に於ける国勢調査

　4　主要なる関係法規　　　　　　　　　　　　　9　郡市蚊特別調査区要計及北信二市九郡に

　5　国勢調査経過の一班　　　　　　　　　　　　　　於ける調査

　第1回国勢調査を記念して．長野県における国勢調査の施行状況を記述。

昭和5年国勢調査大阪市報告書

　　　大阪市　　　　　昭和6．5　　251P

　昭和5年国勢調査の大阪市における実施状況。

　　　　　　　　　　　　　　国勢調査　殖民地の部

　殖民地をみよ。

　　　　　　　　　　　　　　人　ロ　動　態　統　計

婚姻及出生死亡調心得書

　　　統計院第一課　　　　1冊　写本
（内容）

婚姻，出生，死亡，来住往住ヲ調ブル心得
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雛形〔婚姻表欠〕

「甲斐国人員運動調」要綱の原稿。

人員運動調心得書及雛形草案

　　　統計院第一課　　　　　〔明治16～18〕　1冊
（内容）

　男女人員及ヒ年令調，男女出生調，出生届洩調，男女死亡調，婚姻調，離縁調，移住人調，

　行方知レサル人員及ヒ年令調，　棄児調

　雛形

「甲斐国人員運動調」と称せられるものの調査員手引。

「甲斐国現在人別調」につ父いて人口動態調査の先駆として企画されたが．統計院改廃によ

り調査中絶，結果表未発表。

日本帝国人口動態統計　　明治52年一同41年　　　（材料徴収二関スル規定）　（比例）

　　内閣統計局　　　　　明治45．5　　40‘315P
（内容）

材料徴収二関スル規定

　人口統計材料統計小票取扱手続（明治33年11月改正　明治45年次現行）

　　’　　　　　　　記入心得

　統計小票様式

照会案綴　　自明治59年8月至明治42年2月

　　　内閣統計局　　　　1冊　 写本

「人口動態統計」調査票の記入内容についての統計局と各府県および町村役場との質疑及訂

正の照会，回答を綴ったもの。

明治56年より40年の報告分。

「人口統計小票誤謬訂正照会用紙」様式あり。

人口統計材料統計小票取扱手続（明治31年内閣訓令第1号乙号）

人口統計材料統計4漂記入心碍（大正5年内閣統計局長指定）

附　統計！」漂控簿様式，参考法規

　　　内閣統計局　　　　　大正5．11　　62P
（内容）

　t　人口統計材料統計小票取扱手続（大正3年訓令第2号改正）

　2　”　　　　　　　　　記入心得（大正5年11月5日改正）

　　　各票記入例

　附　統計小票控簿様式

　　　参考法規

　　　　　（内務省訓令第21号）
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人口動態調査関係法規

　　　内閣統計局　　　　　〔大正11〕　　79P

（内容）

　人口動態調査令，同施行細則（大正11．11）

　人口動態調査票及送致目録作成心得

　参考法規

従来「人口統計材料統計小票取扱手続」によっていた人口動態調査は国勢調査制度発足によ

り静態関係の甲号が廃止されたのと共に該乙号も改正。人口動態調査令（大正11年11月）

を制定。

人口動態調査必携

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　66P

〈内容）

　1．　人口動態調査の改善について

　2．人口動態調査令（昭和21年勅令447号）

　　　　他関係法規

　5　人口動態調査票及び人口動態統計月報の作成方

　参考　死因詳細分類（小分類）

昭和22年9月人口動態統計は厚生省主管となり，本調査令による調査は厚生省より発表。

20年～21年間の人口動態関係法規については「昭和21年人口動態統計」の巻頭に解説

あり。

人口動態統計毎月概数に表章する主要死因についての解説

　　　厚生省統計調査部　　　　　昭和25．8　　30P

都道府県における人口動態統計の表章基準（案）

　　　厚生省大巨官房統計調査部　　　　　昭和55　　1冊

（内容）

　t　都道府県における人口動態統計の表章基準（案）

　　　　昭和55年6月15日付
　　　　表毎の表章基準一覧表　　1～24表

　　別　t　都道府県の各市各郡別で観察する死因分類基準

　　　　2．　〃　　　　　　　　　　　　　乳児特定死因分類基準

　2．都道府県における人口動態統計の表章基準各表式（案）

　　　　1～24表様式

人口動態統計年報結果表項目一覧表　　昭和57年

　　　厚生省大巨官房統計調査部　　　　　4枚
（内容）

　出生．死産，死亡，婚姻，離婚別統計表番号毎の表章項目の一覧表
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人口動態（出生）社会経済面調査要綱案

　　　厚生省統計調査部　　　　　昭和57．4
（内容）

　目的，時期，範囲と対象，調査の方法，調査事項，調査機関，集計公表

　付世帯票（案）　5枚

　本調査は昭和57年第1回調査。以後死産，婚姻等についても調査あり。

人口動態（出生）社会経済面調査　調査地域の選定にっいて（案）

　　　同上　　　　　　　　　　昭和57．4

付　調査地域一覧表

人口動態調査事務の手引き

　　　東京戸籍法研究会　　　　　昭和40．8　　日本加除出版　　258P
（内容）

　調査票作成の範囲，時期，枚数

調査票の作成

　出生票

　死亡票

婚姻票

離姻票

　死産票

　調査票作成後の処理

　調査票訂正の報告

　事件簿

　職業，産業

　附　人口動態調査令，同施行細則

　　　人口動態調査票，送付票，人口動態統計月報及び人口動態調査票送致目録作成手続他

　人口動態調査は昭和22年より厚生省所管となり，調査令改正。この間21年は連合軍指令

　による改正あり。

　　　　　　　　　　　　　　　　死　　因　　統　　計

印刷局疾患調査ノ梗概

　　　内閣統計局　　　　　明治56．40　　56P
（内容）

　工場ノ統計二用フヘキ死亡及労働不能原因ノ類別編纂二関スル卑見

　印刷局疾患票二記載セル死亡及労働不能原因ノ審査

　　’　　　　ヨリ集計シ得タル印刷局疾患表

　右疾患表二対スル批評並二材料蒐集二関スル注意
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　二階堂菊太郎に明治54年事実の印刷局職工の疾患の類別表章の方法を研究せしめた調製報告

死亡原因類別調査報告書

　　　内閣統計局　　　　　明治56．9　　再版明治59．12　　19P
（内容）

　本邦死亡原因類別ノ沿革　　　　　　　　　　死亡原因類別ト万国共通類別トノ対照

　死亡原因類別編成ノ目的及ヒ方法

　〃　　　　　内容ノ撰択

　新旧死亡原因類別ノ対照

　明治31年より人口動態統計を統計局にて中央集査するに際し，新しく国際分類に合せた死

　因類別を作成するため，宮入慶之助・二階堂菊太郎に調査，作成をさせたもの。

死因類別摘要　　附独文

　　　宮入慶之助　校　　　　　　　　　　　1冊　　写本

　「死亡原因類別」を作成するに当っての分類表原稿，従来の死因分類．届出方についての記

　述あり。

死亡原因第二類別調査報告

　　　内閣統計局　　　　　明治59．5　　再版　明治40・5　　64P

　明治35年答申の「死亡原因類別」の細分類。　先の分類は大分類項のみにつき，引つyき

　二階堂保則に命じて細分類表を作成せしめたもの。

死亡原因第二類別調査報告　　明治58年7月

　　　二階堂保則校　　　　　　　　1冊　写本

　上記「調査報告」の原稿。　訂正等の書入れあり。

死亡原因類別　　明治44年改訂

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　12P

　明治42年以降用ユル死亡原因類別〔大一中一小分類表〕

改正死亡原因類別解説

　　　内閣統計局　　　　　明治45．3　　12P

　上記　明治44年改訂の死因分類表についての解説，編成の由来，類別相互の関係・内容例示。

一 50一



死因及疾病分類要旨

　　　内閣統計局　　　　　大正44．5　　85P
（内容）

　死因及疾病分類要綱

　〃　　　　　　表（大正15年5月24日内閣訓令第1号）

　〃　　　　　　内容例示

附　内閣訓令二依ル死因分類ト国際死因分類及従来ノ死因分類トノ比較

大正11年人口動態調査令の制定と共に大正13年「人口動態調査ノ結果表章二用フベキ死

　因及疾病分類」を公表。

新しい分類の要綱および内容を製表従事員用に編輯したもの。

人口動態調査ノ結果表章二用ウヘキ死因及疾病分類改正二関スル件（諮問第19号）

　　　内閣統計局　　　　〔昭和7．10〕　26P

　大正15年内閣訓令第1号の死因及疾病分類を改正する件につき中央統計委員会への諮問案。

　「昭和4年国際会議にて新国際分類の協定あり，我国も現状に合せて改正する要あり」この

　結果は昭和7年12月内閣訓令第2号で改正された。

死亡診断書の死亡原因及職業記入方に就て

　　　内閣統計局　　　　　昭和8．12　　89P
（内容）

　死因及疾病分類の沿革

　死因及疾病分類

　病名記入に関する注意

　職業名　　　〃

　死亡診断書

　死因及疾病分類内容例示

　昭和7年42月26日　内閣訓令第2号で大正15年の死因分類を改正。

　これに際して全国の医師に向けて死因および職業名記入における注意事項を指示。

昭和25年より日本において採用した疾病，傷害及び死因統計分類提要

　　厚生省大臣官房統計調査部

（内容）

　　　　第1巻　総論及び分類

　　　　第2巻　内容例示表

　　　　第5巻　索　引　表

昭和25．11　　179P
昭和25．11　　297P
昭和27．11　　659P
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昭和35年より日本で採用すべき疾病，傷害および死因の統計基本分類表（案）

　　　厚生省大臣官房統計調査部　　　　　〔昭和55〕　　ろ1枚

疾病，傷害および死因統計分類提要　　昭和35年版

　　　厚生省大臣官房統計調査部

（内容）

　　　　第1巻　総論分類長，内容例示表，死亡診断書および原死因選定準則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和55．11　　444P

　　　　第2巻解説，索引表　　　　昭和35．3　　719P

死因符号事務提要　　昭和55年版

　　　厚生省大臣官房統計調査部　　　　　昭和55．2　　107P

疾病，傷害および死因統計分類提要　　昭和43年版

　　　厚生省統計調査部

　第2巻　分類表，内容例示表，死亡診断書および分類準則，定義および勧告，世界保健機関

　　　　　分類規則　　　　　　　昭和44・3　　617P　　厚生統計協会刊

第8回国際疾病統計分類修正（1965年）に関する準備状況報告

　　　厚生省統計調査部　　　　　昭和37．4　　49枚

　　　附：Genθτal　a嘩りctθof　thθE㎏hth　Revi8im　of伽lntemational

　　　　　Cla8sificaticn　of　Di8ea8θθ．　　　　　1964．　10

　　　　　Sec　ti㎝8　0f　the　工CD　in　neθd　of　reviθion．　　　　　49　6　1．　9

　　　　　Reviθw　of　activitie8　in　thθ　preparati（n　（宏　thθ　Eighth　Rθvi8icn

　　　　　of　th6エntθmationa1　Claθθitication　of　Diθeaθes．　　1961．9

（内容）

　1．改正準備状況

　2．WHOから報告された分類に関する諸事項

　　　　　　　　　　　　　国勢調査　地方の部　　（追加）

昭和5年国勢調査記録

　　　北海道統計課　　　　　昭和68　　145P
（内容）

　1．　国勢調査の要旨及沿革　　　　　　　　　　5．申告書，照査表及要計表の進達検査

　2．調査施行の計画　　　　　　　　　　　　　6．経費

　3．準備及宣伝　　　　　　　　　　　　　　　Z　印刷物の配給

　4　実査監督及援助　　　　　　　　　　　　　　他

　昭和5年第3回国勢調査の北海道（千島を含む）における実施経過報告。

一 32一



4　労　　　働
　　労働統計実地調査

労働統計実地調査報告　大正15年　工場の部　第1巻

　　内閣統計局　　　　　昭和2．1　　251P
（内容）

調査の要綱，経過

調査に関する法規

調査に用ひたる申告書様式

調査の結果表章に用ひたる産業及職業分類表

　第1回　大正15年分は内務省社会局が主管となって調査実施，後機構改革によって統計局

に移管，結果は統計局より発表。

労働統計実地調査提要　第3回　昭和5年

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　　85P

（内容）

　調査の趣旨

　調査員の特に注意すべき事項

　説明

　附　関係法規

　　　調査すべき工場及鉱山の意義

　　　産業別調査工場の標準

　第2回　昭和2年より，第4回　昭和8年までは同一方法により泌査。

労働統計実地調査に関する質疑解答　〔第5回〕

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　28P

第4輯

　第3回労働統計実地調査の参考資料として’第2回の際の質疑解答から抄録。

労働統計実地調査提要　第5回　昭和11年

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　145P

（内容）

趣旨

説明

附　関係法規

　　　参考法令

　　　産業別調査工場の標準
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　昭和11年6月改正。

　第5回より従来の工場，鉱山の他に交通事業体が調査対象となり鉄道．軌道，貨物取扱，

　船舶も含む。

　電信電話にっいては同趣旨にて別に主務官庁において調査b

労働統計実地調査に関する質疑解答集　第5回調査用

　　　内閣統計局

第1輯　　　　　53P

　2　　　　　　　　　6P

　5　　　　　　　5枚

　4　　　　　　　6枚

労働統計実地調査提要　第6回　昭和14年

　　　内閣統計局

工場用　　　　　　　　　　　　15P

鉱山用　　　　　　　　　　　11P

陸上運輸業及運輸取扱業用　　　9P

船舶用　　　　　　　　　　　　8P
（内容）

　調査の要綱，調査票記入心得

　昭和14年6月改正による。

　他に電信，電話も調査対象となっているが？（本表には表あり）

労働統計実地調査に関する質疑解答

　　　内閣統計局

第2輯　　　　　　8P

　製本により回次不詳。

昭和15年臨時労働及技術統計実地調査提要

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　60P

（内容）

　調査の要綱

　調査票記入心得

　関係法規

　参考法規

　昭和15年改正。

　新しく技術者にっいて調i査。
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労働技術統計調査提要　昭和16年調査用

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　61P
（内容）

調査要綱

調査票記入心得

　調査法規

参考法規

　昭和16年改正。

従来の内地に限っていた地域を朝鮮以下南洋群島まで拡大。対象事業体も事務所，商店を含む。

昭和17年　労働技術統計調査提要

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　61P

　昭和16年調査の方法を踏襲。

東京市　労働統計実地調査職業名鑑

　　　東京市　　　　　昭和4．5　　275　424　15P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　g　　　　　　　l

（内容）

　産業別職業名索引

　イロノ、月1」索引

　附　東京市産業及職業分類編成概要

　主として第2回労働統計実地調査の労働票より編成。1部に第1回調査の統計局資料による補

　充あり。

労働統計実地調査提要

　　　大阪府労働統計実地調査部　　　　　昭和2．8　　27P
（内容）

　第2回調査（昭和2年）大阪府訓令，告示

　質疑解答

　参考事項

　　　　　　　　　　　　　　　　失　　業　　統　　計

失業統計調査報告　大正14年　第1巻　記述

　　　内閣統計局　　　　　昭和2．5　　92P
（内容）

　調査の要綱，経過　　　　　　　　　　　調査に用ひたる申告書用紙様式

　調査に関する法規　　　　　　　　　　　　調査の結果表章に用ひたる産業及職業分類

　大正14年10月1日　第2回国勢調査と同時施行。1回限り。
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　　　　　　　　　　　毎月勤労統計（戦前）年次勤労統計

労働統計毎月実地調査提要

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　62P
（内容）

　調査の趣旨，説明，記入心得

　附　統計資料実地調査二関スル法律，労働統計毎月実地調査令，同施行規則，同細則，関係

　　　参考法令。

　昭和14年6月従来の「賃銀毎月調査」の後をうけて拡大改正。労働者数，労働異動，労働

　総量ならびに実就業時間を実地に調査，「労働統計」として毎月発表。

　昭和19年6月勤労統計調査令施行と共に毎月勤労統計調査に交替。

昭和19年　年次勤労統計調査提要別冊　　（船舶用記入心得）

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　30p

（内容）

　年次勤労調査票丙の一，および二の記入要領

　調査票の説明，調査事項定義

　昭和19年4月勤労統計調査令により従来の勤労関係調査を統合。これを年次，毎月，特別

　の三種として調査。　昭和21年12月以降は「事業所統計調査」「毎月勤労統計調査」に

　引きつぐ。

特別勤労統計調査指定事業場名簿　昭和19年10月現在

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　556P

（内容）

　勤労統計調査令第14条第1号にょる指定事業場の民営．官営別．府県．所轄別名簿

　事業場分類に用いる工業分類表．鉱業分類表，交通業分類表

　〔結果表昭和19年7月分には調査要綱記載なし〕

　　　　　　　　　　　　　　　　労務動態調査

労務動態調査実務便覧昭和16年7月

　　　厚生省職業局　　　　　　　　　　156P
（内容）

　総説（調査の趣旨，調査規則の大意）

　準備事務

　調査票の審査及分類

　集計事務及報告
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国及道府県に於ける庁癖関係調査事務

調査諸費の経理事務

調査事務の完結

附　関係法規

　　質疑応答集

　　産業分類索引表

　　調査票記入例

「労務動態調査提要」の姉妹篇。本編は主として集計・報告事務についての手引。

本調査の産業分類および労務動員産業分類は「労務動態調査産業分類並労務動員産業分類一覧」

を別に配付。

昭和14年11月労務動態調査規則によって新しく始められた戦時体別における人的資源につ

いての調査，特に労務動員計画のための資料として実施。毎年2回行われることになって，第

1回は昭和14年12月現在。

労働力調査

労働力調査解説

　　　総理府統計局　　　　　1950．
（内容）

　t　調査の概要

　2　調査世帯の抽出方法

　5　就業状態の諸定義と調査票の設計

　4．調査方法と集計

　5．推定と標本誤差

7　　　102P （統計局調査資料　第5号）

6　結果表

附　1．調査の変遷

　　2，調査市郡一覧表及び調査票様式

　　5　関係法規

労働力調査は昭和21年9月より開始。昭和25年4．月指定統計に指定。度々改正あり。

昭和25年国勢調査と労働力調査の労働力状態に関する数字の比較についての一検討

　　　総理府統計局　　　　　昭和27。12　　34P　　　（国勢調査資料第2集）
（内容）

　1．　国勢調査と労働力調査の異同点

　2．”　　　と　　〃　の結果の比較とその喰違いの原因の一般的考察

　5　国勢調査と労働力調査の調査票の照合による喰違いの原因の検討

　　1．労働力状態に関する記載事項

　　2．就業時間

　　5　産業と従業上の地位

　　4　調査から洩れていた者

　附　t　国勢調査及び労働力調査の抽出方法及び結果数の信頼性。

　　　2．　〃　　　〃　　　〃　　の調査票
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労働力調査改算結果報告

　　　総理府統計局　　　　　昭和32．11　　124P
（内容）

　調査の概要

　　1．調査の目的　　　　　　　　　　　　　　　4．調査の実施方法

　　2．就業状態の調査方法　　　　　　　　　　　　5．推定値の抽出誤差

　　5　標本抽出方法　　　　　　　　　　　　　　6　結果利用上の注意

　昭和31年10．月の改正により断層を生じたため昭和28年1月より昭和32年4月分を改算』

労働力調査改算結果報告　　第2回

　　　総理府統計局　　　　　昭和38．5　　167P
（内容）

　調査の改算にっいて　　　　　　　　　　　　　　5　調査の範囲

　　改算方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．標本抽出方法

　　労働力調査改正の概要　　　　　　　　　　　　　5。調査の実施方法

　　参考表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6　推定値の抽出誤差

　調査の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　ス　結果利用上の注意

　　1．　調査の目的　　　　　　　　　　　　　　　　8．労働力調査年譜

　　2．就業状態の調査方法

　参考資料

　　2．昭和32年の実査強化の調査結：果に及ぼした影響について（試算）

　　5　昭和27年以前の結果を昭和28年以後の結果と比較する場合の注意

　昭和28年1月～56年9月分の改算報告。

　昭和36年40月の改正で以前と断層が生じたため。但し27年の標本改正に伴う断層につい

　ては今回も補正せず。

労働力調査　指導員及び調査員必携

　　　総理府統計局　　　　　昭和25．8　　117P
（内容）

　t　調査の概要　　　　　　　　　　　　　　別　調査票の質問記入要領図示

　2．指導員及び調査員の一般的心得　　　　　　　地方符号及び抽出市郡区町村符号名称一覧

　5　指導員の事務　　　　　　　　　　　　　　　表

　4　調査員の事務　　　　　　　　　　　　　　　労働力調査世帯名簿

　5．抽出に関する事務　　　　　　　　　　　抽出世帯数報告

　6　調査票類の記入方　　　　　　　　　　　　　世帯票表紙．世帯票

　ス　産業分類に関する説明　　　　　　　　　　　照査表

　8．雇用者の従業上の地位分類に関する説明　　　就業時間記入票

　9　調査票類の記入の検査要領　　　　　　　　　調査票

一 58一



労働力調査綜合報告書　194フー4952

　　　総理府統計局　　　　　昭和27．12　　172P
（内容）

　調査方法の概要及び変遷

　　1．調査の目的と特徴

　　2．調査対象の抽出方法及びその変遷

　　5　調査の期間及び方法

　　4．調査事項の諸定義

　　5．調査方法の変遷

　　6　結果数字の誤差にっいて

　昭和22年7月分より27年4月分にっいての累年報告。　昭和21年9月よりの分について

　は収めず。

労働力調査綜合報告書　第2回

　　　総理府統計局　　　　　昭和30．5　　195P
（内容）

　調査方法の概要

　　t　目的　　　　　　　　　　　　　　　　　6　結果利用上の注意

　　2．就業状態の調査方法　　　　　　　　　　臨時調査の概要

　　5　標本抽出方法　　　　　　　　　　　　　　t　臨時調査の意義

　　4．調査の実施方法　　　　　　　　　　　2．　〃　　の調査方法

　　5，推定値の誤差　　　　　　　　　　　　　5　〃　　　の内容

昭和27年11月改正による。

労働力調査改正のための第一次試験調査要綱

　　　総理府統計局　　　　　昭和32．1．25　　1枚

　　　　　　　　　　　　　第1回説明会　指示および注意事項

　　　　　　　　　　　　　　昭和52・1・23　　7P，1枚

調査員の行うべき事務の概要

試験調査調査員必携　　　　　　昭和32．2　　55P
（内容）

　調査員の心がまえ

　調査すべき人の決め方

　実査の仕方

　質問調査の仕方
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調査すべき抽出単位の選定方法

現行労働力調査と試験調査との主要相違点

調査票，要計表他調査用紙一式

以上第1回説明会における配付資料・

労働力調査　　各種推定値の標本誤差

　　　総理府統計局調査部労働力統計課　　　　　昭和55．6　　20P　　　（労働力調査

　　　研究資料　58－1）

副書名

　〔各月分推定値以外の推定値（対前月差推定値など）に主眼をおいて副次標本別集計にもと

　　つく計算結果による。〕

労働力調査　指導員必携

　　　総理府統計局

（内容）

t
2
5
4
5
6
Z
a

昭和44．5

調査区の指定

調査員の選任

調査世帯決定に関する事務

調査票類の検査・整理・提出

調査用紙類の受領配布

調査員の指導監査

標本管理

特別な場合の処置

86P

付　調査要綱　〔42年8月改正〕

　　調査規則

　　調査施行心得

　　調査用紙の様式

　　労働力調査の標本設計にっいて

　　設例〔質疑解答〕

調査の手引

　　同上
（内容）

t
2
5
4
．
5
6
7
8

昭和44．5

調査のあらまし

調査員の仕事

調査区地図と抽出単位名簿の作成

実地調査の仕方

調査票類の整理と提出

調査票の各欄の記入の仕方

特別な場合の取り扱い

調査票の確認・検査の要点

68P

付調査票の記入例

　　調査日程の例示

　　調査票「10の勤め先，業主などの事業の

　　種類」の書き方

　　調査票「11本人の仕事の種類」の書き方

参考　昭和40年国勢調査調査区資料の一例
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　　　　　　　　　　　　　　就業構造基本調査

就業構造基本調査　地方別指示説明会指示および注意事項

　　　総理府統計局　　　　　昭和51．5　　11P．1枚

　本調査は昭和51年第1回調査。以後5年毎に実施。

　　　　　　　　　市町村関係指示注意事項摘粟就業構造基本調査関係法規集

　　　同上　　　　　　　　昭和51．7　　42P

　昭和31年4月全国都道府県統計主管部課長会議および5月地方別指示説明会における本局か

　らの指示注意ならびに関係法規から参考となるものを抄約。

就業構造基本調査　調査の手引

　　　総理府統計局　　　　　昭和ろ1．7　　74P
（内容）

　t　調査のあらまし

　2．調査員としての心がまえ

　5　調査員の仕事

　付　「従業先の事業の種類」記入の仕方

　　　「従業先での仕事の種類」記入の仕方

　　　準備調査世帯名簿の記入例

　　　調査票の記入例

　調査世帯の選定の仕方　一附・準備調査世帯名簿の検査および補正にっいて一

　　　同上　　　　　　　　昭和31．7　　8P

　調査用紙　一式

　　　　（個人票．世帯票・要計表等）

日本の就業構造　昭和43年就業構造基本調査結果の解説

　　　総理府統計局　　　　　昭和45・3　　610P
（内容）

　t　調査の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　2．推定値の算出方法

　2．用語の解説　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　報告書一覧

　5　推定値の精度　　　　　　　　　　　　　　調査票

　付録　t　標本抽出方法

　第5回調査。
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毎月勤労統計調査（戦後）

毎月勤労統計調査対象選定方法（案）

　　　労働省労働統計調査部　　　　　昭和23年2月　　25t6P
（内容）

　1．従来の毎月勤労統計調査改正案に用いられた標本選定方法に対する批判

　2．具体的資料の分析

　5　新しい標本調査方法

　4．調査の要領

　5．調査集計及推計値の算出

　6　本調査に対する希望

附　改正毎月勤労統計抽出事業所数表

　昭和19年7月「労働統計毎月調査」に替って実穐昭和21年12月改正され，戦後の毎

勤系列開始昭和23年労働省設置と共に労働省に移管。但し，26年3月まで作業は統計

局で実施。調査内容は度々改正されている。

毎月勤労統計調査　給与及び雇傭票，同記入心得，同各欄の記入の仕方

　　　労働省，総理庁統計局

　昭和24年5月以前のもの。

毎月勤労統計調査要綱

　　　労働省労働統計調査部　　　　　昭和24．11
（内容）

　調査の目的．事項，範囲，期日及び方法

　集計事項及び集計方法

　結果の公表の方法及び期日

　関係書類の保有期間及び責任者

　調査に従事する職員

　調査票の使用

　官営事業所の調査

毎月勤労統計調査規則，同施行心得

　　　労働省労働統計調査部

　昭和25年改正の原文写。

日召禾025．　1．　51
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毎月勤労統計調査各種計数算定方式

　　　労働省労働統計調査部　　　　　昭和25．2

毎月勤労統計結果表に用うる新産業分類

　　　労働省労働統計調査部　　　　　昭和25．7

毎月勤労統計調査要綱

　　　労働省労働統計調査部

（内容）

　目的，事項，期日．調査機関

　集計事項

　調査に従事する職員

　調査票の使用

　官営事業所の調査

　全国調査

　地方調査

昭和26．5．16

昭和26年4月分以降　調査は全面的に労働省の所轄となり，同時に都道府県ベースでの地

方調査も施行。地方労働基準局に依託の地方毎月賃金統計を廃止。

毎月勤労統計調査　全国調査調査票．地方調査調査票記入心得

　　　労働省労働統計調査部

昭和26年4月分以降のもの。

毎月勤労統計調査（建設工業）全国調査　調査票，同記入心得

　　　労働省労働統計調査部

昭和26年6月分試験調査用。

〔労働省労働基準局調査　地方毎月賃金統計　関係資料〕

　　労働省労働統計調査部

　t　毎月賃金統計の改正にっいて（通達）　労働基準局長宛

　　　　　　　　昭和25年5月4日
　　　産業分類，結果表様式，各種計数の算出方法についての通知

　2．地方毎月賃金統計調査実施調整要綱（案）

　　　　　　　　昭和25年5月7日

5　毎月賃金統計調査の廃止について　労働基準局長宛

　　　　　　　　昭和26年5月8日
　　　今後本調査が毎勤地方調査となる件について。よって本調査は3月限りとすること。

4　毎月勤労統計調査地方調査実施に伴う事務の引継にっいて　労働基準局長宛

　　　　　　　　昭和26年5月26日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一4ろ一



〔毎月勤労統計調査地方調査　関係資料〕

　　労働省労働統計調査部

t　毎月勤労統計調査地方調査（地方毎勤）の実施について

　　　　　各県総務部長宛　　　　昭和26年1月9日

2　同　　上

昭和26年1月27日

5　毎月勤労統計調査地方調査について（その5）

　　　　　　　　　　　　　　　昭和26年5月8日

4　同　　上

　　　　　各県知事宛

5．同　　上

　　（その4）

昭和26年5月26日

　　（その5）

昭和26年5月27日

6　毎月勤労統計調査調査票送付について（その6）

　　　　統計主管課長宛　　　　昭和26年5月28日

4α　毎月勤労統計調査の挨拶状及び記入心得の送付について（その10）

　　　　　　　　　　　　　　　　昭和26年4月11日

41．毎月勤労統計調査事業所の変更，廃止又は調査中止に関する報告について（その11）

　　　　　各県知事宛　　　　　昭和26年4月14日

12．毎月勤労統計調査電気通信省，郵政省関係調査事業所について（その12）

　　　　　　　　　　　　　　　　昭和26年4月14日

15．毎月勤労統計調査の実施にっいて（その4ろ）

　　結果原表及び結果公表の様式ならびに結果公表の手続について

　　　　　　　　　　　　　　　　昭和26年4月16日

り4．同　　上 　（その14）

昭和26年4月17日

15．同上（そのり5）

　　　毎月勤労統計調査官営調査事業所の調査の仕方について

　　　　　　　　　　　　　　　　昭和26年4月25日

16　同上（その16）

　　　毎月勤労統計調査地方調査の集計方法について

　　　　　　　　　　　　　　　　昭和26年4月24日

　　　毎月勤労統計調査地方調査の集計方法について 55P
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毎月勤労統計調査の一部改正について

　　　労働省労働統計調査部　　　　　昭和45年12月

　付、毎月勤労統計調査付帯サービス業調査要綱

　　　調査区の種類別新旧調査対象産業一覧

従来，付帯調査として実施されていたサービス業にっいて46年1月分より指定7号の一部

として実施。これに伴う事務取扱い，改正事項について。

毎月勤労統計調査手引

　　　労働省労働統計調査部　　　　　昭和46．1　　181P
（内容）

　調査の概要

　全国甲，乙調査および地方調査に共通の業務

全国甲調査に関する業務

全国乙　　　　　’

地方調査　　　　〃

特別調査　　　〃

付　関係法規

　　記入要領
　　質疑応答
　　様式
　　事業所抽出率逆数表

現行調査のもの。

〔毎月勤労統計調査　集計・製表関係資料〕

　　労働省労働統計調査部製表課

t　毎月勤労統計調査の集計方法　　　昭和39．り．50

　　　　　（企画課毎勤係）

　2．毎勤関係資科綴　全国一甲詣査

昭和45年11月現在での製表課第1係業務用資料。

調査票，パンチカード，修正連絡事務，結果表様式，産業分類，集計要領等一式。

賃金セ　ンサス

個人別賃金調査結果報告　昭和25年

　　　労働省労働統計調査部　　　　　昭和25．5　　444　56P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

附録

　個人別賃金調査要綱

　調査票

　事業所記入担当者心得
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　都道府県に対する指示　　　　　　　　　　昭和25年事業所賃金調査に用いる産業分類表

　調査員の心得

　昭和25年事業所賃金調査要綱

　同上調査票記入の仕方

　産業分類適用準則

戦後の賓金センサスの第1回分。

昭和21年厚生省の臨時給与調査が行われたが．23年には事業所統計調査の附帯調査とし

て実施され．以後労働省主管の下に毎年行われることとなった。

昭和25年事業所統計調査

　事業所賃金調査，個人別賃金調査，調査員心得もみよ。

昭和24年個人別賃金調査

　事業所記入担当者心得

　　　労働省労働統計調査部

（内容）

　調査の目的

　調査事業所選定の経過

　事業所における調査労働者の抽出方法

　調査票の記入心得

　調査票の提出

　毎月勤労統計調査給与及び雇用票記入心得

　　（労働省，総理府統計局）

14P

個人別賃金調査用　産業別職務名称解説　昭和24年

　　　労働省労働統計調査部

　第1輯　　紡織工業　　　　　　　41P

　　2　　　鉱　　業　　　　　　　21P

　　5　　　金属工業　　　　　　　11P

　　4　　　機械器具工業　　　　　　1gp

　　5　　　化学工業　　　　　　　19P

昭和26年職業別賃金調査調査員必携　　（昭和26年10．月分について実施，但し石炭鉱業は

同年9月分）

　　　労働省労働統計調査部　　　　　　　　　　　　　　14p

（内容）

　調査要綱　　　　　　　　　　　　　　　　　規模分類番号表

　実施にあたっての全般的な注意　　　　　　　付．　調査票一式

　調査員の職務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職業別抽出率表

　都道府県番号表
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昭和26年職業別賃金調査に用いる職業名解説表

（昭和26年10月分につ、・て実施，但し石炭鉱i業については同年9月分）

　　　労働省労働統計調査部　　　　　　　　　　　50P

賃金構造基本統計調査　製表関係資料　昭和45年

　　　労働省労働統計調査部製表課　　　　　　　　　　1冊

電子計算機による集計・製表の手続について各統計表毎について説明。

業務用内部資料。

雇用勤向調査

雇用動向調査手引　昭和46年

　　　労働省労働統計調査部　　　　　　　　　　　28P

（内容）

　調査の概要（調査要綱）

　調査の実施

　付，様式（通知書，実施状況報告，事業所名簿）

　　　　質疑応答集

　従来の労働異動調査を拡大改正，昭和59年分より実施。

雇用動向調査統計調査員必携　昭和46年

　　　労働省労働統計調査部

（内容）

　調査のあらまし

　調査員としての心がまえ

　統計調査員の業務

　実地調査

　調査票の記入

　調査票等の整理と提出

　付．　調査票一式

31P

給与構成調査

昭和26年給与構成調査　調査担当者必携

　　　労働省労働統計調査部

（内容）

　調査要綱

　調査実施の手続とその処理要領

　調査票記入上の注意事項

57P

一 47一



　附．　調査票〔様式〕

　　　　昭和25年給与構成調査に用いた給与分類基準

　付．調査票（原寸）

　本調査は，昭和25年に第1回の調査を実施，昭和40年度廃止。41年よりは賃金制度，労働

　時間制度調査と合体して「賃金労働時間制度総合調査」として実施さる。

　　　　　　　　　　　　　　　企業福祉施設言閤査

企業福祉施設調査　記入の手引　昭和59年10月

　　　労働省労働統計調査部　　　　　28P
（内容）

　一般的注意

　各欄の記入の手引

　福祉施設関係調査は昭和24年，52年にも行われ本回は第5回，昭和40年度以降は「労働

　費用調査」として実施。

　調査票および記入心得または手引は結果報告書に附載されている。

　　　　　　　　　　　　　職種別民間給与実態調査

1954年の職種別民聞給与実態調査のサンプリング技術とそれに関連した諸問題

　　　人事院事務総局給一与局　　　　　昭和29．12　　27P　（調査参考資料　泥5）
（内容）

　1．サンプリング以前の問題

　2．標本の抽出

　5　推定値とその分散

　4．改良されたサンプリング設計

　当調査の拡大改正以後第2回調査に関するもの。

　第1回　1955年分についてもサンプリング技術についての資料刊行あり。

　　　　　　　　　　　　　労働省労働基準局調査

賃金不払事件，貯蓄金返還不能事件及び工賃不払事件処理状況報告　　〔昭和46年分〕

　　　労働省労働基準局　　　　　　　1枚

労労働基準行政に伴う統計調査の一部として実施。「定例報告様式　監301」の様式。
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労働省職業安定局調査

職業安定行政手引

　　　労働省職業安定局　　　　　原本加除式

昭和き8年まで使用の職業安定行政業務統計の作成要領および様式書。

職業安定行政定例業務報告作成要領，同様式集　昭和39～46年度

　　労働省職業安定局　　　　　昭和39．9～46．4

（昭和46年度　内容）

　1．報告の種類，様式番号及び名称

　2．報告の様式

　5　報告作成一提出の手順

　4　報告提出期日

　5．報告作成・提出上の注意

　6　各報告における注意

　Z　用語の定義

　8．沖縄法相当給付に係る定例業務報告作成要領

　参考　定例業務報告に関連ある事業所等からの報告の様式等

　　　　”　　　〃　における主なる質疑応答集

　上記内容は年度によって多少変更あり。

　本様式による定例報告は「労働市場年報」および「職業安定業務月報」に掲載される。

職業分類表　昭和40年改訂

　　　労働省職業安定局　　　　　昭和40，2　　228P

　職業安定業務報告用に作成された従来の昭和28年制定分類表を日本標準職業分類に準拠し

　て改訂。

　　　　　　　　　　　　　労働省職業訓練局調査

職業訓練行政定例業務統計報告様式集　昭和45年4月

　　　労働省職業訓練局　　　　　　　　　　　　　　　15P

　職業訓練所入所状況，実施状況等。本様式による業務統計報告は「認定職業訓練実施状況報
　告書」に掲載される。

技能労働力需給状況纐査要領　昭和40～46年度

　　　労働省職業訓練局　　　　　昭和40．2～46．2

　本調査は昭和53年より実施。
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　　　　　　　　　　5国富・国民所得・産業連関表

　　　　　　　　　　　　　　　　　国　富　調　査

戦前戦後に於ける国富統計

　　　国勢院第1部　　　　大正り0．12　　71P
（内容）

　国富推計の方法一班
　我国国富推計の方法及其の説明

　第1回推計。

　大正2年及び大正8年について客観的方法により推計。

国富統計調査二関スル往復文書写

　　　国勢院　　　　　　　大正10　　59P
（内容）

　国際聯盟より8大工業国決定問題の参考資料として日本の国富統計を要求。大正2年国富統計

　を提出する件につき国勢院と外務省，在仏大使等との間にかわされた往復文書を転載。

大正15年に於ける国富推計

　　　内閣統計局　　　　　昭和5．6　　62，4P
（内容）

　官公，私有別国富

　大正15年及戦前戦後の国富比較

　推言坊法

　第2回推計。第1回の方法を踏襲。

国富調査要綱　昭和5年

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　5P

（内容）

　調査の範囲．項目及方法

国富調査推計方法

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　42P
（内容）

　各項目別価額推計法

　調査票甲・乙

　調査世帯の配当・選定標準

第5回推龍
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国富及国民所得調査要綱　昭和10年

　　　内閣統計局　　　　　　4，125P
（内容）

　国富調査要綱，国民所得調査要綱

　　調査の範囲，項目及方法

　附，国富及国民所得推計方法

　　　　国富推計方法

　　　　国民所得推計方法

　　　　　調査票甲・乙

　　　　　調査世帯．工場

　結果表は戦後昭和23年10月総理府統計局より「昭和10年における我国富及び国民所得額」

　として発表。

国富及国民所得調査票（標本的実地調査用）記入方質疑解答　昭和10年

　　　内閣統計局　　　　　15P
（内容）

　国富調査関係

　国民所得関係

昭和30年国富調査　調査の方法について（昭和30年国富調査報告書第6巻）

　　　経済企画庁　　　　　昭和52．5　　267P
（内容）

　t　昭和50年国富調査の概要

　　t　緒論

　　　　　（調査の実施．経過）

　　2．国富としての資産

　　5　国富調査体系

　　4　国富の評価方法

　2　昭和50年国富調査関係主要資料

　　t　昭和50年国富調査の実施について

　　2．　”　　　　　　　　要綱

　　5　産業分類内容例示

　　4．有形固定資産の分類基準

　　5．　　　　　　の耐用年数

　　6　物価倍率

　　Z　定率法残価率

　戦後第1回の調査
　　　　　　　　　o
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国富調査要綱　昭和50年

　　　経済審議庁　　　　　昭和50・6　　15P
（内容）

　1．　昭和50年国富調査の実施について（閣議決定）

　2．　”　　　　国富調査要綱

　5　”　　　　国富調査のための法人資産調査要綱

昭和30年国富調査のための法人資産調査

市区町村の事務取扱について

　　　経済企画庁　　　　　　昭和30．12
（内容）

　t　通則

　2．実査前の事務

　5　準備調査

　4　実査

42P、表7

5．再評価資料の転記

6　調査票の整理点検

z　〃　　　進達

附，調査用品様式

統計調査員の仕事の進め方

　　　経済企画庁　　　　　昭和50．12
（内容）

　t　調査の概要

　2．統計調査員の仕事

　5　実査

　4．調査票の記入と整理集括の仕方

　5．申告義務者

　附．調査用品様式

54P．表6

資産再評価資料の転記の仕方

　　　経済企画庁　　　　　昭和30・12
（内容）

　t　資産再評価資料転記の目的

　2．転記を行う資産の範囲

　5　〃　　　　明細書の種類と様式

　4．転記作業の進め方

　5　明細書の転記の仕方

　6　調査票の整理の仕方

　Z　進達の準備

16P，表2
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質疑応答集　1

　　　経済企画庁　　　　　　　昭和50．12　　18P
（内容）

　t　国富調査にっいて

　2．統計調査員の仕事の進め方について

　5　調査票の記入の仕方について

　4　資産再評価資料の転記にっいて

　5．市区町村の事務取扱について

　6　都道府県の事務取扱について

昭和30年国富調査のための家計財産調査提要

　　総理府統計局　　　　　昭和ろ1

（内容）

t　調査の概要

2．都道府県の事務

5　市町村の事務

4．家計財産調査員の事務

5．調査票の記入の仕方

．5　　　51P

　　　付．家計財産調査要綱

　　　　　調査市町村一壷表

　　　　　抽出単位名簿の作成要領

　　　　　調査世帯の選定要領

　　　　　提出明細書様式

昭和30年国富調査　第2次調査家計財産調査提要

　　総理府統計局　　　　　昭和31．11　　43P
（内容）

　t　調査の概要

　2．都道府県の事務

　5　調査員の事務

　4　第2次家計財産調査調査票の記入方法

　5　調査世帯の選定要領

　付．昭和30年国富調査第2次家計財産調査要綱

　　　調査区一覧表

　　　調査票提出明細書様式

昭和50年国富調査のための個人事業体等資産調査提要

　　経済企画庁　　　　　　昭和34

（内容）

t　調査の概要

2．都道府県の事務

5　市区町村の事務

4　調査員の職務

5．調査票の記入の仕方

．5 58P　　（国富調査資料　第203号）

付．都道府県別調査市区町村数

　　個人事業体等資産調査要綱
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昭和50年国富調査に用いる有形固定資産分類　符号索引表

　　　経済企画庁　　　　　昭和50．9　　551P

　　　　　　　　　　　　　有形固定資産耐用年数　資産種類別索引表

　　　同上　　　　　　　昭和51．2　　475P

　　　　　　　　　　　　　農漁業有形固定資産　分類符号及び耐用年数索引表

　　　同上　　　　　　　　昭和31．6　　99P　　（国富調査資料　206号）

　昭和55年および40年については報告書「昭和55年国富調査報告」　「昭和40年国富特別

　調査報告」中に「調査の概要」あり。

国富調査と資産再評価資料の利用

　　　経済審議庁　　　　　昭和30．6　　26P　（昭和ろ0年国富調査のための法人資産

　　　調査解説資料）

（内容）

　t　国富とは何か

　2．資産再評価とは何か

　5　国富調査と再評価資料の利用

　国富調査関係者のために業務参考資料として編纂したもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　国　　民　　所　得

大正14年に於ける国民所得

　　　内閣統計局　　　　　昭和5・12　　24，19P
（内容）

　1世帯及人口1人当り国民所得

　国民所得の増進

　国富総額と国民所得

　推計方法

　　官公所得

　　私人所得

　第4回推計。

国民所得調査要綱　昭和5年

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　5p

（内容）

　調査の範囲．項目
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国民所得推計方法　昭和5年

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　42，1P

（内容）

　各産業別純収益推計法

調査票　甲・乙

調査世帯の配当表．選定標準

　第2回推計。

昭和10年の調査推計にっいては「国富調査」の項をみよ。

日本経済と国民所得　一昭和5～27年国民所得と国民経済計算一

　　経済審議庁調査部国民所得課　　　　　昭和29．4　　592P　　学陽書房刊

附．昭和5～27年国民所得と国民経済計算の推計方法等

昭和40年基準　改訂国民所得統計（推計資料集）

　　経済企画庁　　　　　昭和45．5　　”62P
（内容）

　t国民所得の分配および要素費用表示の国民純生産

　2、国民総支出

　5　財政収支

　4．海外との取引

　5　デフレーター

　6　生産物接近法による産業別国内総生産

　参考　t　国民所得の各項目の推計方法

　　　　2．産業連関表との対比

　　　　5　貯蓄・投資のバランス

　　　　4．国民経済計算研究会

産業連関表

昭和26年総合産業連関表の試算に関する報告

　　経済企画庁調査部統計課　　　　　　昭和51．10

（内容）

　t　産業連関調査研究の概要

　　　　研究の沿革と調査研究事項

　　　　試算の基本方針と問題点

　　　　試算表の検証

　2　昭和26年綜合産業連関表の部門別試算手続

34毛p　（産業連関資料第45号）
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日本経済の産業連関分析　一産業連関総合報告書一

　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和ろ2．5　　622．78P　　東洋経済新報社刊
（内容）

後編

　　t　産業連関表はいかにして作られるか

　　2．部門別の推計方法

　　5　国民所得統計と産業連関表との相互比較

　4．産業連関分析に関する計算問題

　付．産業連関表の部門分類にっいて一作成作業過程の概要一

通産省試算昭和26年表の作成過程報告。

産業連関資料集　昭和26年　ContrcユTota18

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和31．11　　522P

昭和28年産業連関表の試算概要

　　　経済企画庁調査局統計課　　　　　昭和32．1り　　70P　　（産業連関資料14号）

（内容）

　1．部門分類およびコントロール・トータルー覧表

　2．主要参考資料一一覧表

　5　昭和26年表との概念取扱方法の相違点比較表

　4．部門別試算要領

産業連関表の解説　昭和50年

　　　経済企画庁経済研究所 昭和55．3　　16P

　　同上　　　　　　　　　　　昭和56．3　　21P
（内容）

1．　作業の機構と作業の分担

2．作業経過

5　表の性質について

4．部門の概念についての注意

5．作成した諸表および公表した諸表

6　作成した主な作業資料

上記「解説」の改訂版。

昭和50年産業連関表　一農林省分担部門物量表一

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和54．11　　44枚　　　（産業連関分析資料　茄3）
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昭和30年産業連関表における林業，製材合板および林道部門の推計方法

　　　農林省調査課　　　　　昭和37．5　　226P

昭和55年産業連関表作成作業報告

　　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和39．5

　　　合会刊

（内容）

　1．昭和35年産業連関表作成方法の概要

　2．　〃　　　　　　　　における概念と定義

　5　部門別推計方法

166，f57P　　全国統計協会連

産業連関表部門品目分類（農林省関係）　昭和55年

　　　農林省官房調査課　　　　　昭和37．11　　26P

　　　％8）

（内容）

　t　35年表部門分類の原則と50年表のそれとの主な相違点

　2．　’　　　における農林省分担部門について

　5　公表用部門分類について

　4．昭和55年部門品目分類一覧表優林省分担）

昭和55年地域聞産業連関表による日本経済の地域連関分析

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和42．3　　357P
（内容）

　第5編　昭和55年地域間産業連関表の作成方法

　　　　　作成季順および概念定義上の諸問題

　　　　　作成方法

（55年産業連関表作成資料

日本経済新聞社刊

昭和38年産業連関表作成作業報告

　　　行政管理庁統計基準局　　　　　昭和41．5　　175P
（内容）

　1，昭和38年産業連関表作成方法の概要

　2．部門別推計方法

　5　昭和58年産業連関表の概念と定義

　昭和55年延長表。

昭和40年産業連関表の解説　見方と利用の仕方

　　　行政管理庁他　　　　　昭和44．3　　123P

　付録　昭和40年表の概念と定義

　　　1．一般原則と様式

　　　2．産業部門

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一57一
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　　　5　最終需要と粗付加価値

　　　4　副産物と屑の取扱い

　　　5　概念，定義，部門分類など昭和55年表と取扱いを変えた点

　資料

　　　40年表一覧

　　　40年表様式一覧

　　　部門分類表

　　　産業部門別注意事項

昭和40年産業連関表作成のための商業マージン調査　第2部　資料編　調査漂

　　　日本リサーチ・センター　　　通商産業省調査統計部依託　　　　　　1冊

（内容）

　対象調査品目毎商業マージン換算票

　産業連関表の一環としての商業マージン・マトリツクス作成のための資料

地域間産業連関表について　一昭和40年地域間産業連関表作成結果報告一

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和45．5　　102P
（内容）

　第5部　昭和40年地域間産業連関表の作成方法

　　t　作成経過の概要

　　2．表の形式

　　5　作成方法

　　付．作成作業結果表一覧

　　　　部門分類対照表

昭和55年北海道産業連関表作成経過報告書

　　　通商産業省札幌通商産業局　　　　　昭和40．3　　254P

　昭和55年全国産業連関表に合せて従前の方式を変更。各部門毎の推計方法を各担当者が記述。

COntrOI　Totaユθ最終（第2次）作業結果表　昭和55年

　　　同上　　　　　　　　　　　　　　259P　　（N・工・O資料　茄9）

昭和40年北海道産業連関表作成経過報告書

　　　通商産業省札幌通商産業局　　　　　昭和44．8　　165P
（内容）

　t　昭和40年北海道産業連関表作成方法の概要

　2　〃　　　　　　　　　　　　部門別推計方法

　5　購入者価格表から生産者価格表への組替経過
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　　　　　　　　　　　　　6　農林水産業

　　　　　　　　　　　　　　　　　総　　　　記

明治2年以降農林省統計関係法規輯覧

　　農林省統計課　　　　　　昭和7．5　　880P
（内容）

　明治2年「府県及預所アル藷藩ヲシテ平均租税額並諸費用物産等ヲ録上セシム」より大正15

　年「農商務統計様式第1乃至第6改正」まで主として法令全書．官報等より採録。年代順配列。

農林水産統計調査法規・要綱の総目録および索引。

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和55．5　　147P　　（編輯資料編の29）

　編輯資料1～28集に収録の法規・要綱の分類索引

農林水産統計調査史解説事項目録（各論の部）

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和54．8　　194P　　（編輯資料　番外）

　「調査史」の各論の解説を執筆する際の参考資料として，編輯資料1集以降収録の法規・要綱

　類を項目別（自次順）に再整理．分類した目録。

農林水産統計関係法規名目録

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和52．8　　58P　　（編輯資料　編の4）

　編輯資料1集，2集に採録の法規および今後収録予定の法規の目録。

明治2年以降農林省統計関係法規輯覧

　　　農林省統計調査部　　　　昭和52．4　654P　　儂林水産統計調査史編輯資
　　　料　編の1）

　昭和7年5月農林省大臣官房統計課で刊行の同名図書の覆刻版。

農林省統計関係法規輯覧

　　　農林省統計調査部

　　自大正14年至昭和20年　　（編輯資料　編の2）　　　昭和52．7　　532P

　　自明治19年至昭和40年　（　〃　　　　5）　　　昭和52．8　　259P

農林水産統計調査関係法規輯覧

　　　農林省統計調査部

　昭和20年8月以前　　　　　（編輯資料編の5）　　　昭和55．5　　952P
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昭和20年8月～昭和30年5月　　（編輯資料　編の6） 昭和55． 789P

〔補遺〕

農林水産統計調査関係法規要綱輯覧

　〔補遣〕

（　　”

（　〃

25）

24）

昭和54．2　1404P

昭和54．12 830P

農林水産統計調査関係法令集

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和59．10　　211P
（内容）

　t　組織法関係

　2．統計法及び統計報告調整法関係

　5　統計調査規則関係

　　　　農業統計調査規則（昭和54．7改正）

　　　　繭糸調査規則（昭和55．12改正）

　　　　海面漁業漁獲統計調査規則（昭和55．40改正）

　　　　製材統計調査規則（昭和58．2改正）

　　　　米生産費調査規則（昭和35．11改正）

　　　　昭和58年果樹基本統計調査規則（昭和57．9）

　　　　漁業センサス規則（昭和58．6）

　　　　農業センサス規則（昭和39．7）

　4．参考　（廃止または実効性を喪失した調査規則等）

　　　　　　「農林水産業調査規則」から「昭和55年を調査年とする農林業センサスについての

　　　　　農林業センサス規則の特例に関する省令」まで。

昭和24年1農林省設置法」以降の分を輯録
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

都道府県における農林水産統計調査法規輯覧

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和32．11 114P （編輯資料　編の7）

全都道府県で昭和52年5月末現在施行中の「農林水産統計調査規則」または農林業関係調査

要綱を収録。

農作物統計調査関係法規集　自明治5年至昭和19年

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和50・5　　410P

明治2年の物産録上から昭和21年「農林水産業調査事項復活二関スル件」まで農作物関係調査

に係わる通達．訓令．省令の他要綱も含む。
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農林水産統計調査用語集　（用語の定義と解説）

　　農林省統計調査部

（内容）

t　農業　　2．農産物流通

ス　指数　　　8．統計調査法

昭和44、10　　277P

5　農業経済　　4．林業　　5．

9　その他

農林統計協会刊

水産業　　6　数理

統計調査部で統計書の公表に用いる用語のうち利用者が利用上必要と思われる用語を収録。

農林統計改正要旨

　　　近藤康男 昭禾日6．5　　1951151！4P　　日本評論社刊

著者は農林省統計課長として昭和15年の農林水産莱調査の改正にたずさわった人。

本文は報告や関係者への説明および改正の要点につき記述，附録として昭和15年「農林水産

業調査規則」　「農林水産業基本調査要綱」　「農作物（米ヲ除ク）収穫調査要綱」　「養蚕調査要

綱」　「漁業調査要綱」　「農林水産業調査規則第七条第三項ノ報告」付「資源調査法」　「同調査

令」を収める。

明 治 期

農事通信手続

　　　編者不詳 1冊　　写本

明治16年8月制定の農商務省「改正農事通信手続」か明治10年または15年内務省勧農局

の「農事通信規則」に係わるものか判明せず。

太政官の罫紙使用。

現行様式　農商工通信事項原書

　　　農商務省書記局筑5課 明治18．4　　1冊

明治16年り2月制定「農商務通信規則」の諸表様式．事項につき明治18年4月制定の「当

分の内」の暫定様式。

農事．商務，工業の部よりなり，各項（表）の凡例・表式を収む。

農商務統計様式

　　　茨城県 明治27．6　　46P C茨城県訓令甲第1U号別冊）

明治27年3月制定「農商務統計様式」　（農商務通信事項の改正）の様式表。

農部，水産部のみ。
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農商務統計様式質疑録

　　　編者不詳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10丁
（内容）

　1，「農商務統計様式改正要旨」

　　　（農，商，工，水産各部の圭要改正点を解説）

　2．農部，水産部の各表についての質疑解答

　農商務省編集か府県における編集かは不明。

物産調査凡例

　　　内務省 明治7　　24丁

明治7年の物産調査様式書。

明治7年従来の大蔵省による物産調査を内務省に移管すると共に様式を改正。

農事畜産臨時調査様式

　　　農商務省 205丁

巻頭「調査書式」　〔タイトルは題箋による〕

「明治21年農事調査」の県別調査様式書。朱書きの訂正・補注あり。

〔宮城県〕農事調査日誌

　　宮城県農事調査委員会 明治25。1　　9丁

明治2‘年農事調査の県段階での調査手続記録。

農事調査要領

　　　編者不詳 46丁

「明治21年農事調査」の郡別調査様式書。

表紙に「農商務省農務局明治22年」の書入れあり。

郡是町村是調査実践録

　　　永松茂州　　　　明治54．1　　1冊

筆者は浮羽郡，八女郡両郡における調査担当者。両調査における実例を示す。

町村是調査標準

　　　全国農事会 明治34．　9　　　1つ1P

明治52年第7回全国農事大会は明治56年大阪市で開催の第5回内国勧業博覧会に町村是を

聯合出品することを決議この町村是調査の標準方式を示す。様式は石川県安原村々是調査を

参考として掲げる。
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郡市町村発展策　一郡市町村是調査標準一

　　　藤井雅太　　　　明治4ろ．2　　496P

　筆者は兵庫県揖保郡々長として「兵庫県揖保郡是拉町村是」を編輯。この経験を基に郡町村是

　の調査標準様式を示す。

　4編は総論として調査の方針・期間・方法・材料の審査・表への記入及び統計の算法，2編は

　各論として項目毎の表様式、備考を示す。

町村是調査指針

　　　森　恒太郎　　　　　明治44．5　　298P　　丁末出版
（内容）

　t　総論

　　　　町村是の解釈，三要素，調査の必要

　2　調査の準備

　　　　目的物の選定，小票，調査委員，時と場所の決定

　5　統計の審査

　　　　母調査，　個人提出，問尋調査，推定調査

　4．計算

　5．統計表

　　　　表の式別，編纂，作製の必要

　6　沿革調査

　Z　将来の仮定

　初版は明治42年11月刊

町村是調査示要　　（大正元年九月島根県第三回統計講習会二於テ）

　　　横山雅男　　　　　92P

　「町村是調査」　（内務省時代）の説明。

　記述中参考として「第二回東京府職業別戸口調」　（明治45年）の様式及び「千葉県農業生産

　調査手続」　（明治45年）あり。

　　　　　　　　　　　　　　　　農業センサス

農業調査計画要綱

　　　内閣統計局　　　　　昭和5．7　　f5P
（内容）

　調査の時期範囲　　　　　　　　　　　　　　　生産調査

　調査機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経営調査

　耕地調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家畜調査

　1950年世界農業センサスーFAO提案一　の一一環として，FAO標準様式に準拠して．始め

　ての農業全国一斉調査を実施。但し調査は耕地の調査のみで中絶。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－65一



農業調査従事員必携

　　　内閣統計局　　　　　　　〔昭和5〕　　52P

（内容）

　趣旨

　調査員の特に注意すべき事項

　調査の説明

　関係法規

　　統計資料実地調査二関スル法律

　　農業調査会，同規則，同細則

1950年の世界的農業センサス　ー国際農業協会提案一

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　58P

　第8回国際農業協会総会に於て決定せられたる標準様式案。

1930年世界農莱センサス標準様式　一万国農業協会提案一

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　　25P

　1928年第9回総会に於て決定のもの。

万国農事協会提案

1940年施行世界農業実地調査標準様式

　　　農林省農務局　　　　　　　　　　　　　フ8P

（内容）

　1．　センサス標準様式試案拉其ノ使用二関スル説明

　2．19五〇年度世界農業センサスニ関スル農業統計委員準備会議録

　5　世界農業センサス調査票二関スル標準様式試案

　付，経済統計二関スル国際協定ヨリノ抜奉

　　　第13回万国農事協会総会ノ採択セル決議

農林省統計調査要綱輯覧　農業センサス農業動態調査の部

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和32．11　　915P　　（編輯資料の11）

　昭和21年農家人ロセンサス、昭和22年以降30年までの農業センサスおよび昭和26～

　28年の農業動態調査関係の要綱類。

国際連合食糧農業機関　　1950年世界農林業センサス要綱案

　　　農林省統計調査局統計課　　　　　1947．1　　4gp
（内容）

　t　本センサスの目的．範囲および方法

　2　注釈または定義

　　A．保有者および土地保有関係
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　　B．土地利用

　　c．農場人口

　　D．農場労働

　　E．作物

　　F．林産物

1960年世界農林業センサス要綱

　　農林省　　　　　昭和54．フ　　gp
（内容）

　1．総則

　2．調査の準備

　5　農業事業体調査

　4　林業　〃　〃

　5　農業集落調査

　6　林業地域調査

　Z　公表．保存および調査票の使用

　附，調査票一式

1960年世界農林業センサス
準備調査の手引（1）　（内地用）

　　　農林省　　　　　昭和54．7　　59p
（内容）

　1．農業集落および調査区修正の手引

　2．市町村分割地図作成の手引

　5　照査表作成の準備作業の手引

G．水産物

H．家畜および家禽

工．畜産物

」．農業技術

K．排水，灌慨および氾濫

準備調査の手引②　照査表の作成

　　　同上　　　　　昭和34．7　　45P
（内容）

　t　調査員に対する指導要領

　2．農業事業体用照査表の作成について

　5　林業　　〃　　　　（乙）の作成について

　4．照査表の審査と整理

農業集落修正にっいて

　　　同上　　　　　昭和34，7　　9P
（内容）

　t　農業集落を設定する目的

　2．　〃　　　の意味

・－ 65一



　5　農業集落決定の経過

　4　”　　　　　　　修正の指導

　5，報告

　別冊「農業集落および調査区修正の手引」あり。

農業集落調査の手引　附．審査要領

　　　同上　　　　　昭和ろ4・11　　41P
（内容）

　t　調査の目的

　2．調査の期日と範囲

　5　調査の方法

　4．調査項目の説明

　附，審査要領

　　　　　　　　　（北海道用）

　　　同上　　　　　昭和54．11　　28P

農家調査の手引　附，農家以外の農業事業体

　　　同上　　　　　　昭和34・11　　66P
（内容）

　1．　調査票の説明にはいるまえに

　2．農家調査票の説明

　乙　〃　　　　の受付，審査，符号など

　4．農家以外の農業事業体調査

農家調査のしおり

　　　同上　　　　　　　　　　　　　　　16P
（内容）

　調査票の注意書以外に必要な記入の約束事項にっいて

林業調査の手引

　　　『司上　　　　　　　　　　日召弄05　4．　1　1　　　　45P

（内容）

　1．調査票の説明に入るまえに

　2．林業調査票工とエ［の区別
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5．調査票工の説明

4．　’　　　皿　　〃

5．調査が終って

6　整理

審査要領

調査票と照査表の照合

林業調査のしおり

　　　同上　　　　　　　　　　　　　　　　8P

（内容）

　調査票の注意書き以外で必要な記入の約束事項について。

林業調査票の抽出集計にっいて

　　　同上 4P

集計の手引

　　　同上　　　　　　昭和55．2　　15P
（内容）

　t　結果表の概要

　2．　”　　作成業務の概要

　5　市町村における集計作業態勢について

　4．臨時集計員の指導の仕方

　5．集計作業管理について

　6　結果表作成以外の諸業務

農業集落調査結果とりまとめ要領

　　　同上　　　　　　昭和35．2　　14P
（内容）

　t　農業集落調査結果のとりまとめの構想

　2　市町村結果表などの作成にっいて

　3．農業集落調査結果報告書の作成について

　4．調査票．結果表などの保管場所と期限

農業集落調査集落別結果一覧表

　　　同上 1冊
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1960年世界農林業センサス
農業集落調査集落別結果一覧表　　北海道

　　　同上　　　　　　　　　　　　1冊

農業集落調査市町村別結果表

　　　同上 53P
北海道

同上 35P

同上

奄美大島における附帯調査

　　　　45P

農家調査結果表　　東

　一この結果表の形式一

　　　同上 64P

西

同上 64P

林業結果表　　（り　林家の部

　　　同上 23P

　　　②　林家以外の林業事業体の部

同上　　　　　　　　　　　　　　　2フP

一 （3）判定Aの部

同上 22P

1965年中間農業センサス要綱　　（付　1965年農業センサス統計調査員設置要領）

　　農林省　　　　　昭和59．8　　15P
（内容）

　t　総則

　2．調査の準備

　5　農家調査

4．農業集落概況調査

　5　大規模農家調査および団体経営体調査

　6　結果の公表および関係書類の保存

　1965年農業センサス統計調査員設置要領

付．調査用紙一式
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り965年中間農業センサス

準備調査の手引

　　　農林省　　　　　昭和59．6　　21P
（内容）

　1．　旧市区町村の意味とその取扱について

　2．調査区及び農業集落の設定

　5．市町村分割地図の作成

　4　照査表の作成

　5．農家名簿の作成

農家調査の手引

　　　同上

（内容）

　
〃
　
〃
　
〃
　
〃

t
2
5
4
5
付

（都府県用）　付．農家名簿の作成のしかた

　昭和59．10　　58P

調査票のしくみ

の記入のしかた

の整理のしかた

の審査のしかた

の整理欄記入のしかた

農家名簿の作成のしかた

農家調査の手引

　　　同上

（北海道）　　付．農家名簿の作成のしかた

　昭和59．10　　58P

質疑応答集　　付．農家調査手引正誤表

　　　同上　　　　　　昭和39．11 12P

企業的経営体調査の手引（案）

　　　同上　　　　　昭和40．2
（内容）

　t　調査の目的

　2．調査の種類

　5　調査の対象

　4．調査組織

　5．調査の時点および時期

　6　調査票の種類

　Z　調査の実施

75P

8
．

9

10．

11．

調査の約束および定義

結果のとりまとめ

結果の報告

公表
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1970年世界農林業センサス

農業集落調査の手引　　付．審査要領

　　　農林省　　　　　昭和44．10　　77P
（内容）

　t　調査の目的と対象

　2．調査の期日と範囲

　5　調査方法

　4　調査項目の説明

　付，審査要領

　別表　農業集落の領域の呼び名

　　　　昭和40年国勢調査人口集中地区一覧表

農業集落調査の手引　　（北海道用）　付．審査要領

　　　同上　　　　　　昭和44．10　　51P

農業事業体調査，林業事業体調査　　実査の手引

　　　同上　　　　　　昭和44．10　　72P
（内容）

　t　作業の体系

　2．農家調査，林家調査

　5　林家以外の林業事業体調査

　4　農家以外の農業事莱体調査

　5　調査員指導会の開催要領

　　付・実査関係書類の報告または送付部数，期日一覧表

付．調査票一式

農業事業体調査，林業事業体調査　集計の手引

　　　同上　　　　　昭和45．2　　52P
（内容）

　t　集計の概要

　2．農家調査．林家調査全数集計

　5　農家以外の農業事業体調査の集計

　4．林家以外の林業事業体調査の集計

　5．東日本の経営耕地面積5アール以上10アール未満の世帯に関する集計

　6　結果表等の報告または送付と諸資料の保存

　Z　結果の公表
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農家調査結果表

林家調査結果表

農家以外の農業事業体調査結果表

林家以外の林業事業体調査結果表

林家以外の林業事業体調査結果表新旧市区町村別一覧表

農業集落別一覧表　一農家調査一

農家調査　　事後調査要綱

　　同上　　　　　　昭和45．6 5P

　　　　　事後調査の手引

　　同上　　　　　　昭和45．6
（内容）

t　事後調査の概要

2．準備作業

5　実査

4．審査

5．整理欄の記入

　付，事後調査対象数一覧表様式

20P

農　　業　　動　　態

昭和30年度農家動態調査の記入上の注意

　　農林省　　　　　　昭和51
（内容）

t　全般について

2．農家名簿について

5　農家動態調査票について

農家動態調査表　昭和50年度

．1 　7P

5表，表紙

農林漁家就業動向調査要綱

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和33．5　　9P
（内容）

　t　農林漁家就業動向調査要綱

　2．　　”　　　　　　集落数事務所別一覧表

　5　　　〃　　　　　　　の事務手続

　昭和55年度調査分より施行のもの。
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農林漁家就業動向調査

調査票および集計表の作成要領

　　　〕農林省統計調査部　　　　　昭和53・8　　27P
（内容）

　t　調査票の作成要領

　2．産業分類一覧表

　5　集計表の作成要領

　別，機械集計のため集計表に用いる分類とその符号番号

　付・集計表一式

農家就業動向調査手引　昭和41年

　　　農林省　　　　　昭和40．10　　40p
（内容）

　1．調査の目的と作成する統計

　2．調査の概要

　5　調査準備

　4．実査，集計

　5　公表

　6　異動票（カード類）および集計表の様式など

　　　　　　　　　　　　　　　　畜産センサス

緊急畜産センサス　農家調査手引　昭和53年2月1日調査

　　　農林省　　　　　昭和55　　54P
（内容）

　1，　緊急畜産センサスの目的　　　　　　　　　5，農家調査のし方

　2．　〃　　　　　　　　体系　　　　　　　　　　6　〃　　　票の記入のし方

　5　農家調査の必要な理由　　　　　　　　　　Z　票頭

　4．　〃　　　票の構成　　　　　　　　　　　　　〔各調査項目の説明〕

　　　　　　　　　　　　　　　　農　　地　　移　　動

農地移動実態調査　調査の手引　昭和42年度

　　　農林省農地局管理部農地課　　　　　昭和42．7　　26P
（内容）

　調査の目的

　農地移動実態調査のしくみ

　実査

　集，推計

　報告その他
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　　　　　　　　　　　　　　　　農作物生産調査

農林省統計調査要綱輯覧　農作物の部　（2）

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和52．10　　582P　　　（編輯資料ノ10）

　戦後磯計調査局設置）以降昭和52年現在

　農作物の作況，被害．気象感応および作況試験，土地改良増加生産量の各調査につき，調査毎

　に調査開始当時，主要改正時ならびに現行の要綱．手引，様式，通牒等を収録。

農林省統計調査要綱輯覧　茶の部

　　　農林省統計調査部　　　　　　昭和55．2　　364P　　　（編輯資料ノ45）

　戦後（統計調査局設置以降）の生産量，作況，被害調査の要綱類を収録。

収録方法は「農作物の部」に同じ。

農林省統計調査要綱輯覧　養蚕の部

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和52．12　　1079P　　（編輯資料ノ12）

　戦後（統計調査局設置以降）の収繭量，被害，増減収量，桑試験の各調査の要綱類を収録。

　収録方法は「農作物の部」と同じ。

収量調査の方法　　一三重県栄村における基礎調査をめぐって一

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和25．6　　48P　　農林統計協会刊

　　　（統計調査資料　24集）

（内容）

　t　調査村の概況　　　　　　　　　　　　　5．検見の効果とその役割り

　2．調査の方針と計画　　　　　　　　　　　6　平年地力との相関

　5　調査結果，村の反収推定　　　　　　　　Z　分析，標本数その他

　4．事前割当と坪刈結果

　収量の調査方法を確立するための試験調査。

昭和22年産米収穫高調査に使用せる標本調査について

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和25．7　　52P　　農林統計協会刊

　　　（統計調査局資料　2輯）
（内容）

　t　昭和22年産米作付面積実測調査の基礎とせる標本調査理論の説明（畑村又好）

　　参考　昭和22年産米作付面積実測調査要綱

　　　　　平板測量実施要領

　2．坪刈田畑選定要綱にっいて（久我通武）

　　参考　坪刈田畑選定要綱

　　　　　昭和22年産米及び甘藷収穫高調査要綱（抜粋）

　　　　　任意標本数列表
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園芸・工芸作物収穫量調査実施要領　昭和45年産

　　　農林省統言十調i査音5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24P

（内容）

　t　総則

　2．調査の種類，対象作物および調査範囲

　5　生産予想調査対象作物の区分，調査時期および報告期日

　4．調査方法

　5．生産予想調査

　6　収穫量調査

果樹暫定減収推定尺度　昭和42年

　　　農林省統計調査部　　　　　　　　　　　　　92P

　果樹被害調査において減収推定の基準とする。

　被害別，果樹別

⇒｝　　　　一　　　　一昭和44年

　　　同上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　154P

　　　　　　　　　　　　　　　　農家経済調査

農家経済調査報告　　一調査方法の変遷と累年成績一

　　　稲葉泰三　　　　　　昭和28．1　　206P　　農業総合研究刊行会刊
（内容）

　第1部　調査方法の変遷　　　　　　　　　　　2．大正13～昭和5の調査

　　t　斉藤技師の調査　　　　　　　　　　　　5　昭和6～16の調査

　　2．帝国農会の調査　　　　　　　　　　　4　昭和17～25の調査

　　5　農林省の調査　　　　　　　　　　　　　5．昭和24の調査

　　　t　大正10～12の調査　　　　　　　調査方法比較表

農林省統計調査要綱輯覧　農家経済調査の部　其の1，2

　　　農林省統計調査部

　其の1　（編輯資料ノ20）　　　昭和55．7　　872P

　　初期（斉藤万吉調査）より昭和24年改正等まで。

　　解説付。

　其の2　（編輯資料ノ21）　　　昭和53．7　　1054P

　　昭和26年改正より52年改正（現行）まで．

　　解説付。
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家計費聴取調査簿

　　　京都帝国大学農学部　　　　　刊年月不詳　　1冊

　京大式家計簿と称せられているもの。

農業経営聴取調査簿

　　　京都帝国大学農学部 刊年月不詳　 1冊

農家経営経済調査集計説明

　　　帝国農会　　　　　昭和17．7　　5516P
（内容）

　集計準備，集計簿．集計カード，検査要項，費科目分類表

戦前の農家経済調査は調査実施を帝国農会に依託。　「農業経営経済調査補助金交付規定」に

より各府県農会において調査。

農家経済調査解説　　（改訂版）

　　　〕農林省統計調査部　　　　　昭和28．10　　188P

　24年度の大改正にっxいて27年度4部改正。　　24年刊行の「解説」の改訂版として編纂

　27年現行の調査の方法　一調査対象，事項，様式，集計手続，質疑一　について記述。

農家経済調査解説　第1分冊

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和57．12　　255P

　36年6月の農業基本法に基づき農家経済調査は新しい構想の下に拡充改正となり，この機会に

　系統的に再整理した解説書を刊行。

　第1分冊は月別とりまとめを中心に解説。　年計については第2分冊として刊行の予定（未刊）

　附，昭和54年度　農家経済調査農家広狭別　価値年計表

　　　　t　概要表　　2．静態計算表　　5　動態計算表　　4　租税公課諸負担表および労

　　　　働日数表

（現行調査要綱．様式）

農家経済調査　年計とりまとめ要領　昭和45年度

　　　農林省統計調査部

　　　　　　　調査原簿

　　　　　　　経営土地実査表

　　　　　　　〔組替集計用〕結果表一式

　　　　　　　野帳
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農家経済調査　日計簿の記帳方法と月別とりまとめ要領

　　　　　　　日計簿

　　　　　　　〃　　〔集計用〕結果表

　　　　　　　科目分類表

　　　　　　　月次集計品目コード表

農林省統計調査要綱輯覧　農産物生産費調査の部　其の1．2

　　　農林省統計調査部

　其の1　（編輯資料ノ27）　　　昭和55・2　　717P

　　昭和24年以降の農産物共通，米および麦生産費調査関係資料を収録。

其の2　　（編輯資料ノ28）　　　昭和35．4　　1018P

昭和24年以降の米および麦以外農産物，繭，牛乳生産費調査資料ならびに農業団体による

生産費調査，専売公社の葉たばこ生産費にっいての資料を収める。

帝国農会米生産費調査集成　大正11年～昭和25年

　　　石橋幸雄　　　　　昭和ろ6．2　　284P　　農業総合研究所刊

（内容）

　t　解説

　　1．農産物生産費調査の沿革

　　2．帝国農会，米生産費調査の経過

　　乙　米生産費の費目分類とその変遷

　　4．米生産費のための調査事項と各費目の計算方法

　　5．帝国農会，米生産費調査の背景と特徴

　付，t　全国農事会の明治55年の「稲田経済調査」

　　　2．農商務省の大正4年，同7年の「米生産費調査」

農林省調査　米穀及び麦類の生産費調査

　　　食糧庁　　　　　昭和25．9　　672P
（内容）

　1．生産費調査の沿革

　2．　”　　　　方法，調査事項及び集計方法

農産物生産費調査の沿革　　一米生産費調査を中心として一

　　農林省統計調査局　　　　　昭和25

（内容）

t　農産物生産費調査の沿革

．10　　46P　　農林統計協会刊

一 76一



　2．米生産費調査方法の変遷

　附，米生産費調査に於ける帝国農会と農林省の取扱上の差異。

　元帝国農会調i査部長石橋幸雄氏に執筆委嘱、

米生産費資料調査様式

　　農林省農務局　　　　　　　　　　　　　　8枚

（内容）

　1～10表様式・備考

　本様式は帝国農会の大正11～14年調査に係わる米生産費資料調査の様式に多少の修正を入

　れたもの。

　昭和4年以降農林省調査の参考資料として編纂。

農林省農産物生産費調査解説

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和54．7　　254P
（内容）

　t　生産費調査の沿革

　2．調査方式の改正概要

　5　生産費調査の一般的説明

　4．　”　　　　の方法

　5．原単位量調査

　6　労働，畜力．動力等の時間調査

　Z　調査成績の発表

　附表　t　作物別，事務所別調査戸数配分表

　　　　2．費目内容の例示表

　　　　　　作物別作業分類表

　　　　5　調査様式

　附録　生産費質疑応答集

　　　　農産物生産費に関する参考文献

　　　　審査要領

　「生産費調査解説」　（昭和25年）の改訂版。

　戦後の農林省の生産費調査は昭和23年より開始。

牛乳生産費調査解説

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和51．5　　77P
（内容）

　調査方法

　調査上の主な約束

　生産費計算の具体的方法

　飼養標準および栄養計算の方法

　昭和26年より農産物生産費調査の一環として実施。昭和50年度分より改正。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－77一



畜産物生産費調査解説

　　　農林省統計調査部経済調査課　　　　　昭和56．5　　188P

副書名：

　牛乳生産費調査

　和牛く子牛・育成牛・肥育牛）生産費調査

　豚（子豚・肥育豚）生産費調査

　鶏卵生産費調査

　付　自給飼料費用価計算，育雛費計算

（内容）

　調査上の主な約束

　調査の方法

　生産物

　総生産費（生産費計算式の分子）

　自給飼料費用価計算の具体的方法ならびに自給飼料費用価計算簿の取扱い

　報告諸表の作成について

　参考資料

　畜産物生産調査は農産物生産費調査の一環であるが．牛乳は昭和26年より．牛および豚は

　34年より，鶏卵は55年より実施されている。

農林畜産業用固定資産評価標準　昭和52年度～昭和45年度

　　　農林省統計調査部　　　　　　昭和52，｛0～45。7

　　　欠号：昭和54年度

　農林省の行う農家経済調査，農産物生産費調査等の農業経営に関する統計調査に使用。

　　　　　　　　　　　　　　　　農産物流通調査

食鳥流通統計調査実施要領

　　　農林省統計調査部　　　　　　　　　　　　　12P
（内容）

　t　総説

　2　食鳥産地出荷統計調査

　5．食鳥処理場調査

　4．食鳥市場調査

　　　市況調査，荷さばき調査，卸売価格調査，小売価格調査

　「農産物流通統計調査」の一環として昭和40年度より実施）
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　　　　　　　　　　　　　　　　林　　　　　　業

農林省統計調査要綱輯覧　林業の部

　　農林省統計調査部　　　　　　昭和33．4　　886P　　（編輯資料ノ18）

戦後の森林経営，林業表式，製材統計，非製材過程部門，木炭生産統計，製材工場経営調査の

　要綱類。

　附として戦前山林局調査の経済調査を収める。

製材統計調査要綱　昭和30年度　　（指定統計69号）

　　　農林省統計調査部　　　　　　　　　　　　　　19P
（内容）

　調査要綱

　附．製材統計調査規則

　昭和28年より指定統計69号として実施。

　　　　　　　　　　　　　　　　水　　産　　業

農林省統計調査要綱輯覧　水産の部　其のL2，5

　　　農林省統計調査部

　其の1　（編輯資料ノ14）　　　昭和55．2　　855P
　　戦後の漁業センサス，漁業動態調査関係の要綱類

　其の2　（編輯資料ノ15）　　　昭和55・2　　10ろ5P

　　戦後の海面漁業漁穫高，重要漁業別漁穫高調査関係要綱

　其の5　（編輯資料ノ16）　　　昭和55．2　　955P

　　浅海養殖，内水面漁業，加工水産物，漁家経済，水産物市場価格，漁業用石油製品調査関係

　　要綱類

漁業センサス規則および第5次漁業センサス要綱　（付）第ろ次漁業センサス統計調査員設置

要領

　　　農林省　　　　　　　　　　　　昭和38．6　　18P

　（内容）

　t漁業センサス規則

　2．第3次漁業センサス要綱

　　総則．調査の準備，海面漁業基本調査，指定内水面漁業調査，漁業地区調査．結果の公表お

　　よび関係書類の保存

　5　第5次漁業センサス統計調査員設置要領

　付・調査用品一式

　昭和24年第1次センサス実施，以後5年毎調査。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－79一



第5次漁業センサス

海面漁業基本調査の手引　昭和38年68月4日調査

　　　農林省　　　　　　　　　　　　62P
（内容）

　t　調査票の説明に入るまえに

　2．調査票の説明

　5　調査票の審査．指標欄などの記入

　付．調査客体名簿

　　　漁業分類

　　　大臣許可漁業分類

　　　漁種分類

調査区設定および調査客体名簿作成の手引

　　　同上　　　　　　　　　　　　16P　表8枚
（内容）

　1．調査準備の概要

　2．照査表を作成するための準備

　5　照査表の作成

　4．漁業経営体名簿の作成

　5　票計表の作成

　6　本調査のための準備

　　　調査票一式

第5次漁業センサス説明資料　概要．集計事項

　　　同上　　　　　　　　　　　　　　　15枚

（内容）

　1，概要

　2．調査体系

　5　集計事項

海面漁業漁獲統計調査要綱（浅海養殖業を含む）

　　　農林省農林経済局統計調査部　　　　　昭和52　　80P　附表1枚
（内容）

　t　総則　　　　　　　　　　　　　　4．取まとめ報告

　2．着業統数（浅海養殖業経営体数）調査　　5．公表および関係書類の保存

　5　漁獲努力量および生産量調査　　　　　　付・定義集．作成要領，報告要領，分類指標
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　難

　昭和ろ2年↑月以降実施の分。

本調査は昭和26年より実施　27年指定統計となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－80一



底曳網漁業漁獲統計の機械集計について

　　　水産庁北海道漁業調整事務所他　　　　　　1966．2　　20P
（内容）

　1．機械集計導入の目的　　　　　　　　　　　在　漁獲報告の点検と修正

　2．機械集計の内容　　　　　　　　　　　　　Z　印刷と配布

　5　原票記載上の問題点　　　　　　　　　　附表　t　根拠地と漁場のコード表

　4．パンチカードとコード　　　　　　　　　　　　2　漁船コード表（昭和40年）

　5．機械集計のあらまし　　　　　　　　　　付．パンチカード様式，漁区番号図

水産庁の漁場別漁獲統計は1961～64年分より発表。　農林省統計調査部の「海面漁業漁

獲統計調査」とは別方式の調査。

漁家経済調査年計表作成の手引　昭和26年度

　　　農林省　　　　　　　　　　　　　92P
（内容）

　t　年計表とその内容

　2　年計表の作成手続

　5　共同経営漁家の取扱

　4．その他

　　　（年計表作成漁家，集計系統他）

　本調査は昭和24年水産庁において実施．．26年以降農林省統計調査部の所管となる。後「漁

　業企業体経営調査」と一体となり「漁業経済調査（漁家の部）」として実施。

水産業用固定資産評価基準　昭和42年度

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和42　　39P
（内容）

　1．漁業経済調査における固定資産の範囲

　2．固定資産の評価および減価償却方法の規定

　5　昭和42年度水産業用固定資産評価基準

　付，水産業用固定資産以外の固定資産の取扱い

　　　農林漁業用固定資産評価審議会令

　漁業経済調査における算定の基準とする。　調査は昭和26年より実施。

　　　　　　　　　　　　　　　　生　　産　　指　　数

昭和7至11年を基準とした農林水産業生産指数の試算

　　農林省統計調査部　　　　　昭和26．4　　18枚
（内容）

　t　従来行われている生産指数とその基準年次について

　2．昭和7～11年を基準年次とした生産指数について
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　5　算出上の問題点

　4．指数の結果

　5．算出方法

　附，農業生産指数　（エー．シー．シヤロン述）

農林水産業生産指数　1956

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和5仁5　　29P　　農林統計協会刊　　（統計分

　　　析資料　4号）

（内容）

　t　農業生産指数

　　　（指数の作成方法，旧指数との接続。以下同じ）

　2．林業生産指数

　5　水産業生産指数

　4．農林水産業総合生産指数

　附．FAOの農業生産指数

　　　利用者のために

　第5次指数系列。従前の昭和8～10年平均指数を昭和25～27年基準年次に改訂。後昭和
　ろ9年に基準年次を55年とする新指数に変更，廃止された。

農業生産指数改訂の概要

　　　農林省農林経済局統計調査部　　　　　昭和42．7　　16P
（内容）

　1．改訂の主旨

　2．主要な改訂点

　5　新旧指数の比較

　4．新指数の作成方法

　5．旧指数との接続方法

　6　各指数の公表予定

　従来の昭和35年基準を40年基準に改訂。

　昭和42年6月刊同書名の資料で第5項のないものあり。

水産業生産指数改訂の概要

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和42．り0　　12P
（内容）

　t　改訂の主旨

　2　主要な改訂点

　5　新旧指数の比較

　4．新指数の作成方法

　5　旧指数の接続方法

　従前の昭和35年基準を40年基準に改訂。
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地方の部他

農林水産業調査事務打合会事項書

　　　三重県総務部統計課　　　　　昭和16．5　　61P
（内容）

　1，知事訓尿

　2．農林水産業調査二関スル件

　　調査区ノ設定二関スル件

　5　農林水産業調査指導員二関スル件

　4　資源調査，農林水産業調査員指定内申二関スル件

　5　農林水産業基本調査二関スル件

　6農林水産業調査方法研究答申二関スル件

　Z　農林水産業調査事務ノ監査二関スル件

　8　調査員ノ指導訓練二関スル件

　9　報告期限励行二関スル件

1a　調査趣旨ノ徹底二関スル件

り1．　調査経費二関スル件

12．結果報告用紙等

45　秘密保持

14．農林水産業調査資料ノ利用

15．田畑所有調査

16　「農林統計改正要旨申込ノ件」

1Z　諸用紙共同印刷ノ件

　参考　農林水産業調査改正新旧比較概要

　別・調査区設定認可申請：書二添付スヘキ略図

　　　農林水産業調査方法研究

　　　夏期・冬期調査票一式

新潟県稲作総合調査結：果表　昭和37年2月1日調査

　　新潟県
（内容）

経営耕地広狭別，経営組織別

　　　　　　　　　　50枚

無階層一各項目集計表　様式。

農村実地調査の仕方　附．農家戸別調査票

　　　協調会農村課　　　　　昭和8．1　　30P （農村計画叢書　2輯）

協調会調査農村実地調査の調査票様式を収める。

本文は主として井泉村における調査の経験を基に調査の計画，仕方，注意事項を口述したもの。
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7　鉱 工 業

総 記

統計関係法規集

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和52．7
（内容）

　t　統計法

　2．統計報告調整法

　3．商業統計調査規則（昭和51．5改正）

　4．商業動態統計調査規則（昭和51．5改正）

　5．百貨店販売統計調査規則（昭和28．6改正）

6
7
a
9
α
t
2
5
4
5
6

　
　
　
　
魂
1
　
4
　
1
　
1
　
1
　
1
　
4
●

286P

工業統計調査規則（昭和5t10改正）

通商産業省生産動態統計調査規則（昭和ろ2．7改正）

繊維流通統計調査規則（昭和30・6）

非鉄金属等需給動態統計調査規則（昭和29・12改正）

石油製品需給動態統計調査規則（昭和29．4改正）

石炭等需給動態統計調査規則（昭和28．12改正）

埋蔵鉱量統計調査規則（昭和34・5改正）

貿易業態統計調査規則（昭和50．9改正）

ガス事業生産動態統計調査規則（昭和51ご12改正）

電気に関する定期報告規則（昭和30．7改正）

労働生産性統計調査規則（昭和51．1）

上記各規則附属施行要領，告示等を収める。

資源庁所管　指定統計解説

　　　資源庁長官官房統計課　　　　　昭和25．5
（内容）

　t　通商産業省生産動態統計調査の解説

　2．石炭等需給動態統計調査の解説

　5　関係法規集

258P

各調査票の解説
　　　　　　　o

工業センサス

工業統計調査　昭和42年

　　　通商産業省調査統計部

調査票一式（原寸）
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工業統計はいかにして集計されるか

　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和54．5　　64P
（内容）

　t　どんな機械を使っているか

　2．工業調査票の審査。符号はどのように行われるか

　5　「機械集計」から「工業統計表」の編集まで

　4　パンチ作業

　5　準備作業

　6　第1次集計作業

　Z　第2次集計作業

　8．第2次集計から最終製表へ

　9　最終製表

りα集計の日程と計画

製造業・製造品および加工品分類表　　（昭和30年工業統計調査用）

　　　通商産業省調査統計部工業統計課　　　　　昭和51．2 171P

昭和ろ2年5月改訂日本標準産業分類の改訂版に基く産業分類．改訂日本標準商品分類に基く

商品分類にょり作成。

同上 昭和52．

　　（昭和51年工業統計調査用）

1　　　194P

ほ父50年調査用に準ず。

工業統計調査用産業分類

　　　通商産業省調査統計部工業統計課 昭和40．11 441P

昭和32年5月改訂の日本標準産業分類および昭和50年5月改訂の日本標準商品分類を参考

として工業統計用に組替え。

同上 昭和43．5 155P

産業分類は昭和42年5月改訂の日本標準産業分類，商品分類は昭和59年8月改訂を参考。

組替え。

生産動態統計

生産動態統計10年のあゆみ

　　　通商産業省調査統計部

（内容）

昭和55．8 406P
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第2編　鉱工業動態統計調査法規の改正経過と現状

　t　鉱工業動態統計調査法規の展望

　　　法令

　2，生産動態統計調査法規の推移

　5　需給動態統計調査法規の推移

第5編　統計解析の発展

　t　指数作成のあゆみ

　2．産業連関表の作成と分析

付録　ソーダ工業薬品月報　様式

昭和25年　商工省生産動態統計調査規則公布。

繊維統計調査提要　　（都道府県分）

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和ろ4．1

（内容）

　t　繊維生産動態統計調査

　　t　調査の概要

　　2．記載要領

　2．繊維流通統計調査

　　1．調査の概要

　　2．記載要領

　附録

　　t　通商産業省生産動態統計調査規則

　　2．通商産業省生産動態統計調査規則施行要領

　　i5　繊維流通統計調査規則

　　4．繊維流通統計調査規則施行要領

66P

昭和54年現行。

続　繊維統計調査提要　　住要通達集．質疑応答集）

　　通商産業省調査統計部

（内容）

1，主要通達集

　1．抽出調査

　2．金額表示

　5　設備

　4．速報

昭和34．10　　44P

　　　　　5．その他

　　　　2　質疑応答集

　　　　　t　一般事項

　　　　　2　調査票別事項

先に1月に刊行したものの続編として調査毎について詳細な指示，解答を集録。．
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軽工業関係統計調査実施要領

　　　通商産業省調査統計部軽工業統計調査室　　　　　昭和39．1　　110P
（内容）

　1～4．統計法他統計基本法

　5　通商産業省生産動態統計調査規則（昭和ろ7．12改正）

　6　”　　　　　　　　　　　　　施行要領

　z　調査実施要領

　a　共通的記載指導事項

　9　軽工業製品の生産能力算定基準

1α　調査票別記載指導事項

　　t　アンモニアおよびアンモニア誘導品月報～56．革需給月報

1t　都道府県別対象事業所数

42．軽工業統計調査室組織表

15　β　　　　　　　刊行物一覧表

生産動態統計中軽工業関係については先に昭和57年7月「化学工業関係調査票記載要領細則」

および「雑貨関係統計調査実施要領」の作成主り，今回は2回目。指定統計分の他承認統計に係

わる調査の分も収録している。

労働生産性調査

鉄製錬業労働生産性調査の手引

　　　労働省労働統計調査部労働経済課

（内容）

　t　一般問題

　2　用語の説明

　乙　記入要領

　4　その他

　　　対象期日，調査の期間．提出期日，調査票

54P　3枚

今日の労働生産性統計調査の当初のもの。昭和27年t1月指定統計55号として鉄製錬業に

ついて実施。28年2月には綿紡を追加，以降セメント，硫安等順次追加されて現在全19業

種について識査。

生　　産　　指　　数

昭和10年基準生産指数　業種別指数表および品目別ウエイト表

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和52．12　　10P　（改定生産指数資料1）

　昭和55年6月に政府発表の生産指数を一本化するに際して作成した昭和to年基準指数の資

　料。

　資料1には総合および業種別生産指数と品目別ウェイト臼万分比）を収録。
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昭和50年基準指数作成後．昭和10年基準指数を作成。昭和50年指数に接続。

改定昭和25年基準生産指数　業種別指数表および品目別ウェイト表

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和54．　　16P

　昭和50年基準指数作成後，昭和25年基準指数を修正。50年基準に接続。

指数のはなし

　　　通商産業省調査統計部

（内容）

　第2編

　　t　日銀卸売物価指数

　　2．　日銀東京ノj・売物価指数

　　5　消費者物価指数

　　4　生産指数

　　5　生産者出荷指数

　　6　生産者製品在庫指数

　　Z　販売業者　　σ

　　8．原材料指数

　　9　生産能力指数と稼動率指数

　1α　輸出入数量指数

昭和56．5 85P

上記各指数の作成方法を解説。昭和53年刊行の「指数の話」改訂版。

通産省指数については昭和30年基準のもの。沿革，旧指数との接続等について記述あり。通

産省関係の指数は従来指数種別によって28年基準のものと25年基準のものと2種類作成さ

れていたのをすべて50年基準に統一。

指数の見方・使い方　一通産指数の解説一

　　　通商産業省調査統計部　　　　　　昭和40．5

（内容）

　第2部指数の解説

　　t　付加価値ウェイト生産指数

　　2．生産額　　”　　　’

　　5　生産者出荷指数

　　4．　”　　製品在庫指数

　　5　販売業者　”　θ

　　6　原材料の消費および在庫指数

　　Z　生産能力指数と稼動率指数

　　a　商業の販売額指数と在庫額指数

　「指数のはなし」の改訂版。

　昭和55年基準　上記各指数についての解説。

75P
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生産・出荷・在庫指数の改訂について

　　　通商産業省　　　　　昭和43．1　　37P
（内容）

　改訂について

　業種分類別特殊分類別ウェイト表

　”　　　”　　　　　採用品目数表

　生産・生産者出荷・生産者製品在庫指数の個別ウェイト表

　昭和40年基準改訂版。

原材料消費・原材料在庫・生産能力・稼動率指数の改訂について

　　　通商産業省　　　　　昭和45．3　　65P
（内容）

　改訂について

　原材料消費および原材料在庫指数のウェイトおよび品目数表

　生産能力および生産能力生産指数のウェイト　　　〃

　昭和40年基準改訂版。

昭和9年～11年基準　鉱工業生産指数の作り方と其の資料

　　　経済安定本部統言榴1　　　　昭和27．5　　168P（日本経済統計資料系列5号）

（内容）

　t　解説

　　t　改訂生産指数の概要

　　2．　〃　　’　　　作成要領

　2．数表

　5　生産指数の諸問題

改訂産業活動指数とその解説　昭和9～11年基準

　　　経済審議庁調査部統計課　　　　　昭和28．”　　　126P
　（内容）

　4．改訂産業活動指数の解説

　　t　梗概

　　2．改訂指数の作成要領

　　　　　品目の選定．ウェイト算定．戦後基準指数の算定，リンク系数

　　5　改訂指数の意味

　5昭和25年ウェイト表
　6　採用品目の単位及範囲

　経企庁作成の戦前基準指数は昭和53年4月分以降通産省の戦前リンク指数の作成発表に伴

　い，一本化されて廃止。
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福井県鉱工業生産指数の改訂について　昭和40年基準

　　　福井県総務部統計課　　　　　　　　　　　　18P

（内容）

　1．鉱工業生産指数とは

　2．基準時改訂のねらい

　5　新指数作成要領

　4．図表

　5　業種別付加価値額，代表率およびウェイト

　6　採用品目別ウェイトおよび定義・範囲

第3次改訂版。30年茶準を第1次とする。

　　　　　　　　　　　　　　　　そ　　の　　他

工場適地調査年次別実施計画および対象地区の範囲

　　　通商産業省企業局立地公害部　　　　　昭和45．4　　25枚

昭和45年度工場適地調査実施要領

　　通商産業省企業局立地公害部　　　　　　　　　　　　　59枚

　「工場立地の調査等に関する法律」に基く工場立地調査簿の調査方法および調査様式。

地方開発都市に関する調査様式

　　　経済企画庁総合開発局　　　　　昭和40．7　　250P

　執務参考資料として全国総合開発計画における地方開発都市の調査に際しての調査要綱，様

式の標準を示す。
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　　　　　　　　　　　　　　8　建　　　　　設

建築動態統計調査提要

　　建設省　　　　　昭和25、4　　92P
（内容）

　t　告示

　2．建築動態統計調査の実施について

　5　’　　　　　要綱

　4．　’　　　　規則

　5　”　　　　実施要領

　6　β　　　　　調査票及び集計表記入心得

　Z　建築統計のための国営事業に係る建築物調査について

　a　関係法令及び通牒

　昭和25年3．月指定統計として発足。従来の「臨時建築制限規則（昭和24年　令第9号）」

　を整理，改正。

建築動態統計調査提要

　　　建設省　　　　　　　〔昭和38〕　　110　65P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

（内容）

　t　建築着工統計要綱

　2　建築動態統計調査規則（昭和58年12月改正）

　5　0　　　　　　　　　施行要領

　4　，　　　　　　　記入心得

　5．建築着工統計調査票の記入心得

　6　建築動態統計調査に関する解釈

　Z　関係法令及び通牒

建設工事統計調査提要

　　　建i設省計画局　　　　　昭和42．4　　122P
（内容）

　建設工事統計調査要綱

　．　　　　　　　規則

　〃　　　　　　　事務取扱要領

　　t　公共工事着工統計調査

　　2．建設工事施工統計調査

　　3．関係法令
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建設業務統計調蕊

建設省所管建設事業費等実績調査提要　昭和41年度　地万公共団捧品

　　　建設省計画局　　　　　　　　　　　30p
（内容）

　1．　「建設省所管建設事業費等昭和41年度実績調査」要綱

　2．調査票記入上の注意事項（地方公共団体用）

　別表　t　事業費の使途別区分

　　　　2．調査対象直轄河川水系

　　　　乙　事業区分

　　　　4．国庫補助事業費の補助区分および補助金

　　　　5．地方単独事業

　　　　6　突合表

　　　　Z　事業費の構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛　　　・北海道開発局および地方建設局編

　　　同上　　　　　　　　　　　　　　　27P
（内容）

　上記に同じ。但し注意事項は北海道開発局および地方建設局用。

都市住宅の現状　一昭和28年住宅統計調査結果の解説一

　　　総理府統計局　　　　　昭和29．12　　89P
（内容）

　1．　昭和28年住宅統計調査の概要

　2．推計結果の精度

　5　用語の説明

　4．従前の住宅に関する調査との比較上の注意

　附　1．　昭和28年住宅統計調査施行規則

　　　2．従前の住宅に関する調査の概要

　昭和28年第1回調査。

昭和38年住宅統計調査結果表様式

　　　総理府統計局　　　　　昭和59．1　　41枚
（内容）

　表1～57まで集計事項一覧表。
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9　運　輸，通　信

港湾調査の栞　改訂

　　　運輸省統計調査部統計第一課

（内容）

　1．　総説

　2．様式及び記載例

t
2
5
4
5
6
ス

沿革

自然状況

施設状況

荷役能力

管理状況

港湾関係事業及び団体

利用状況

日召禾059．　1　1 204P 日本港湾協会刊

5　関係法令及び通牒

　　1．統計法

　　2．　〃　　施行令

　　5　港湾調査規則

　　4．通牒

付録

　　港湾の種類，区域，船舶のトン数．船荷の単位，港湾調査関係主要用語他

昭和25年1月制定。

戦前は内務省土木局「内務報告例」により調査，明治39年を第1回とする。
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　　　　　　　　　　　　　　　　10商　　　業

国勢調査員必携　昭和14年臨時国勢調査

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　111P
（内容）

　趣旨

　調査要綱

　関係法規

　調査員の特に注意すべき事項

　事務一覧

　申告書記入心得

　指定物品内容例示

　検査手続

　　指定物品単位換算表

昭和14年臨時国勢調査に関する質疑解答

　　　内閣統計局

　第1輯　　　　昭和14．5　　　25P

　第2輯　　　昭和り4．7　　16P

（内容）

甲種調査の部

乙　　　〃

中小商業基本調査結果表様式（案）　昭和54年

　　　通商産業省調査統計部・中小企業庁　　［昭和34］　　51P

（内容）

　1～47表までの結果表様式
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11貿易　・国際収支

貿易関係統計の見方使い方　附外国為替相場の見方

　　　外国為替貿易研究会　　　　昭和32・5　　479P
（内容）

　附録

　　昭和50年度　貿易業態統計調査集計項目一覧表

　　各申告書．報告書の様式

貿易指数の算出方法の解説

　　　経済審議庁調査部調査課　　　　　　昭和28または29　　35P　　　（事務参考資料）
（内容）

　1．資料出所

　2．　資孝斗言周整

　5　算出方法

　付．ウェイト（輸出，輸入）

　調査課発表の貿易金額，単価．数量，純交易条件指数（昭和26年以降発表）にっいて。

輸出入統計品目表

　　　大蔵省主税局 昭和26．

輸出入統計品目表（附統計符号表）

　　　日本関税協会　　　　　昭和51．

4　　　165　　12P
　　　　　　8

で956年～1971年
1～46．　1

新旧関税率比較表と関税改正始末

　　東洋経済新報社
（内容）

t　関税改正始末

2．関税定率法

5　関税法条文新旧比較

4．関税定率新旧比較表

大正15年改正関税。

大正15・4

実行輸入税率　　（内国消費税対照表）

　　　大蔵省税関部　　　　　昭和29
（内容）

　t　関税定率法他関係法規

　2．輸入税表

262P

　　1954年版
・1　　73P　　日本関税協会刊
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関税率表解説　1962　最新改正版

　　　日本関税協会　　　　　昭和37．6　　446P

　関税率表の品目分類の基準3

国際収支統計の見方

　　　日本銀行為替管理局　　　　　昭和28．6　　54P
（内容）

　国際収支表の構造

　対外経済取引の種類とその内容

　国際収支表と外国為替統計との相違点

　”　　　　の分析

　事務参考資料として編纂b

標準国際貿易商品分類改訂版　一内容例示品目一

　　　国際連合　　アジァ経済研究所訳　　　　　昭和41．7　　1218P

　　　資料　 第1　03集）

　SITC1960年改訂版（S工丁0．R）のほん訳。

（研究参考
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　　　　　　　　　　　　　　　12物価・生計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　総　　　記

我国における主要物価指数の変遷

　　　日本統計研究所　　　　　昭和50．6　　145P
（内容）

　卸売物価

　　貨幣制度調査会指数

　　日銀調東京卸売物価指数

　　農商務省全国　　”

　　商工省卸売物価指数

　　ダイヤモンド社東京卸売物価指数

　　東洋経済新報社東京卸売物価指数

　　大阪朝日新閣社卸売物価指数

　　三菱経済研究所　　〃

　　東京商工会議所　　〃

　　大阪商工会議所　　〃

　　経済審議庁週間　　〃

　　日銀東京消費財闇及自由物価指数

　　日銀東京生産財　　　”

　　日銀生産財実効物価指数

　小売物価，消費者物価その他

　　日銀東京小売物価指数

　　商工省全国　　”

　　東京商工会議所小売物価指数

　　物価庁生産財非配給　’

　　物価庁消費財　〃　　・

　総理府統計局消費者物価指数

　農村物価指数

　料金指数

　上記各指数の概要（期間，地域，基準，調査方法，採用品目

　経済審議庁委託訓査「わが国物価の長期観察」の付録資料。

日本銀行物価指数の解説

　　　日本銀行統計局　　　　　昭和45．6　　185P
（内容）

　日本銀行物価指数の解説

　t　沿革

　2．昭和40年基準日本銀行卸売物価指数の解説

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一り7一

，算式等）を記述。

（統計研究資料　第15号）



　t　基本指数の概要

　2．基本分類と特殊分類

　5　部門別指数の概要

　付　戦前基準指数

5　昭和40年基準日本銀行輸出入物価指数の解説

　t　沿革

　2．昭和40年基準指数の概要

参考　諸外国の輸出入物価指数の概要

　　　輸出船舶指数の作成について

　　　本行指数以外のわが国の貿易物価指数の沿革について

　付表　輸出入物価指数品目．ウェイトー覧表

参考　生産者物価指数の作成について

卸　売　物　価

改定週間卸売物価指数の概要　昭和36年9月5日　改定版

　　　経済企画庁調査局統計課　　　　　　　　　　　　46P

個容）

　1．概要

　　改定の理由，方針，内容，算定結果

　2．現行指数との主要な相違点

　5　改定週間物価指数分類表

　4．用途分類別銘柄表

従来の昭和25年6月19日～24日基準を昭和30～52年基準に改定。

同書名で昭和56年8月25日付の資料があるが，これは「主要な相違点」が欠除している。

小　売　物　価

小売物価統計調査　改正の要点

　　　総理府統計局　　　　　昭和31．11　　7P

同上

改正点の実施について

　　　　　昭和51．11 56P

注意事項

同上 昭和51．11 7P
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　　　　　　　　改正銘柄の調査上の注意　昭和き1年11月改正

　　同上　　　　　　　　　　　　　　　　　　20P
（内容）

t　基本銘柄を改定した品目

2．　〃　　　の指定商標等の一部を府県の指定に改正した品目

乙　〃　　　の範囲を広くした品目

同上

改正についての別表集

　　　　　昭和51．り1　　1～10表

同上

改正についての様式集

　　　　　昭和31．1†　　1式　1冊

小売物価統計調査は昭和25年6月より実施。　28年5月，50年5月，5t年1月の改正

を経て，51年41月物価調査および家賃調査を全面改正。

小売物価統計調査の概要

　　　総理府統計局　　　　　昭和35．6
（内容）

　t　総説

　2．調査都市

　5　調査地区の選定と設定

　4．調査事項

　5　’　対象

　6　〃　期日

　Z　〃　品目の銘柄指定

　8．　〃　価格の原則

45P

9　調査の組織と方法

1a　家賃調査

1t　集計

12．調査結果の公表の方法および期日

15　物価指数

付，　調査品目一覧表

　　　調査票

　　　統計表

小売物価統計調査提要　昭和56年4月改訂

　　　総理府統計局　　　　　　昭和56　　88P
（内容）

　t　調査の概要　　　　　　　　　　　　　　　6

　2．都道府県の事務

　5　指導員　〃　　　　　　　　　　　　　　Z

　4．調査員　’　　　　　　　　　　　　　　8．

　5．家賃調査　　　　　　　　　　　　　　　9

　付．t　都市別基本数一覧表

　　　2．　”　　物価調査地区符号一覧表

　　　5　’　　家賃訓査（民営）地区符号一覧表

　　　4、調査票の様式および記入例

　　　5．付属書類の様式および記入例

家賃調査（民営）都市別

月一覧表

調査品目一覧表

調査要綱

調査規則

調査区別調査
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小売物価統計調査の手引

　　　総理府統計局　　　　　昭和40。1　　¶04P
（内容）

　t　調査の概要

　2．都道府県の事務

　乙　指導員の事務

　4．調査員　ρ

　5．調査票類の記入の仕方

　別表　1．　調査品目一覧表

　　　　2．調査市町村および調査市町村別基本数一覧表

　　　　5．調査市町村別物価調査地区符号一覧表

　　　　4．調査市町村別家賃　　　〃　　　　〃

　　　　5．調査票の様式

　　　　6　付属書類の様式

　参考

　　　　小売物価統計調査要綱

　　　　〃　　　　　　　規則

　昭和37年7月改正。　現行。

小売物価統計調査　調査品目の銘柄解説　改訂版

　　　総理府統計局　　　　　昭和40．4　　加除式

（内容）

　各銘柄の区分，品目，基本銘柄，単位および凡例。

設定，改正の経過説明あり。

小売物価統計調査　調査品目の銘柄および単位一覧

　　　総理府統計局　　　　　　昭和45．7　　16P

　　　　　　　　　　　　　　　　消費者物価指数

消費者物価指数（C．P．1．）とは何か　昭和25年10月

　　　総理府統計局　　　　　昭和24・1　　58P
（内容）

　1．概説

　2．消費者物価指数の内容

　5　β　　　　　　の算出方法（およびその様式）

㈹　物価水準の地域差指数について

　附録　1．指数項目一覧表

　　　　2．指数作成様式

　戦後第1回　昭和21年8月ゼ22年5月基準の指数についての解説。

　指数は22年9月分より発表。
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（改正）消費者物価指数の解説

　　　総理府統計局　　　　　昭和24．10　　8P
（内容）

　1．改正の理由

　2．基準年次

　5　品目

　4　分類

　5．算式およびウェイト

　6，価格

　第一次改言［　21年8月～22年5月基準を昭和2ろ年基準指数に改訂。

消費者物価指数の改正について

　　　総理府統計局　　　　　昭和27．8　　14P
（内容）

　1．改正の経緯

　2．指数の目的及び対象

　5　基準時

　4　品目及び調査銘柄

　5．価格

　6　分類

　ス　ウェイトおよびその算定期間

　8．算式

　9　旧指数との接続について

1α　本指数の制約

11．旧指数との比較

　第2次改訂。従前の昭和25年基準を26年基準に変更。

消費者物価指数の改正について　昭和50年基準

　　　総理府統計局　　　　　　　昭和55．1　　32P
（内容）

　t　改正について

　　（基準時および基準時価格．価格資料，ウェイト，算式，指数品目，季節品目の取扱い方，

　　　全都市平均物価指数の計算方法，新旧指数の接続，比較）

　付表都市別費目ウェイトー覧表

　　　　品目別ウェイト基準時価格一覧表

　　　　季節品目別ウェイトー覧表

　　　　費目別ウェイト，品目数，代表度の新旧対照表

　　　　新旧指数対照表

　　　　リンク係数

　第5次改訂。　昭和26年基準を30年基準に改訂。
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消費者物価指数の改正にっいて　昭和55年基準

　　　総理府統計局　　　　　昭和36．口　　　56P
（内容）

改正について

附表　費目別ウェイトー覧表都市別

　　　費目別リンク係数’〃
　　　品目別ウェイト，基準時価格一覧表（全都市．東京）

　　　季節品目の月別ウェイトー覧表（全都市．東京）

　　　費目別ウェイト，品目数．代表度の新旧対照表（全都市，東京）

第4次改訂。

消費者物価指数の改正について　昭和40年基準　解説編

　　　総理府統計局　　　　　昭和42．2　　81P
（内容）

　1．主要な改正点

　2．新旧指数の結果の比較

　5　新指数の作成方法

　4．　（参考）消費者物価指数の沿革

　付新旧指数の作成方法の比較

　　　「昭和41年以後に改訂される指数の新基準時にっいて」の諮問と統計審議会の答申

　　　新旧指数のウェイトおよび品目数の対照表

　　　’　　　の結果比較

　　　指数品目およびウェイトー覧

　　　調査市町村一覧

　　　家計調査集計項目の指数品目への分割統合

　　　季節商品の月別ウェイト

　　　品目指数から総合指数への合算一覧

第5次改訂。　現行。

戦前基準消費者物価指数にっいて

　　　総理府統計局　　　　　昭和28．2　　12P
（内容）

　戦前基準消費者物価指数について

　付t費目別リンク指数，品目数，ウェイト，代表度一覧表

　　　2．戦前戦後の品目別価格，倍率およびウェイトー覧表

　　　5　住居費について特別な考慮を払った戦前リンク指数（参考）
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戦前基準消費者物価指数とその解説

　　宮城県企画調査課　　　　昭和51．5　　50P
（内容）

　戦前基準消費者物価指数の概要

　（物価倍率の算式，品目および銘柄，価格，ウェート，利用上の注意）

　費目別物価倍率，品目数，ウェート，代表度一覧表

　戦前・戦後の品目別平均価格，倍率およびウェートー覧表

　昭和9～11年平均家計支出金額及び費目別ウェート表

　品目別ウェートー覧表

　調査品目銘柄一覧表

消　　費　水　　準

戦前基準実質家計費指数の算定

　　　労働省大臣官房労働統計調査部　　　　　昭和26．7　　65P

　　　労働統計調査部統計資料第113号）
（内容）

　t　新指数改正の目的

　2．従来の実質家計費指数における欠陥及び安本指数との相違点

　5　新指数とその改正

　4　新指数算定にあたって問題となった諸点及びその検討の内容

　5．　〃　　の限界

　6　”　　と安本新指数との比較

　Z　〃　　による生活水準の回復過程

　参考

　　1．　旧労働省指数算定経過

　　　　改正指数算定資料

　　　戦前支出金額の修正

　　　　第一次試案算定経過

　　マルティプルのみの相違が指数に及ぼす影響

　安本・労働省両者指数の比較

（労働省大臣官房

消費水準の算出方法（1）　　（戦前基準消費水準一東京）

　　　経済審議庁調査部統計課　　　　　昭和28．2　　85P
（内容）

　t　消費者物価戦前リンク指数

　2　戦前基準消費水準

　　　戦前家計調査支出項目細目表

　　　昭和9－11年平均家計支出額及費目別ウェイト

　　　戦前リンク中分類指数（東京）

（統計資料　第78号）
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　　戦前リンク指数算出表

　　消費水準算出表

参考　t　昭和27年12月小売物価統計調査報告

　　　2．戦前基準消費者物価指数にっいて

改正　戦後基準全都市消費水準指数について　一全世帯及び勤労者世帯平均一

　　　経済審議庁調査部統計課　　　　昭和30．6　　70P

附　戦後基準全国平均消費水準及び現行戦前基準消費水準の算出方法

（内容）

　t　改正経過の概要

　2．算出方法

　5　戦後基準全国平均泊費水準

　4．現行戦前基準消費水準の算出方法の概要

　　1．　戦前基準東京消費水準

　　2．　”　　　農村消費水準

　　3．　〃　　　全国平均消費水準

昭和26年基準　改定の解説。

戦後基準都市消費水準の改訂について　昭和50年基準

　　経済企画庁調査局統計課

（内容）

1．　概要

2．算出方法

5　新．旧両消費水準の比較

付．「家計調査」年譜

　　消費者物価指数の改正について

昭和55。1 219P （統計資料第152号）

戦前基準東京消費水準の改正について　附，現行各種消費水準算出法の概要

　　経済審議庁調査部　　　　　昭和28
（内容）

1．戦前基準東京消費水準の改正について

2．現行各種消費水準算出法の概要

　t　戦前基準東京消費水準

　2．戦後消費水準（28都市平均）

　5　農村　〃

昭和28年改正版。

．10　　16P　　（統計資料82号）
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　　　　　　　　　　　　　　　　農　　村　　物　　価

農村物価賃金調査必携　　昭和26年度

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和26．4　　4冊
（内容）

　t　農村物価賃金調査要綱と解説

　2．調査担当官の心得

　5　調査にあたり留意すべき事項

　4．主要通達事項

　5．物価指数について

　6　主要食糧容量換算表

　Z　メートル法　　〃

　8．調査町村一覧表

　9　調査手帳

　戦後の農村物価賃金調査は昭和23年より開始。　26年1月改正。

農村物価賃金調査の手引

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和59．11　　113P
（内容）

　1．調査の沿革

　2．　”　　概要

　5　調査にあたり留意すべき事項

　4　質疑応答集

　5．農村物価指数

　付表　1．改訂農村物価指数

　　　　2、農村物価賃金調査調査表

　昭和59年度改訂にあたっての改訂版。

昭和9至11年を基準とする戦後農村物価指数の算出（改訂版）

　　　農林省官房調査課　　　　　昭和25．9　　11P　4枚　　　（調査課資料　114号）
（内容）

　t　調査の趣旨

　2．　〃　　方法

　5　”　　結果

　昭和9－11年平均に対して戦後の農業収入品，農業経営用品，家計用品が如何なる倍率を示

　すかを計算。
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改訂　農村物価指数および地域別農産物物価指数の概要

　　　農林省統計調査部経済調査課　　　　　昭和ろ5．4　　88P
（内容）

　t　改訂農村物価指数の概要

　　　改訂の理由，基準年次，類別．品目、銘柄，カバレージ，ウェイト．算式，月次指数と年

　　　次指数，月次指数作成上の季節的農産物の取扱い基準価格

　2．地域別農産物物価指数の概要

　　　地域の区分，基準年次，類別．品目，銘柄，カバレージ，ウェイト，算式，指数計算上の

　　　約束

　従来の昭和26年4月一27年5月華準を52年4月一一55年5月べ一スに改訂。

農村物価指数の改訂について

　　　農林省統計調査部

（内容）

t
2
ろ

昭禾039◆　4

農村物価指数の改訂について

改訂農村物価指数

参考

新指数採用品目一覧表

農産物販売金額による品目別順位

年次別，類別取引金額およびウェイトの推移

55P

従前の昭和52年度基準を59年4月より55年度基準に改訂。

農村物価指数の改訂について　昭和40年基準

　　農林省農林経済局統計調査部

（内容）

t　物価指数の基準時の改訂について

2．価格調査の問題点とその改正

5　農村物価指数の改訂について

昭和45．12 61P

昭和55年度基準を改訂。　現行。

農村消費水準

農村消費水準指数の改定にっいて　昭和40年度基準

　　　農林省統計調査部　　　　　昭和44．4　　47P
（内容）

　t　改定の概要

　2．昨成の”

　　1．農村消費支出金額名目指数の作成方法

　　2．農村消費者物価指数の作成方法
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　5
　4．

　5．

資料

　1．

　2．

　5．

　4．

　5，

農村消費水準の作成方法

新旧指数の接続方法

移動年計指数の作成方法

農村消費内容の費目別変化（基準年次別）

〃　　　水準指数の費目別分類

世帯人員（×）に対する家計消費支出金額（Y）の回帰直線

農村消費者物価指数の新旧類別指数の採用品目数，ウェイト．カバレツジ

農村消費者物価指数の指数採用品目，銘柄，基準次価格，ウェイト

基準年次の変更にっいては第1回26年度，第2回52年度，第5回55年度改訂，今回は

第4回。

全国および農区別農村消費水準指数

　　　農林省統計調査部調整課　　　　　昭和54．9　　74P　　（統計分析資料　54号）
（内容）

　t　農村消費水準指数（全国）の概要

　　1．　作成の経緯

　　2．　”　　要領

　　5　32年4月以降の消費水準忙っいて

　2．農区別農村消費水準指数および農村消費水準地域差指数の概要

　　t　農区別農村消費水準指数

　　2．農村消費水準地域差指数

　品目分類，価格，ウェイト表（全国，農区別）

昭和54年次現行，昭和26年度基準の全国農村消費水準指数および27年度基準の農区別指

数。地域差指数についての解説
　　　　　　　　　　　　　　o

「農村消費水準指数」　（統計分析資料5号，昭和51．7＞と「昭和27～51年度農区別農

村消費水準指数および昭和27年度農村消費水準地域差指数」　（統計分析資料26号，昭和

54．2）の集成改版。

全国農村消費水準指数　昭和52年度基準

　　　農林省農林経済局統計調査部調整課　　　　　昭和56．8　　68P　　（統計分析

　　　資料50号）

（内容）

　t　全国農村消費水準指数の概要

　　t　作成の要領

　　　　農家家計消費支出金額指数の作成，農村消費者物価指数の作成，農村消費水準指数の

　　　　作成

　　2，新旧指数の接続

　付，戦前基準農村消費水準指数について
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附表　1．物価指数の品目分類，銘柄，基準時価格，ウェイト表

　　　2．季節品目のウェイト

昭和26年度基準の指数は32年の農家経済調査の方法変更によって31年と52年の間に断

層を生じたふめ32年度以降年度指数は中止。これを補正するため52年度基準で新しく年度

指数を作成，26年度基準年度指数との接続を企る。

家　計　調査　（戦前）

家計調査参考資料

　　　内務省社会局　　　　　　大正15．5　　”8P
（内容）

　t　欧米二於ケル家計調査

　2．我国　　　〃

　　　「大正5年高野博士ノ調査～大正11年農商務省ノ鉱夫生計調査の要項」

　5　家計簿様式

　　　農商務省鉱山局使用，同工務局使用

　　　協調会使用，内務省元社会局使用，

　　大阪市，名古屋市，東京府社会課使用

　4．雑

　　　ケツト計算法，エンゲルノ分類，バウヱルノ分類

　　　1919年瑞西聯邦統計局ノ家計調査分類表

　5．中央統計委員会二諮問シタル家計調査要綱

第1回家計調査（大正12～14年度実施予定）は関東震災その他の事由により中止されたが

他日のための資料として社会局で内外の事例につき輯録。

家計調査報告　大正15年9月～昭和2年8月　第り巻　記述の部

　　　内閣統計局　　　　　昭和8．5　　246P
（内容）

　調査の要綱，経過

　調査に用ひたる家計簿様式

　調査の結果表章に用ひたる収入分類及支出分類

第1期　家計調査。労働統計実地調査および失業統計調査につづいて国民生活の実相を把握す

る目的で実施。

給料生活者，労働者，農家より選窺

家計調査提要　〔昭和12年〕

　　　内閣統計局

（内容）

趣旨

55P
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家計調査員の特に注意すべき事項

説明

附　家計簿記入の栞　　関係法規

第2期　　家言十調査　　（日召弄06～1　5年）

米穀統制法により，米の最高価格を決定するための資料として実施。

地域指定。給料生活者，労働者世帯より選定。毎年9月4日より翌8月末を対象。

家計簿記入の梁　〔昭和8年用〕

　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　10P

（内容）

　趣旨，記入者の心得，注意，表紙の記入方，世帯表の記入方，収入の記入方．支出の記入方，

　収入支出の検算，覚書の記入方，前月よりの繰越の記入方，翌月への繰越の記入方，欄外の

　記入方他

家計調査要綱及関係法規　〔昭和16年用〕

　　　内閣統計局　　　　　昭和16．8　　56P
（内容）

　調査要綱　給料生活者，労働者，農家，商家，未婚者，栄養調査

　関係法規

　昭和16年10月1日／17年9月末期間。

　第3期　昭和16～19年。
　　昭和16年改正拡大。　従来の給料生活者，労働者の他に農家，商家，未婚者を含む。

　　毎年40月1日より翌亭月末を対象。

　　但し結果表は給料生活者．労働者の分のり部についてのみ発表あり。

家計調査要綱及関係法規　昭和18年用

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　　　　　52P

（内容）

　調査要綱　給料生活者，労働老，農家，商家，未婚者

　関係法規

　昭和17年10月1日／18年9月末期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o

　結果表なし。

家計簿記入の栞　〔昭和47年用〕

　　　内閣統計局

　未婚者　　　昭和17．2　　17P
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家計簿記入の栞　昭和18年調査用

　　　内閣統計局

　農　家　　　　　　　　　　　　　　72P

　商　家　　　　　　　　　　　　　　104P

　給料生活者世帯及労働者世帯　　　　　44P

　未婚者　　　　　　　　　　　　　　27P

　　　　　　一　昭和19年調査用

　　　同上

　農　家　　　　　　　　　　　　　　　75P

　商　家　　　　　　　　　　　　　108P

　給料生活者世帯及労働者世帯　　　　　47P

家計簿

　　　内閣統計局

　農　家

　商　家（主人用）

　〃　　　（　〃　）別冊　　売掛元帳

　〃　　（主婦用）

　給料生活者世帯．労働者世帯

　未婚者

家計調査結果表様式

　　　内閣統計局

　給料生活者ノ部　　　　　　1～28表

　労働者　　”　　　　　　　1～25’

　農　家　　〃　　　　　　　1～21”

　商家　”　　　1～25〃

家計調査収支費目分類内容例示

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　74p

　昭和6年9月より施行の家計調査結果表章に用ふべきもの。

家計調査質疑解答集　昭和14年

　　　内閣統計局　　　　　　　　　　17P
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家計簿記入方質疑解答　昭和18年調査用

　　　内閣統計局　　　　　　　　　55P

家計調査応募申込書

　　内閣統計局

　農　家

　商家

　給料生活者，労働老

　未婚者

〔家計調査二関スル各府県宛通牒綴〕

　　内閣統計局　　　　昭和17．4　　16綴　　1冊
（内容）

家計調査指定市町村ノ報告期限二関スル件

家計調査員等ノ任免手続方蚊二調査徴章ノ取扱方二関スル件

　〃　　　　，家計調査指導員及生活指導員ノ選任　　”

　〃　　　　樟秤ノ使用二関スル件

　〃　簿記入指導方二関スル件

　β　　　　者二対スル挨拶状二関スル件

栄養調査二関スル件

応召二因ル家計簿記入者二対スル挨拶状二関スル件

悼秤二依ル秤量方指導二関スル件

家計簿記入者ノ記入中止二関スル件

商家家計簿（主人用）矧冊売掛元帳二関スル件

家計調査二関スル指示事項（追加）

生計費指数資料実地調査提要

　　　内閣統計局

（内容）

　趣旨

　説明

　関係法規

　生計費指遂の算定方

〔昭和12〕　　55P

生計費指数作成のため，昭和12年7月以降毎月実凪昭和20年6月まで継続。

昭和27年8月「消費老物価指数調査」に交替。
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　　　　　　　　　　　　　　家計調査（戦後）

家計調査総合報告書　昭和24－57年

　　　総理府統計局　　　　　昭和59．5　　550P
（内容）

　t　家計調査の概要

　　　沿革，調査世帯の選定方法，調査方法と分類基準，調査票様式，都市の層別一覧表

　2．関連調査の概要

　　1．臨時家計調査　　2．特別家計調査　　5　単身世帯家計調査　　4．一般世帯の収入

　　調査　　5．特別消費者価格調査　　6　勤労者世帯収入調査　　Z　戦前の家計調査

　　8．全国消費実態調査　　9　貯蓄動向調査

　付家計調査分類表

　　　収支項目分類表，職業分類表，産業分類表

消費者価格調査　　（C．P．　S・）とは何か

　　　総理府統計局　　　　　昭和25．8　　88P　　日本評論社刊
（内容）

　1．調査の目的

　2．調査世帯抽出の方法

　5　調査の方法

　4．結果表

　附録　t　消費者価格調査票記入注意（現金支出記入票と現金支出日計表の記入の仕方）

　　　　2．消費者価格調査に関する連合国軍総司令部指令

　　　　5．　「日本の都市に於ける消費者価格調査のための人口標本の選定」に関する連合国軍

　　　　　　総司令部草案

　戦後家計調査の第1期。　昭和21年7月開始分の解説。

消費者価格調査提要　昭和26年5月改訂

　　　総理府統計局　　　　　　　　　　　　　　99p

（内容）

　t　概要

　2．都道府県の事務

　5　指導員の職務

　4．調査員　〃

　5．世帯票の記入の仕方

　6　調査票　　〃　　　働労者世帯用）

　付，都市別基本数一覧表

　　　調査票様式

　　　世帯票”

　　　単位区内居住世帯名簿様式
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　　　提出明細書様式

　　　現金収支審査カード様式

　　　記入世帯交代予定表〃

　　　調査員担当地区別報告様式

　　　身分証明書様式

　　　六大費目分類表

　　　収入支出項目分類準則および内容例示

　表紙には26年5月と明記されているが内容は25年9月改正についてのもの。

　25年6月総司令部の覚書に基づいてこれまで併行して実施されてきた「勤労者世帯収入調査ヨ

　を吸収，9月より「消費実態調査」として発足。

家計調査提要（毎月調査都市用）　昭和29年6月

　　　総理府統計局　　　　　　　　　　　　61P

（内容）

　t　概要

　2．都道府県の事務

　5　指導員の職務

　4．調査員　〃

　5．世帯票の記載要領

　付・調査要綱

　　　〃　規則

　　　郡市男嵯i本数一覧表

　　　提出明細書様式

　　　単位区勤労（一般）世帯名簿様式

　28年4月分類方法を品目より用途に変更　4月調査要綱および規則改正，名称を「家計調査」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o
　とする。

　毎月調査の分28都市を「毎月調査都市」これに含まれない県庁所在地25都市を「臨時調査

　都市」に指定。

家計調査　収支項目分類表　昭和53年1月改正

　　　総理府統計局　　　　　昭和3る・5　　25P

家計調査提要（毎月調査都市用）　昭和55年12月

　　　総理府統計局　　　　　昭和55　　59P
（内容）

　1．概要

　2．都道府県の事務

　5　指導員の職務

　4．調査員　〃
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　5　調査世帯の抽出事務手続

　付．都市別基本数一覧表

　　　5世帯を抽出すべき特定単位区一覧表

　　　提出明細書様式

　　　単位区勤労（一般）世帯名簿様式

　　　調査要綱（昭和52．6．8改訂）

　　　調査規則

家計調査　収支項目表　昭和56年10月改正

　　　総理府統計局　　　　　　　　　　　30p

家計調査実施要領

　　　総理府統計局　　　　　昭和57．7　　58P
（内容）

　t　概要

　2．都道府県の事務

　5　指導員　　〃

　付．　t　家計簿の内容審査の要領とその処理

　　　　2．調査用品類の受領（配付）と提出

　　　　5　調査票の統計局への提出期限

　　　　4．産業分類

　　　　5．職業〃

　　　　6　都道府県別基本数一覧

　付．　家計調査要綱

　　　　家計調査規則

　昭和57年7月拡大改正に際しての資料。

・　　　　　調査の手引

　　　同上　　　　　　　　昭和57．7　　58P
（内容）

　1．概要

　2．調査員の仕事

　5　世帯票および準備調査世帯票の書き方

　4．家計簿の書き方

　5　設例

別表　家計簿の内容審査の要領とその処理

　　　調査用品類の受領（配付）と提出

　　　産業分類表

　　　職業　”

付．調査票様式　　単位区世帯名簿様式
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　　　　参考　記入依頼のために

　　　同上　　　　　　　　昭和57．7　　り5P
（内容）

　t　単位区の区域確認と単位区世帯名簿の作成

　2．調査予定世帯への接近から記入承諾まで

家計調査拡大改正について

　　　総理府統計局　　　　　昭和39．1　　37P
（内容）

　1，家計調査の沿革

　2．拡大改正の目的

　5　標本世帯の選定方法

　4　調査方法

　5．集計方法

　6　結果表

　Z　拡大改正の経過措置

　付，　t　市町村の層別一覧表

　　　　　　調査市町村一覧

　今回改正の解説。

家計調査収支項目分類表　昭和40年1月改正

　　　総理府統計局　　　　　　　　　　　　　　50p

　　　　　　　　　　　　　　郵政職員生計調査

郵政職員生計調査提要　昭和40年度

　　　郵政省人事局　　　　　　　昭和さ9．10　　54P
（内容）

　郵政職員生計調査実施要綱　　　　　　　　飲食物の数量の記入について

　生計表記入心碍　　　　　　　　　　　　　　　記入例

　　費目分類の編成要旨

　本調査は昭和12年9月より18年12月まで実施。戦後21年4月復活，現在に至る。

　戦前の分の報告書の公表状況は判明せず。

　　　　　　　　　　　　　　　全国消費実態調査

全国消費実態調査要綱（案）　昭和54年

　　　総理府統計局　　　　　昭和34．4　　3枚
（内容）

　t　調査の目的

　2．β　　時期
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　5　調査の範囲

　4．　〃　　事項

　5．　〃　　方法

　6．　〃　　機関

　7　集計事項および集計方法他

　昭和34年第1回調査。　以後5年毎実施。

標本設計の概要（案）

　　　総理府統計局　　　　　昭和34．4　　4枚

　家計簿傑）　　　　　　　　　　　　　　　　28P

　世帯表

　準世帯表

　支出票の書き方

　主要耐久消費財調査票

　調査結果表一覧

　結果表様式　　　　　　　　　　　　　　　　1冊

全国消費実態調査　　標本設計の概要（案）

　　　総理府統計局　　　　　昭和34．2　　4枚　　　（部内資料）

全国消費実態調査報告　昭和34年　解説編

　　　総理府統計局　　　　　昭和36．5　　598P　　日本統計協会刊
（内容）

　付録　調査の概要

　　　　調査票

　　　　収支項目分類表（総括表）

　　　　職莱分類表

　　　　産業分類表

　　　　都道府県別調査市町村数．調査世帯数および集計世帯数

　　　　調査規則

全国消費実態調査　調査地区一覧表　昭和39年

　　　総理府統計局　　　　　昭和39．6　　1冊

　北海道～鹿児島まで府県別順位配列。

　第2回調査の資料。
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全国消費実態調査　収支項目分類表　昭和ろ9年

　　　総理府統計局　　　　　昭和59．40　　55P

全国消費実態調査報告　昭和59年　第8巻　解説編

　　　総理府統計局　　　　　昭和41，5　　485P
（内容）

　調査の概要

　　t　収支表（用途分類第f－4巻用）

　　2．収支項目分類表

　　3．主要耐久消費財の訟査範囲と内容

　　4　職業分類表

　　5．産業　”

　　6　調査市町村の分布

　　7　大都市圏に含まれる訓査市町村

　　8．都道府県別調査市町村数，調査世帯数．集計世帯数および調整集計世帯数

　　9　調査布町村別調査世帯数および集計世帯数

　10．調査規則（昭和59年6月改正）

全国消費実態調査報告　昭和44年要約編

　　　総理府統計局　　　　　昭和46．3

付．　t

　　　2．

　　　3．

　　　4．

　　　5．

　　　6．

　　　ス

　　　8．

　　　9

　　10．

　　41．

　　42．

　　15．

525P
収支表

収支項目分類表

教養娯楽関係費および教育関係費分類項目一覧表

帰属家賃推計のための基礎資料

耐久消費財指標算出用ウェイト

5分位階級の計算方法にっいて

職業分類表

産業　〃

調査市町村の分布

大都市圏に含まれる市町村

都道府県別調査市区町村数および世帯数一覧

調査市区町村別調査世帯数および集計世帯数

調査規則（昭和44年5月改正）
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　　　　　　　　　　　　　　　　13企業・経営

　　　　　　　　　　　　　　　　　事業所統計調査

事i業所統計調査員心得　昭和22年

　　　総理庁統計局　　　　　　30P

（内容）

　調査の範囲

　調査単位のきめ方

　調査の場所．事項

　申告義務者

　調査上の注意

　調査員の職務

　附．事業所統計調査要綱

　　　〃　　　　　　規則及同施行心得

　臨時国勢調査と同時に実施。従前の年次勤労統計に交替。第1回調査。

昭和2ろ年事業所統計調査

事業所賃金調査　個人別賃金調査　調査員心得

　　　総理庁統計局　　　　　　　　　　　　49　10P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
（内容）

　t　事業所賃金調査，調査員心得

　　　　調査の概要，調査員の職務

　　　　昭和25年事業所統計調査要綱

　　　　調査票及び記入の仕方

　　　　関係法規

　2．個人別賃金調査調査員心得

　　　　調査員の心得

　　　　個人別賃金調査要綱

　　　　調査票及び記入の仕方

　　　　事業所における調査従業者の抽出方法

　5　昭和25年事業所統計調査に用いる産業分類表及び適用準則

　第2回事業所統計調査として小規模で実施された賃金．労働時間についての調査。及びこれに付

帯調査として行われた第1回の個人別賃金調査（賃金センサスの第1回となる）の資料。

わが国事業所の現状　一昭和52年事業所統計調査の解説一

　　総理府統計局　　　　　昭和54

（内容）

第5部　事業所統計調査の方法

　t　調査の内容について

．5　　　545P
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　　2．集計と結果の利用について

　　5　乙調査について

　付　調査票
　　6
　　　結果報告の内容一覧

　　　事業所統計調査の年次別調査概要の比較

　　　昭和26年および29年と52年事業所統計調査産業分類項目のおもな比較

　　　市区町村要計カードおよび調査区カード様式

　第2回25年より3年毎実施。第5回に相当する。

昭和29年事業所㍍計調査に用いる日本標準産業分類（抄）

　　　総理府統計局　　　　　昭和29．7　　101P

　昭和26年調査の産業分類表の改訂版。

昭和52年事業所統計調査に用いる産業分類　分類項目名．説明および内容例示

　　　総理府統計局　　　　　昭和32．6　　150P

昭和55年事業所統計調査に用いる産業分類　分類項目名，説明および内容例示

付．産業分類適用例

　　　総理府統計局　　　　　昭和55．4　　159，31P

昭和58年事業所統計調査調査区関係資料付，各種事業所数階級別市区町村数

　　　総理府統計局　　　　　昭和40．10　　139P
（内容）

　t　調査区の概要

　2．利用の手続き

　5　調査区の特性

　付表

昭和58年事菜所統計調査　特定産業の事業所一覧

　　　総理府統計局　　　　　　　　　　　　　　265P

　38年調査における事業所の事業の種類を格付するための参考資料。

昭和41年事業所統計調査に用いる産業分類　分類項目名，説明および内容例示

付　産業分類適用例

　　　総理府統計局　　　　　　昭和41・4　　144150P
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昭和44年事業所統計調査調査区関係資料

　　総理府統計局　　　　　昭和46．3　　2冊
（内容）

　第1分冊　　　　　　　　　　　　　　　　　　参考　事業所名簿および会社名簿

　t　調査区の概要　　　　　　　　　　　　　付　様式

　2．　〃　　関係資料　　　　　　　　　　　　　　付表

　第2分冊

　　調査区特性カード

　　　都道府県別集計．都道府県別市部計集計

　　付調査区特性カードの産業分類一覧

　　　　　〃　　　　　　　の「調査区特性カード」欄の調査区特性の分類基準一覧表

中小企業総合基本調査

中小企業総合基本調査報告書　一昭和52年12月51日現在調一　総括編

　　　通商産業省調査統計部・中小企業庁　　　　　昭和34．5　　280P
（内容）

　調査の目的，根拠，時期および期間，範囲，標本抽出の概要，調査事項，調査経路，調査方法

　推計方法，公表方法，集計項目の説明，記号および注記，利用上の注意

付録　調査規則

　　　　調査票

　　　標本企業数

中小企業総合基本調査報告書　昭和57年12月51日現在　総括編

　　　通商産業省調査統計部，中小企業庁　　　　　昭和40・5　　196125P
（内容）

利用上の注意

　　目的，時期および期間，範囲，調査事項，標本設計，推計方法他

　附．中小企業総合基本調査規則（昭和37年11月改正）

　　　　　”　　　　　　　における標本企業数

　　　調査票

中小企業総合基本調査報告書　第3回　昭和44年12．月51日現在調ぺ

総括編

　　　通商産業省調査統計部，中小企業庁　　　　　昭和44・5　　5で9P
（内容）

　利用上の注意

　　目的，範囲，事項，方法，推計方法，比率の算式他

　付録　調査規則（昭和41年11月改正）

　　　　調査における標本　　　　製造業調査票
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　　　　　　　　　　　　　法人企業投資実績統計調査

法人企業投資実績統計調査規則

　　　経済企画庁　　　　　昭和52．6　　4P

　昭和52年第1回調査
　　　　　　　　　　o

昭和55年法人企業投資実績統計調査　調査の手引

　　　経済企画庁　　　　　昭和53．6　　26P
（内容）

　t　調査の概要

　　　　目的，客体．事項，期日，期間，方法，系統，集計事項および方法他

　2．都道府県の事務

　5　市区町村の事務

　4．統計調査員の任務

　5．調査票の記入の仕方

　付録　1．　調査要綱

　　　　2．統計法（抄）

　　　　　　　　　市区町村名簿一覧

　　　同上　　　　　　　　昭和55．5　　20P

　　　　　　　　一　調査票　一式

　　　　　　　　　　調査票進達明細表

　　　　　　　　　　調査票の記入の仕方

　　　1司」ヒ　　　　　昭禾053．6　 4P
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14金融・財政

マネタリーサーベイの概要　　一作成方法を中心として一

　　　日本銀行統計局　　　　　昭和35．6　　5P　付表5表（2枚）

　　　（統計解説資料　第1号），（経済統計月報　第154号附録）

（内容）

　作成にいたる経緯

作成の方法

　マネタリーサーベイの有用性

「経済統計月報」忙始めてマネタリーサーベイを発表したのに際し、その作成方法について解説。
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15　　教　育　　・　文　イヒ

統計関係法令集

　　文部省調査局　　　　　昭和57．4　　57P
（内容）

　t　統計法他統計基本法規関係

　2．文部省所管の指定統計関係法令

　　　学校教員調査，学校基本調査，学校保健統計，学校教員需給調査，産業教育調査，学校設

　　　備調査，学校給食調査，社会教育調査

　5　関係通達

統計関係法令集

　　　文部省調査局
（内容）

　　　同上

昭和38．6 59P

統計関係法令集

　　　文部省大臣官房統計課　　　　　昭和44．4　　99P
（内容）

　　同上
但し，学校教員調査は昭和43年度分は学校教員需給調査と合併調査となり，学校教員需給調

査の一部として実施のため法規掲載せず。

　この法令集はほ父毎年刊行。　45年度分は刊行なし。
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16保健　・・衛生

聖白得径決議虎列刺須多知秩取調ケ条

　　編：者不詳

（内容）

調査要綱，調査事項の説明

1冊　写本

入院癩患者統計表様式

　　　内務省衛生局　　　　　　　　　　　　1冊　写本
（内容）

　1～16表まで癩患者（全国）の体性，年令，発病状況についての統計表様式控。

精神病者調査票記入参考

　　　内閣統計局　　　　　明治45．1　　14P
（内容）

明治42年内務省令第27号
附・精神病者調査票様式，同記入心得

明治42年内務省訓令第9号

内務省令第27号附録（内閣統計局製）

　精神病者調査票記入例

　　〃　　　　　第り4項同記入心得第13条参考

　明治42年内務省にて精神病者調査を行った際，その製表を統計局において行い，地方調査担

当者用に参考資料を編輯。

現行厚生報告例規

　　　厚生省大臣官房総務課　　　　　昭和24．5　　188P

　厚生省報告例（昭和15年5月26日訓令第15号，昭和24年5月改正）の別冊の部分

　1．事務報告

　2．統計報告（第1～120）
　　の様式を集載する。

衛生統計医師必携

　　　厚生省衛生統計部　　昭和24．5　147P　日本衛生統計協会刊
（内容）

　1．　出生届及び死亡届について

　2．死亡診断書の書き方

　5　死産の届出について

　4　死因分類について

　5．疾病の届出及び診断区分について

　6　疾病統計の作り方

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一り24一



17　司 法

裁判所統計材料様式

　　　司法省　　　　　　　　　　　1冊

（内容）

　t　司法省民事統計年報の統計材料徴集規程

　　　　明治24年12月26日改正分（司法省報整第185号訓令）

　　　大審院．地方、区裁判所，控訴院

　地方裁判所よりの質疑，照会及び民刑局よりの回答集。

2．司法省刑事統計年報の統計材料徴集規程

　　明治24年12月1毛日改正分「刑事登記簿書例並取扱順序」

　　　明治26年10月4日　　〃　「検察事務統計年表予審事務統計年表及刑事上訴統計年

　　表様式」

盗賊人員調［♪得

　　　編者不詳 1冊　写本

監獄署毎徴集の服役中盗賊についての調査要綱・表式。

明治年間調査

巻末落丁あり。
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　　　　　　　　　　　　　18旧　殖　民　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　朝　　　　鮮

朝鮮国勢調査報告　昭和5年　全鮮編　第2巻　記述報文

　　　朝鮮総督府　　　　　昭和10．5　　552‘65P
（内容）

　総論

　　t　沿革

　　2．昭和5年国勢調i査

　　　　　時期及範囲，項目，方法，機関，調査区他

　附録

　　国勢調査二関スル規則

　　　法律，施行令，施行規則，地方事務取扱規程，心得，検査手続，陸軍．鎮海要港部．特別

　　　地域調査手続他

　朝鮮にっいては大正9年は施行せず。大正14年分は結果表「簡易国勢調査結果表」巻頭に概

要記述あり。

朝鮮国勢調査報告　昭和10年　全鮮編　結果表及記述報文

　　　朝鮮総督府　　　　　昭和14．5　　165　41P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
（内容）

　t　調査の顛末

　　　調査綱領

　　　調査経過

　　　結果の編成と公表

附．国勢調査二関スル諸法規

　　　　　　　　　　　　　　　　　台　　　　湾

臨時台湾戸口調査顧末　明治58年

　　　台湾総督府官房統計課　　　　明治41．8　　505P
（内容）

　来歴

　準備

難
　整理

　検査及製表

　人口動態

　調査機関他

　明治38年第1次戸口調査の調査事務報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一126一



第二次臨時台湾戸口調査顛末

　　台湾総督府官房調査課

（内容）

　第2次調査ノ必要

調査施行ノ計画

準備

実査

整理

検査

製表

　記述

調査機関他

大正4年

　　　　大正7．9 567P

第1次戸口調査につ呈いて10年目に当る大正4年に施行の第2次戸口調査の経緯を調査規則，

調査票，要計表，結果表様式，検査手続等直接資料を中心に編述。

第1回台湾国勢調査（第5次臨時台湾戸口調査）顛末書

　　　台湾総督府官房臨時国勢調査部　　　　　大正15．5
（内容）

　総論（来歴，綱領．事務経過）

　発端（内閣よりの通牒～実施の決定）

　準備（打合，法規類，手配）

　準備調査

　実地調査

　調査書類の整理及進達

　〃　　　の受理，検査及整理

　要覧表，在郷軍人関係表及集計原表の作製

　結果表の作製及結果の記述

　刊行物

　調査機関他

311P

第5次戸口調査は丁度大正9年の第1回国勢調査に該当。日本全国の調査の・一環として実施。

国勢調査顛末書　大正14年

　　　台湾総督府臨時国勢調査部

（内容）

　総説　　（来歴，綱領）

　事務経過（法規，区劃，特別手続）

準備調査

　実地調査

調査書類の整理及進達

昭和2．5 255P
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調査書類の受領，検査及整理

統計表の作製

他

昭和5年および40年は結果表「国勢調査結果表」の巻頭に顛末掲載あり。

臨時台湾戸口調査職業名字彙　第2次

　　　台湾総督府臨時戸口調査部

（内容）

　職業分類表

　分類引　　職業分類　内地語．土語

　イロハ引

　字画引

台湾国勢調査職業名字彙　大正9年

　　　台湾総督府臨時国勢調査部

　第1回国勢調査職業分類。

樺

大正6．8

大正11．10

太

153P

204P

国勢調査結果報告　大正44年

　　　樺太庁　　　　　昭和2．1　　215P

　第2回国勢調査の記述編。

　関係法規，調査の概要を収む。

　第1回大正9年分の記述編は刊行なし。

国勢調査報告　昭和5年

　　　樺太庁　　　　　昭和9・5　　78，59P

　第5回国勢調査の記述編。

　関係法規，調査の概要を収む。

　第4回については結果表「国勢調査結果報告　昭和40年」中に調査の概要，関係法規あり。

南洋群島々勢調査書　昭和5年

　　　南洋庁　　　　　昭和7．

（内容）

　1．総説

南 洋

第4巻　顛末

3　　103P　地図
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　2．昭和5年島勢調査二関スル通牒

　5　準備調査及本調査

　4．整理集計

　5．結果ノ発表

　6調査二関スル経費

　附．調査関係規則

　　　調査調査区

　　　調査区設定地図

　大正14年については顛末書刊行なし。

南洋群島々勢調査書　昭和10年第2巻顛末

　　　南洋庁　　　　　昭和12．3　　86P　地図
（内容）

　t　総説

　2．準備事務

　5　調査事務

　4，集計事務

　5．経費

　6　結果の発表

　付．調査規則

　　　調査事務取扱規程

　　　調査区

　　　調査区設定地図

　　　　　　　　　　　　　　　　関　　東　　州

関東庁国勢調査記述篇　附。描画図及比例表　大正14年

　　　関東庁文書課　　　　　昭和2．3　　72　15　117P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　0

　附録　国勢調査二関スル例規

関東庁国勢調査記述篇　附．描画図　昭和5年

　　　関東庁　　　　　昭和9．5　　196，49P

　附録国勢調査二関スル法規類

　　　　’　　　申告書様式

関東局国勢調査記述篇　昭和10年

　　　関東局　　　　　昭和t4．5　　151，16P

　附録国勢調査二関スル法規類

　　　　？　　　申告書様式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一129一



関東州土地調査事業報告書

　　　関東庁臨時土地調査部　　　　　大正15．2　　468‘58P　附図表

　大正5～15年度にわたって行おれた関東州の土地調査事業の調査事務経過報告書。

　この調査は土地の所有，測量、価格，形貌，地方経済調査を行い土地台帳，地籍図，地価，

　地図．農民の生活状況報告書を作成。各調査の方法，編成を記す。

関東局業態調査起述編　附．描画図　昭和9年

　　　関東局　　　　　昭和11・5　　588159P

付録　関東庁業態調査規則（昭和8年9月）

　　　　”　　　　　　　施行細則

　　　　ρ　　　　　　申告書記入心得

　　　　産業分類

本調査は先に昭和2年第1回調査を施行し，今回は第2回に当る。

満

臨時人口調査須知　第1次　康徳2年

　　満洲国国務院統計処，民政部警務司

（内容）

　t　第1次臨時人口調査二就テ

　2．　”　　　　　　　　要綱

　5　〃　　　　　　　執行規程

　4　〃　　　　　　　　二関スル件

呈報書記入［♪得

　”　　検査手続

質疑解答

　日本文のみ。

洲

康徳2．11

臨時人口調査須知（対訳）　第2次　康徳5年

　　　満洲国国務院統計処　　　　　刊年不詳　　64P
（内容）

　t　第2次臨時人口調査二就テ

　2．　〃　　　　　　　　要綱

　5　β　　　　　　　執行規程

　4．　”　　　　　　　　地方事務弁理規程

　5．指導員，調査員及参助員須知

　6　兵営及軍用場屋二於ケル第2次臨時人口調査手続

　Z　監獄及看守所　　　　　　〃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－150一
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8．日本帝国領事館ノ職員及一般日本人ノ調査二関スル件

9　〃　　　軍関係者及　　　　　　　　β

1α　国有鉄道ノ職員ガ警察事務ヲ執行スベキ区域ノ調査二関スル件

質疑解答

満洲貿易統計の現状

　　　南満洲鉄道株式会社調査部　　　　　5ろP　　（満鉄「調査彙報」第5巻第t2．5号

　　　抜届ll）

（内容）

　t　満洲貿易統計資料の系統

　2．　”　　　地域に就て

　5　税関申告満洲及関東州陸揚貨物報告書拉に其他報告書，通知書に依る貿易統計

　4．積荷目録書に依る貿易統計

　5　鉄道貨物通知書に依る貿易統計

　　　商品移動の態様及申告書，報告書と統計種目一覧表◇

　　　各報告書．申告書様式，統計カード，集計表様式を収む。

満人生計収支費目分類内容例示

　　　満洲国国務院総務庁統計処　　　　　　刊年不詳　　　74P

　生計費調査結果表の編成に用いるため作成。

　日訳文
　　　　o
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　　　　　　　　　　　　19政表・統計年鑑関係資料

　　　　　　　　　　　　　　　政表関係資料

政表規程拉御達案

　　　太政官正院外史政表課　　　　　1冊　写本
　（内容）

　t　政表課規程　　　　　　　明治7年8月7日決裁済

　2．政表編製二付御達書　　　明治7年12月12日決裁

　を合綴。

　2は明治6年分の政表材料を各使省庁府県より徹収するための文高各省毎の徴収項目記載。

　tは政表課編成についての総貝足

政表取調箇条

　　　太政官正院外史政表課　　　　　1冊　写本

　上記「御達案」の原稿。

　他に「政表規程」の題箋で同種類の写本あり。

院省使庁府県　政表編製調目録　自明治6年分至明治14年

　　　太政官調査局　　　　　　　　　1冊　写本
　（内容）

　年別，各省，府県別　徴集項目一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　o

政表編成二付省使府県ヨリ具状スヘキ件名

　　　太政官　　　　　　　　　　　　1冊　写本
（内容）

　各省使および府県より徴集する調査項目名。各省別リスト。

　他に「政表取調科目草案」明治7年5月の標題紙名で上記資料の原稿あり。

政表中記載スヘキ諸件

　　　太政官　　　　　　　　　　　り冊　写本

（内容）

　政表各項目について記載様式原稿
　　　　　　　　　　　　　　　o

政表会議B誌　複刻版

　　　総理府統計局　　　　　昭和36．11　　130P

　統計局所蔵の同名筆録書より複刻。

　明治9年6月20日の第1回会議より同10年2月20日の第14回会議までの議事録。
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政表会議日誌原稿

　　　太政官正院史官第5科政表掛　　　　　　1冊　写本

上記「日誌」の原稿。9月19日分より3月20日分を収める。

政表会議録

　　　太政官正院史官第5科政表掛　　　　　1冊　写本

　上記政表会議の日程，出席者，議題を記録した資料。

　第1回明治9年6月20日分より第う6回（最終回）同10年3月20日分を記録。

　「政表課規程」隣駈科政表掛議事規則」合綴。

政表会議戸籍調方法議案

　　太政官正院史官第5科政表掛

　上記会議9月5日の議題，案文。

1冊　写本

政表会議記事　初稿

　　　太政官正院史官第5科政表掛　　　　　　1冊　写本

　10月17日会議より12月49日までの会議において他の省庁，東京府係員との議事録。

一一一一一 第2号（第2編）

　　同上　　　　　　　　　　　　　　　　4冊　写本

上記資料のうちf雀月7日の分にっいての浄書。

統計年鑑関係資料

統計年鑑様式　壱

　　　統計院　　　　　　　　　　　　　　　1冊　写本

　明治15年「統計要覧」の結果表様式として企画後「統計年鑑」に変更。

　土地．入口．農業，山林，漁業及製塩，鉱業，工業．商業，外国貿易之部のみ。

海軍統計材料様式

　　　統計院　　　　　　　　　　　　　　　1冊　写本

　明治17年5月1日示達「統計年鑑」材料一海軍省分一の様式。

　明治24年3月9日の改正分。

　明治24年12月14日の改正書こみあり。

　明治17年5月の原様式合綴。
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工部省統計材料様式

　　　統計院　　　　　　　　　　1冊　写本

　明治17年4月10日　統計院より工部省へ示達の「統計年鑑」統計材料一工部省分一の様式。

　工部省は内閣制度発足と共に解消。

文部省統計材料様式

　　　統計院　　　　　　　　　　　1冊　写本

　明治1フ年4月10日示達「統計年鑑」材料一文部省分一の様式。

　明治18年2月9日，同24年2月1フ日および同12．月8日改正の書こみあり。

内閣統計材料様式

　　　統計院　　　　　　　　1冊写本

　明治17庄4月26日　統計院より「統計年鑑」材料徴集につき，内閣各局，外局等に係わる

　分の様式を示達。

　明治24年り2月7日現在までの改正分についての文書類および書入れあり。

　統計局の控。

　宮内省．参事院．会計検査院，修史館．枢密院．衆議．貴族院についての様式も合綴。

内務省統計材料様式　全

　　　統計院　　　　　　　1冊写本

　明治47年6月9日統計院より示達の「統計年鑑」材料一内務省分一の様式。

　明治24年5月5日，同5月17日の改正分補正，および同24年12月25日改正分の書こ
　みあり。

農商務省統計材料様式

　　　統計院　　　　　　　1冊写本

　「統計年鑑」統計材料一農商務分一の様式，第7～205まで収録。

　非現行の書入れあり。

農商務省統計材料様式

　　　統計院　　　　　　　　　　1冊　写本

　統計局第1課担当分（農業ノ部）の様式，備考。

　非現行の書入れあり。

　合綴：統計局第4課二属スル北海道庁統計材料様式。
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農商務省統計材料様式

　　　統計院　　　　　　　1冊写本

　様式第1～79および「官林ノ分」の様式，備考。

　明治22年4月17日改正による追加16表の様式および明治24年12月7日改正による異
　動分一改正様式を添付。

各省達府県統計材料様式

　　　統計院　　　　　　　　1冊写本

　「統計年鑑」作成に際し，現在各省において府県より徴集している統計材料につき統計院より

　照会。その様式，項目の回答を綴ったもの。明治17年2．月原議案より明治18年4月衛生局

　の回答まで。

　所管別徴収統計表の目録あり。

統計材料様式　明治40年

　　　内閣統計局　　　　　　　　毛冊　写本

　明治り8年統計年鑑統計材料官員調様式改正につき各省への通達文：書綴。

　（明治19年2月～ろ月発）

明治18年以降官省院庁府県官員調様式

　　　内閣統計局　　　　　　1冊写本

　明治18年改正

　　各省庁別官員調関係様式表（明治18年12月20日現）

　　府県　　　　　　〃　　　（明治48年り2月51日現）

各省北海道庁会社等江照会様式控

　　　内閣統計課　　　　　　1冊写本

　明治51年発　明治30年分統計年鑑の北海道および各会社宛材料徴集様式の綴。

統計年鑑刑事ノ部改正様式

　　　内閣統計局　　　　　　　　　4冊　写本

　統計年鑑明治4t年分刑事ノ部様式改正箇処の控。

明治15，14統計材料関係往復簿　続編外二件

　　　統計院　　　　　　　　　　1冊　写本

　「統計要覧」より第一次「統計年鑑」までの材料徴集につき各省．府県の回答文書を綴ったも

　の。一部会計部（統計院）よりの照会文あり。
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統計材料関係簿　明治15年　後編

　　　統計院　　　　　　　　　1冊写本

　第二統計年鑑　材料徴収に係わる統計院より各省，府県（大蔵，農商務，陸軍，開拓使，岡山

　県分）への照会文書（統計表様式案も収む）綴および統計年鑑編製に使用の書籍の貸借，受送

　文書の綴。

第二統計年鑑官員調　諸官庁ヨリ照会文綴込

　　　統計院　　　　　　　　　　1冊　写本

　各省，府県よりの統計院の統計材料徴集についての照会事項に対する回答文書綴。

明治15年第三年鑑二係ル照会文綴込

　　　統計院　　　　　　　　　　1冊　写本

　主として「統計年鑑」官員調についての府県への照会文を主に一部府県よりの照会事項につい

　ての回答文綴。

統計材料受文簿　府県ノ部　明治19年

　　　内閣統計局　　　　　　　　　1冊　写本

　明治17～18年　府県および各会社より徴集分の材料送付文書綴。

　各県会社より統計院（内閣統計局）宛。

統計材料受文簿　官省ノ部，府県ノ部　明治21年

　　　内閣統計局　　　　　　　　2冊　写本

　明治18～20年の統計材料送付についての統計局宛各省，府県よりの文書綴。

　　　　　　　　　　　　　　　　　そ　　の　　他

第二回統計寮年表　例言

　　　大蔵省統計寮　　　　　　　　4冊　写本

（内容）

総説〔凡例〕

　人口

　文学〔教育〕

楮幣〔紙幣〕

貨幣

国債

印紙鑑札諸表

金穀出納

秩緑
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擁
段別

鮪
電信

郵便

鑓
海関輸出入

明治8年分。第1回は明治6／7年。

各項目各表について計数出所および解説を述べる。

統計表書式解

　　　〔大蔵省〕 〔明治9．10〕　　25，42丁

明治9年10月大蔵省は地方統計様式の統一を企るため統計表式を制定。　（大蔵省達乙第87号）

調査凡例および表様式6

統計表式解

　　　〔開拓使〕

（内容）

統計表総則

課係分掌

各項凡例，様式

1冊　写本

明治14年8月の印あり。

「開拓使報告書」の統計表の様式か？　該書本学末所蔵につき不明。

府県統計婁様式

　　　内務省 明治17．9　　298P

明治17年9月5日内務省は達乙56号で府県統計の様式を制定。

函館，沖縄，札幌．根室の4県を除く各府県に通凡明治10年～15年頃より各府県にて刊

行され出してきた府県統計書の様式を統一する基準とした。

台湾統計材料様式

　　　編者不詳 1冊　写本

郵便及電信．貯金の各統計表の様式。

明治年間のものとしか判明せず。
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6　農林水産業
　　生　産　指　数

農林水産業生産指数昭和40年基準昭和41年

　　農林省調査統計部　　　　　昭和45．1　　177P
（内容）

　2．農林水産業生産指数の改訂について

　　工　改訂の主旨　　2　主要な改訂点　　5　新旧指数の比較　　4．旧指数の接続方法

　5　農林水産業生産指数の作成方法

　　A・全国指数の作成方法

　　B．全国農業地域別農業生産指数の作成方法

　　c．県別農業生産指数の作成方法

　従来の昭和35年基準をd年分より40年基準に改訂。　第5次系列。
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通産省試算　昭和24年基準　鉱工業生産指数

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和28．1　　45P
（内容）

　t　昭和24年基準鉱工業生産指数作成の趣旨

　2．作成要綱

　5　改良点

　4．産業区分，採用品目及びその数，単位，定義範囲，ウェイトー覧表

　「通産統計月報」27年10号より24年基準指数発義従来の21年基準を改訂。

通商産業省調　昭和25年基準　鉱工業生産指数　一戦前および戦時中の指数を戦後指数にリン

クした指数一　附録．昭和25年基準指数を昭和25年および24年基準指数に換算するための

リンク係数

　　　通商産業省調査統計部　　　　　　　　　　　　　165P
（内容）

　t　概要

　2　リンク方法

　5　リンク時点の選定

　4　リンク系数の算出方法

　　　算式，ウェイト，採用品目，分類

　5．資料

　　　ウェイト資料，個別系列

　6　附録

　　　昭和25年基準指数を昭和25年に換算するためのリンク系数

　　　昭和25年基準指数を昭和24年に換算するためのリンク系数

通産省調　昭和28年基準　生産者出荷指数

　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和30，8　　104P
（内容）

　t　趣旨

　2．作成要領

　　　対称範囲．採用品目および産業区分．基準年次，ウェイト，綜合算式

　5　採用品目．産業区分，ウェイトおよび定義範囲
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通産省調　昭和28年基準　改訂生産者製品在庫指数

　　　通商産業省調査統計部　　　　　昭和50。7　　78P
（内容）

　t　作成要領

　　　対称範囲．採用品目および産業区分．基準年次，ウェイト，綜合算式

　2．採用品目．産業区分，ウェイトおよび定義範囲

　以上の指数と同系列の通産省調の販売業者在庫と原材料の指数は「通産統計月報」に掲載あり。

一145一



計

価

生

物

面
売

涌んぐ　
4
卸

21

東京卸売物価指数（改正）品目表　昭和24年5月現在

　　　日本銀行統計局　　　　　　　　　　　　　　13P

生産財実効物価指数（改正）

　　　日本銀行統計局　　　　　昭和25．2　　19P
（内容）

解説

　t　価格調査の概要

　2．指数の構成

　5　公定物価との対比

　4．戦前基準指数の作成

　5．本指数利用上の制約

　6　新旧両指数の比較

　昭和21年10月連合軍の指令で開始。24年指定統計24号として日本政府に全面的に委譲，

改正。26年6月で中止。

消費者物伍指数

消費者物価指数の改正について　昭和45年基準

　　　総理府統計局　　　　　昭和47．2　　140P
（内容）

　t　改正の趣旨

　2．主要な改正点

　5　新旧指数の比較

　4　新指数の作成方法

　5．消費者物価指数の沿革

附録

　　1．　新旧指数の作成方法の比較

　　2．指数の基準時およびウェイト時期の更新にっいて

　　5　ウェイトの変化

　　4．パーシェチェツクおよび価格変動の分散

　　5．ウェイト，品目数および代表度の新旧対照表

　　他

　第6次改正版。
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2 索 1弓
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この索引は編著者名索引であるo

配列は編著者名のアルファベット順にした。編者が官公庁の場合は部局

別にせず，省．庁，府県で・一括した。機関名に変遷ある場合は最新の名

称の下に統一し．旧名称より参照した。

編著者名のなかは資料のタイトルを作成または刊行の年月順に配列した・

編纂もので逐次刊行の資料は最初の刊年月の下に掲載した。

編者不詳の資料は一括して巻末に資料の刊年月順に掲載した。





朝鮮総督府

　朝鮮国勢調査報告　昭和5年　全鮮編

　第2巻　記述報文　　昭和105－－126

　朝鮮国勢調査報告　昭和10年　全鮮編

　　結果表及記述報文　　昭和14．5－＿126

中小企業庁　　一r－一→通商産業省をもみよ。

太政官政表課く調査局・会計部）

　　　　　　一一一　総理府統計局
藤井　雅太

　郡市町村発展策　一郡市町村是調査標準一

明治4乙2－一一一一一一一一・一一一一一一65

福井県

　福井県鉱工業生産指数の改訂について

　昭和40年基準一一一一一一……………90

外国為替貿易研究会

　貿易関係統計の見方使い方　附外国為替相場

　の見方　　昭和52．5－一一一一…・一一一95

行政管理庁

　日本標準産業分類　1953年5月改訂
　第1巻　分類項目名，説明及び内容例示
　19555－一一…一一一一……一一一一一一…一一づ一一5

日本標準職業分類　一分類項目名．説明及び

内容例示一　昭和28．3　　　　　　　　7

日本標準産業分類　第2巻　索引表
1954．5…一……一…・…・…一・…一・・’一・…一一『…　5

日本標準産業分類　第1巻　追補

1954年5月新設．改正　　1954．5
・一一・一一一…一一一 5

日本標準都市地区分類　分類表．地図及び
説明　　　1954．5－・……一’・・…一・一…………・・…9

日本標準商品分類（改訂）　第1巻　標準商
品分類項目表　　昭和305・’一一一一一一・－8

日本標準職業分類　分類項目名．説明および

内容例示　　昭和52．3－……一一…一一…－7

指定統計の調査票集録　第1集～

昭和52．5～　　　　　　　　・一一一2

日本標準産業分類　第1巻　分類項目名．

説明および内容例示　　昭和52．11－…，5

日本標準建築物用途分類　第2回改訂

分類項目名．説明および内容例示

昭和556　　　　　　　　　　　－…・－9

各種職業分類比較表　　昭和53－一’一一8

日本標準産業分類　第2巻　索引表（第2回
改訂）　　昭和341…一…一一一…一一一一6

日本標準産業分類適用例集　第1分冊
昭和543－一’一一一一一…一一一一一一一6

日本標準商品分類　第2巻　五十音索引表
昭和55．3－一一一…一一一一…一一一一…一一一・一一8

日本標準職業分類　一分類項目名，説明およ
び内容例示一　　昭和55．5・・一一一一一一7

日本標準産業分類　第1巻　　昭和3612
　　　　　　　　　　　－……一一一・……一一・…一・5
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農林省統計調査要綱輯覧　農家経済調査の部

其のt2　　昭和557－一一一一・一一一74

農林漁家就業動向調査要綱　調査票および集

計表の作成要領　　昭和558－……一一72

緊急畜産センサス　農家調査手引

昭和53年2月1日調i査一一・一一・一・一…72

農林水産統計調査関係法規輯覧　〔補遺〕

昭矛034．2　　　　　　　　　　　　　　60

4960年世界農林業センサス要綱
昭和54．7　　　　　　　　　　　　　65

1960年世界農林業センサス　準備調査の
手引　（1）（内地用）　　昭和54．7　　65

　　　　　　　　　　　　　　　準備調査の
手引　（2）照査表の作成　　昭和54．7　65

　　　　　　　　　　　　　　　農業集落修
正について　　昭和54．7－一…一一一・…・65

農林水産統計調査史解説事項目録（各論の部）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　59昭和34．8

昭和54．9

手引

全国および農区別農村消費水準指数

　　　　　　　　　　　　　　　　　107

1960年世界農林業センサス　農業集落調査の

　　　附審査要領　　昭和34．11　・66

（北海道用）　　昭和54．11－・一一一・66

一　　　　　　農家調査の手引

附．農家以外の農業事業体　　昭和54．11

農家調査のしおり

林業調査の手引

昭和54．11

　　　　　　　　林業調査のしおり一一

昭和50年産業連関表　一農林省分担部門物
量表一　　昭和54．11＿＿＿＿＿＿．．，＿．

農林水産統計調査関係法規要綱輯覧　〔補遺

2〕　　昭和5442－一一…一……・一一…

農林省統計調査要綱輯覧　農産物生産費調査

の部其の1　　昭和552＿一一一一一一一…

66

66

66

67

“
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農林省統計調査要綱輯覧　農産物生産費調査

の部其の2．　昭和55．4－一一・一一・一・・76

4960年世界農林業センサス　農業集落調
査結果とりまとめ要領　　昭和55．2－67

　　　　　　　　’　林業調査票の抽出集計
にっ㌧、て　　　　　　　　　　　　　一…・・・…叩・6フ

　　　　　一一　集計の手引
昭和55．2＿＿＿・＿．．一・．…一＿一・…・’一一・…67

　　　　　　　　　　農業集落調査集落別結

果一覧表．．

一一一
北海道

結果表

　　　一一　　　　　北海道・一一一…－68

　　　　　　　　　　奄美大島における附帯
言周三査…＿＿＿．．＿．＿’………・・一…・………・・一…・一…・……・…’・…・……・68

・一一一一一 農家調査結果表　東，西’一・68

　　　　　一　林業結果表　（1）～（5）・一・68

農林水産統計調査法規．要綱の総目録および

索引　　昭和る5．5－…一一…一・一一一一一59

改訂農村物価指数および地域別農産物物価指

数の概要　　　昭和55．4……一・・一一一一106

畜産物生産費調査解説　　昭和365……－78

全国農村消費水準指数　昭和52年度基準

昭和3158－…一　　　　　　　　一一107

　　　　　　　　67

　　　　　　　　68

農業集落調査市町村別

　　　　＿．＿占＿＿＿68

昭和30年産業連関表における林業．製材合

板および林道部門の推計方法　　昭和5Z5

　　　　　　　　　　　　　　　　－・…57

産業連関表部門品目分類（農林省関係）

昭和55年　　昭和5Z11－…一…－57

農家経済調査解説　第1分冊

昭和5712　　　　　　　　－一一一75

漁業センサス規則および第5次漁業センサス
要綱　　昭和38．6－一……一・・……一…一・…79

第3次漁業センサス　調査区設定および調査
客体名簿作成の手引一…一一…一・一…一一一・・－80

第5次漁業センサス　海面漁業基本調査の手

引　昭和38年11月1日調査一・…一・・一・・80

第5次漁業センサス説明資料　概要・集計事
項・・一一一一……一一・一一一……一一一一一一80

農村物価指数の改訂について　　昭和594
　　　　　　　　　　　……一…………・…一・・106

1965年中間農業センサス　準備調査の手
引　　昭和596・一一一一一・一一一一一・69

4965年中間農業センサス要綱
昭和598　　　　　　　　　　　　　　68

農林水産統計調査関係法令集

昭和3910　　　　　　　　　　　　　60

1965年中間農業センサス　農家調査の手引
（都道府県用）　付．農家名簿の昨成のしか

た　　昭和5910…一一一一一・・一一一…・69

　　　　　　　農家調査の手引（北海道用）

付．農家名簿の作成のしかた

昭和3910’　　一…一・……一一一一………・69

　　　　　　　質疑応答集　付．農家調査の

手引正誤表　　昭和5911－一一一…－69

農村物価賃金調査の手引　　昭和591り

　　　　　　　　　　　　　　　・一一105

1965年中間農業センサス　企業的経営体
調査の手引（案）　　昭和402・一…一……69

農家就業動向調査手引

昭和40．10

昭和4↑年
　　　　一・一一一…・72

食鳥流通統計調査実施要領　　　〔昭和40〕

　　　　　　　　　　　　　　　　　　78

農業生産指数改訂の概要　　昭和42．7

　　　　　　　　　　　　　　　　　　82

農地移動実態調査　調査の手引　　昭和42
年度　　昭和42．7・一…・一一…・・一一一72

水産業生産指数改訂の概要　　昭和42．10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　82

果樹暫定減収推定尺度　昭和42年　一一フ4

水産業用固定資産評価基準　昭和42年度
　＿＿＿．＿＿＿，．．．＿．一．＿＿＿＿’一．・・一一…一・・…・81

農林水産業生産指数　昭和40年基準

昭和41年　　昭和45．1－一一…・一一141

農村物価指数の改訂について（昭和40年基
準）　　昭和4512…一…一・一・一・・一…106

園芸・工芸作物収穫量調査実施要領　昭和45

年度　　　　　　　　　　　　　　一…－74

果樹暫定滅収推定尺度　昭和44年　　・74
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農村消費水準指数の改定について　昭和40
年度基準　　昭和44．4－一…・一・・一……106

農林水産統計調査用語集（用語の定義と解説）

昭和44．10…一…一一・一一一一一…。…一…一・－61

1970年世界農林業センサス　農業集落調
査の手引　付．審査要領　　昭和4410

　　　　　　　　　　　　　　　　…一…70

査の手引（北海道用）

昭和44．10＿…一

　　　　農業集落調

付．審査要領

　　　　　　　70

農業事業体

調査．林業事業体調査　実査の手引

昭和44乍0・・

昭和452・一一

　　　　　　　70

集計の手引

　　　　　　　70

農家調査結果表

……… 71

林家調査結果表

71

体調査結果表一

農家以外の農業事業
　…・・……・………・一　・…71

体調査結果表一
一一 林家以外の林業事業

〃

　　　　　〃
新旧市区町村別一覧表

17

17

一農家調査一

　農業集落別一覧表

一・一一一一・…一・………一… 74

事後調査要綱　　昭和45．6・

事後調査の手引　　昭和45．6一

農家経済調査　年計とりまとめ要領

昭和45年度…

農家調査

．．＿＿＿＿． 71

　　…・咽・…71

・…一…一・ 75

調査原簿＿．＿・一一一一…・75

経営土地実査表一・・一…－75

　農家経済調査　〔組替集計用〕結果表一75

　　　　　　　　野帳…一・一一…一一一一…’・75

　　　　　　　　日計簿の記帳方法と月別とり
　まとめ要領…一一一一一・一一一一一一・一……76

　　　　　　　　日計簿　…一一一一・一一一76

　　　　　　　　〃　　〔集計用〕結果表
　　…・一…一…・一…………一・一…・一…・・………　一一……76

　　　　　　　　科目分類表一一・一・一・－76

　－一～　月次集計品目コード表一76

農商務省→農林省
大阪府

　労働統計実地調査提要　　昭和2．8・…・…－35

大阪市

　昭和5年国勢調査大阪市報告書　　昭和65
　　……・一一…一……’…一一……一・一・一・…・一一一一………・…～・26

　統計調査法規類集　　昭和18．5…一…一一4

大蔵省

　第二回統計寮年表　例言一一一一・一・・136

　統計表書式解　　〔明治910〕…－157

　輸出入統計品目表　　昭和264－一一…95

　実行輸入税率（内国消費税対照表）

　1954年版　　昭和29阜一一一・一一・95

労働省

　毎月勤労統計調査対象選定方法（案）

　昭和25年2月・一一一一…一一……一一一一42

　毎月勤労統計調査給与及び雇傭票．同記入心

　得．同各欄の記入の仕方　　昭和24．5以前

毎月勤労統計調査要綱

昭和24年個人別賃金調査
者心碍

個人別賃金調査用産業別職務名称解説

昭和24年

毎月勤労統計調査規則．同施行心得
昭和25．1．31・…一一一・一・一一一…一・一一一一

毎月勤労統計調査各種計数算定方式

昭和25．2一

個人別賃金調査結：果報告

昭和25．5－一・・

　　　　　　　42

　昭和24．11

　　　　　　　42

　　事業所記入担当

　　　　　　一一　46

　　　　　　　46

　　　　　　　42

　　　　　　　45

　昭和25年
……… 　　　　　　　45
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〔労働省労働基準局調査　地方毎月賃金統計

関係資料〕　　昭和25．3－　一一一一…43

毎月勤労統計結果表に用うる新産業分類

昭和25．7・一一・…一・・一………一・一一…一……43

〔毎月勤労統計調査地方調査　関係資料〕

日召禾0261－　 ・………・・…・一・一…一…………・…一……一・・ 44

毎月勤労統計調査要綱　　昭和26．516
　　　…・・一…一……・…’・一・一・…・一……・・一一・・一……・・…一…43

毎月勤労統計調査　全国調査調査票・地方調

査調査票記入心得　　昭和264以降＿43

毎月勤労統計調査（建設工業）全国調査調査

票，同記入心得　　昭和266月分……43

戦前基準実質家計費指数の算定

昭和267・・一一一一一…一一一一一’…一・－105

昭和26年職業別賃金調査調査員必携…－46

昭和26年職業別賃金調査に用いる職業名解

説表　　　　　　　　　　　…一…・一・一…47

昭和26年給与構成調査　調査担当者必携
　　　　…・・…・……’…・……・…・…………………・………・・…一…4フ

各種産業分類対照表　　昭和2Z5　・・＿6

鉄製錬業労働生産性調査の手引

昭和2ス11　　　　　　　　　　－87

職業安定行政手引＿一一

企業福祉施設調査

　＿．＿＿．＿＿＿．．＿＿．＿＿＿　49

記入の手引　昭和39年

10月・一　　　…一一一一一一一一一…48

職業安定行政定例業務報告作成要領，同様式

集　　昭和59～　一一一一一・…一…一一一49

職業分類表　昭和40年改訂　　昭和4α2

技能労働力需給状況調査要領　昭和40年度
～　　　、、‥．‥、r．‥．‥㌔．．．．．．〉村、‥、s＿‥い、・‥．叫．．一＾・、‥＿‥パ．一一一・‥“・・‥喧・‥

職業訓練行政定例業務統計報告様式集

昭和45年4月一一……一一’一一一……一・…一

毎月勤労統計調査の一部改正にっいて

昭和45年12月…一一一一一一…一一一…

賃金構造基本統計調査　製表関係資料

昭和45年

〔毎月勤労統計調査　集計・製表関係資料〕

　49

　49

　49

　45

　47

－　45

毎月勤労統計調査手引　昭和464…一一45

賃金不払事件，貯蓄金返還不能事件及び工賃

不払事件処理状況報告　〔昭和46年分〕

雇用動向調査手引　昭和46年一

雇用動向調査　統計調査員必携

　　　48

………一一 47

昭和46年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47

資源庁→通商産業省
司法省

　裁判所統計材料様式　・一一・一……・一一一・一一125

信濃民報社

　信濃国勢調査要覧　　大正4α6・一一一一26

食糧庁

　農林省調査　米穀及び麦類の生産費調査
　昭和25．9　－……一…・…一・…’…一・一一’…一一一76

総理庁統計局一一〉総理府統計局

総理府統計局

　第五科政表掛議事規則　　明治96－・155

　院省衡『F府県政表編製調目録　自明治6年至

　明治14年…一一一…一・・一一一’一…一・…・132

　政表中記載スヘキ諸件＿．＿＿＿，＿．．…・－152

　政表編成二付省使府県ヨリ具状スヘキ件名

　明治7…一…一…一・一一一一一・一…一一一…－152

　政表課規程　　明治フ・一一一一一・・…へ噂153

　政表規程　　明治7…一一一一一一・一一一152

　政表規程蚊御達案　　明治Z12－…－132

　政表取調箇条一…一一一…一・一一・・…一一・・一一132

　政表取調科目草案　　明治ス5…一・一一・・152

　政表会議日誌原稿　　明治99－…・…一…455

　政表会議録　　明治96－一・一一…一・・一一135

政表会議戸籍訓方法議案　　明治99

政表会議記事　初稿　　明治910…・

政表会議記事　第2号　　明治911

日本職業区分稿　明治10年6月調　…’

人別調人心得並家別表書込雛形．同附録

〔明治41〕

統計年鑑様式　壱 明治13

135

153

155

　　フ

　 10

・・ 155
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明治45．14年統計材料関係往復簿　続編
外二件………・・一一…………一・’一一一・一一一…一’455

第二統計年鑑官員調　諸官庁ヨリ照会文綴込
明治15　，＿＿＿＿＿．．．＿＿＿＿，．＿＿＿＿＿、156

　　　　　　　　　　　　　　　　　136統計材料関係簿　明治15年後編　一一

明治45年第三年鑑二係ル照会文綴込

明治16 一…＿＿136

婚姻及出生死亡調心得書＿＿＿＿＿．＿＿＿26

人員運動調心得書及雛形草案　　　〔明治16
～18ユ．＿．＿＿＿＿＿＿＿＿．＿．＿＿．．＿＿＿＿＿＿＿一一＿＿、27

各省達府県統計材料様式　　明治1Z2－～155

蹴言」㈱　　　　明台1　z5　＿．，＿＿＿＿＿．、1さ5

工部省統計材料様式　　明治1ス4…－154

文部省統計材料様式　明治1Z4　一ヰ54

内閣統計材料様式　　明治1Z4　…一・154

内務省統計材料様式　全　　明治176
　…一・・…一一・一一・・・・一・…・一…一………・一一…’…一………一・・…・434

農商務省統計材料様式　〔統計局第1課担当

分儂業ノ部）の様式〕　　明治1ス8
…＿一＿＿＿＿＿＿．＿＿．＿＿＿＿，＿＿．＿．．．．＿““154

農商務省統計材料様式　〔「統計年鑑」材料

様式　非現行〕　　　　　　　　　　　154

農商務省統計材料様式　〔明治24年12月
改正分を含む〕　　　　　　　　　一一一…．135

統計局第1課二属スル北海道庁統計材料様式

〔農商務省統計材料様式〔統計局第1課分〕

に合綴〕　　　　　　　　　　　＿＿．．、154

明治18年以降官省院庁府県宮員調様式

明治18．12　　　　　　　　　　　・・155

統計材料受文簿　府県ノ部　　明治19年

　　　　　＿＿．　　　　　　　　　　　　＿156

統計材料様式　明治192－・…・・…一一．一．155

統計材料受文簿　官省ノ部．府県ノ部

明治21年，　　　　　　　　　　156

民勢調査施行請願関係拉二統計事務拡張

明治294－　　　　　　　　　　　　．．11

各省北海道庁会社等江照会様式控

明治51　　　　　　　＿＿＿＿＿．435

死因類男嚇要　附独文．＿　＿＿．＿＿一一ろ0

死亡原因類別調査報告書　　明治56．9
　…一一……一一一一一・一一一一＿＿、＿＿＿＿＿．＿－50

印刷局疾患調査ノ梗概　　明治5610

　　　　　　　　　　　　　　　＿＿＿＿29

死亡原因第二類別調査報告　明治38年7月

　　　　　　　　　　　　　　　　　50

郡市町村廃置分合一覧表　　1回　明治39．2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　11

死亡原因第二類別調査報告　　明治393
　＿＿一．＿．一＿．＿．．．＿＿＿．．＿＿．．＿＿．＿．．＿．．＿＿＿＿＿岡一⑨50

照会案綴　自明治59年8月至明治42年2
月

……’一… 27

統計年鑑刑事ノ部改正様式　　明治41

郡市町村廃置分合一覧表　2回

明治42．12

＿＿＿．＿＿＿155

．．＿＿『41

精神病者調査票記入参考　　明治451

　　　　　　　　　　　　　．＿・＿＿一＿124

国勢調査準備委員会議事速記録　第1回一第

5回　　〔明治43〕＿＿＿＿．一…一…12

国勢調査参考書　　明治44．2＿＿。＿＿12

死亡原因類別　明治44年改訂。＿＿＿＿50

国勢調査国費予算付．予算費目説明，国勢

調査予算二関スル参考書類　　明治45年度

～ 　一……………・…………一…・一・…一…一一…一一一…・…………・明・12

改正死亡原因類別解説　　明治45．5－30

日本帝国人口動態統計　明治52年一同41
年（材料徴収二関スル規定）（比例）

明治45．5　　　　　　　　－一…一一27

現住人口静態二関スル統計材料　附録人口統

計材料二関スル法規類　　（維新以後帝国統計

材料彙纂第2輯）　　大正2．2＿＿一＿＿、10

人口統計材料統計小票取扱手続（明治31年
内閣訓令第1号乙号）人口統計材料統計小票

記入心得（大正5年内閣統計局長指定）附・

統計小票控簿様式・参考法規　　ナ正511
　叫＿、＿＿一＿．＿、、．．・＿＿＿＿・、＿・＿一…・…一・一・……・・一一…一一27

郡市町村廃置分合一覧表　5回　　大正4．5

　　　　　　　　　　　　　　　．＿＿11

日本帝国人口静態統計（原表）　大正2年

12月51日　　大正55～一…＿…一一咋0

郡市町村廃置分合一覧表　4回　　大正95

　　　　　　　　　　　　　　　＿一一一11
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国勢調査員必携一一一…一…一一・…一一一一一15

国勢調査申告書記入方及国勢調査二関スル質
疑解答一・……一…・一……………………・一……一一…一……一・’43

　　　（追加）＿…＿…・一一一一一・一一・…15

日本帝国人口静態統計（原表）　大正7年

12月51日　　大正912…………一…一ユ1

国富統計調査二関スル往復文書写
大正10．．，＿，＿．＿＿＿．＿．＿＿一…一・一・・一一50

戦前戦後に於ける国富統計　　大正1012
　　＿＿．＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿．＿＿＿＿＿，＿＿＿50

職業分類要旨　　大正1t3＿＿＿…一・

人口動態調査関係法規　　〔大正11〕

死因及疾病分類要旨　　大正14．3＿＿

現行統計法規類抄　　大正15．12－一

労働統計実地調査報告　大正15年　工場の
部　第1巻　　昭和2．1．．＿＿＿＿＿．．＿＿35

失業統計調査報告　大正14年　第1巻
記述　　昭和2．3＿＿＿＿＿＿＿＿＿．一＿55

国勢調査参考書　　昭和56－一＿・＿・・＿・15

大正13年に於ける国富推計　　昭和56
　＿＿　＿＿＿＿，．．＿＿＿＿＿．＿．＿＿＿．＿．＿．．＿＿＿，＿＿，．，50

14

28

31

．．

1

1950年世界農業センサス標準様式

一
万国農事協会提案＝＿＿＿．＿．．＿＿＿＿．．64

1950年の世界的農業センサス

ー 国際農業協会提案一　…一一一一一一一一一64

農業調査計画要綱　　昭和57＿＿＿＿、．65

農業調査従事員必携　　　〔昭和5〕．．一一64

大正｛4年に於ける国民所得　　昭和512
　＿＿＿＿＿＿一＿．＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿54

匡勢調套参考書産業及職業分類　昭和4．7－－16

産業分類案．’＿＿＿＿．．＿＿一一・一…一一一14

職業分類案＿＿．．＿＿＿＿一一一…一一……14

産業分類及職業分類案説明書＿＿＿＿、ユ4

国勢調査員必携　　〔昭和5年〕…一一一15

国勢調査に関する質疑解答　昭和5年一一15

労働統計実地調査提要　第3回　昭和5年
　＿．＿．．一＿＿＿．＿＿＿＿＿．＿＿＿…・．’…、…一．・…一…－55

労働統計実地調査に関する質疑解答

〔第3回〕　　　　　　　　　　　　55

産業分類及職業分類　　昭和5．12…－15

国勢調査ノ結果表章二用フベキ産業分類及職

業分類　　昭和63………一…一・一一一…－15

国勢調査職業名鑑　大正9年　　昭和63
　　　　　　　　　　　　　　・一一一一｛15

産業名及職業名索引　　昭和67…・一一一…15

国富調査要綱　昭和5年　　昭和ス8－－50

国富調査推計方法　昭和5年＿＿＿＿＿＿50

人口動態調査ノ結果表章二用ウヘキ死因及疾

病分類改正二関スル件（諮問第19号）

〔昭和Z10〕一・一一・・一・一一一一一一31

家計調査報告大正15年9月～昭和2年8
月　第1巻　記述の部　　昭和8．5－－108

国勢調査記述編　大正9年　　昭和8．6
　　．．．＿『＿＿．．．，．＿＿＿＿．＿＿＿＿．．．＿＿．．．＿＿．．．＿＿＿15

家計簿記入の栞　〔昭和8年用〕一一一109

国民所得調査要綱昭和5年　昭和8．10
　＿＿．＿＿＿．＿．．＿．＿＿＿．＿＿＿＿＿．＿＿，．＿＿．．＿、．＿＿＿．＿54

国民所得推計方法　昭和5年・…＿一＿＿55

死亡診断書の死亡原因及職業記入方に就て

昭和8．12＿＿＿．＿。。．．＿＿＿＿＿．＿＿＿．51

国勢調査報告大正14年　第1巻　記述編
昭和95、．　　　　　　　　　　　　　14

国富及国民所得調査要綱　昭和で0年一51

国冨及国民所得調査票（標本的実地調査用）

記入方質疑解答　昭和10年一一＿＿、．．51

労働統計実地調査提要　第5回　昭和11年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　33

労働統計実地調査に関する質疑解答集　第5

回調査用＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿、＿＿＿－34

家計調査提要　　〔昭和12年〕　一　＿－108

生計費指数資料実地調査提要　　〔昭和12〕

　　　　　　　　　　　　　　・・一一＿＿111

国勢調査最終報告書　昭和5年

昭和155　　　　　　　　　　　　…一一14

労働統計毎月実地調査提要　　昭和14．6
　　　　　　　　　　　　　．．．＿＿．＿．＿，．＿36
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家計調査質疑解答集　昭和15年　…－110

国勢調査員必携　昭和14年臨時国勢調査

　　　　　　　　　　　　　　　　　　94

昭和14年臨時国勢調査に関する質疑解答

　　　　　　　　　　　　　　　　　　94

労働統計実地調査提要　第6回　昭和14年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　34

国勢調査員必携　昭和15年調査用　・一・16

国勢調査員必携月1冊　昭和15年調査用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　16

昭和45年国勢調査職名表．＿＿＿＿．＿＿17

昭和15年国勢調査ノ結果表章二用フベキ産
業分類内容例示＿…一一一・一…一一一一…’一毛7

昭和15年国勢調査ノ結果表章二用フベキ産

業分類二於ケル官公署ノ編入項目決定方ノ例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　り7

昭和15年臨時労働及技術統計実地調査提要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　54

家計調査要綱及関係法規　〔昭和16年用〕
昭和168＿＿＿．＿＿＿＿．＿＿＿．．＿，＿＿109

労働技術統計調査提要　昭和16年調査用
　　．＿＿．＿．＿＿、＿＿．＿。＿＿＿＿．＿＿．＿．．．＿．＿＿．＿＿．＿．．＿55

家計簿記入の栞　〔昭和17年用〕　未婚者

昭和1Z2　　　　　　　　　　　＿109

〔家計調査二関スル各府県宛通牒綴〕

昭和1Z4，16綴．＿．＿＿＿＿＿＿＿一＿・111

昭和17年労働技術統計調査提要一＿＿．35

家計調査要綱及関係法規　昭和18年用

　　　　　　　　　　　　　　　．＿．＿．＿り09

家計簿記入方質疑解答　昭和18年調査用
　　　　　　．＿＿＿＿一＿．＿＿＿＿＿＿．．．．＿、＿＿141

家計簿記入の栞　　　昭和18年調査用
農家，商家，給料生活者世帯及労働者世帯，
未婚者＿＿．．．＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿．．＿、＿＿410

家計簿記入の栞　昭和19年調査用

農家，商家，給料生活者世帯及労働者世帯

　　　　　　　　　　　　＿＿。．＿＿＿，．＿”0

家計簿　農家，商家（主人用），商家（主人

用）別冊売掛元帳，商家（主婦用），給料生

活者世帯・労働者世帯，未婚者・一…一”0

家計調査結果表様式　給料生活者ノ部，労働

者ノ部，農家ノ部，商家ノ部，一……一・り10

家計調査応募申込書　農家，商家，給料生活

者・労働者，未婚者・一一一…一・一一一一111

家計調査収支費目分類内容例示一一…り10

人口調査員必携　昭和19年人口調査一…17

昭和19年年次勤労統計調査提要　別冊
（船舶用記入心得）一…一一一…一一一一…36

特別勤労統計調査指定事業場名簿　昭和19
年10月現在＿＿＿。＿＿＿．＿＿＿＿＿一＿36

人口動態調査必携　　〔昭和21〕　・－28

事業所統計調査員［縄・昭和22年

　　　　　　　　　　　　　　　　　118

昭和25年事業所統計調査　事業所賃金調査
個人別賃金調査　調査員心得＿一一＿一・」18

消費者価格調査（C・P・S）とは何か
昭和258＿．＿＿＿＿＿＿＿＿．．＿＿．．．＿＿．．・・112

消費者物価指数（c・P・エ）とは何か

昭和23年40月　　昭和24．1－－100

毎月勤労統計調査　給与及び雇傭票，同記入

心得．同各欄の記入の仕方　　昭和24．5以
前、＿．＿一＿＿．．＿一＿＿．．＿＿＿一＿．＿＿＿．42

（改正）消費者物価指数の解説

昭和24．10…・一…・…………一・・………一一一一404

労働力調査解説　　195〔L7＿．．＿＿＿．37

労働力調査　指導員及び調査員必携
昭和25．8・一……一一一・一一・一一一・…一一38

都道府県郡市区町村順序一覧　昭和25年

10月1日現在　　　　　　　　　　　　18

昭和25年国勢調査に用いる産業分類内容例

示昭和25．9＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿…1g

昭和25年国勢調査　職業分類・産業分類

職業名及び産業名索引　　昭和25．40
　　　　　　　　　　　　　＿．＿＿＿＿＿一．19

消費者価格調査提要　昭和26年5月改訂
＿、

　　．＿．，＿．412

消費者物価指数の改正について

昭和2Z8＿＿＿＿＿．、＿＿＿＿一・一一…一…101

労働力調査綜合報告書　1947－1952
昭和2Z12 ’＿＿　・59
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産業名・職業名・品名難解集

昭和2Z12　　　　　　　　　　　　49

昭和25年国勢調査と労働力調査の労働力状
態に関する数字の比較についての一検討
日召禾02Z1　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37

戦前基準消費者物価指数にっいて

昭和28．2 ．．102

昭和25年国勢調査製表手続　　昭和28．2
　　　　　　　　　　　　　　　－“＿“．18

昭和25年国勢調査　集計事務手続　工．B

M．機械集計用＿、＿＿．＿＿＿→18

出製表．

集計事務手続　4％抽

　　　　　　　．．．18

製表符号事務手続

＿．18

続

家計調査提要（毎月調査都市用）

昭和29年6月＿＿＿＿．＿．＿＿＿。＿＿、115

昭和29年事業所統計調査に用いる日本標準
産業分類（抄）　　昭和29プ＿＿．．．＿119

都市住宅の現状　一昭和28年住宅統計調査
結果の解説一　　昭和2912＿＿＿，，．．．．．92

国勢調査報告　昭和25年　第8巻　最終報
告書　　昭和30．3－＿＿＿＿．＿．＿＿＿＿＿・．17

労働力調査綜合報告書　第2回
昭和30．3＿＿．＿．．＿＿＿．＿。＿＿＿、．．’＿－59

昭和30年国勢調査
説明及び内容例示

調査表内容検査事務手

　　　　　　　　19

の産業分類適用例

昭和50．10．

産業分類　分類項目名

昭和30．10－・21

国および地方公共団体

昭和3α10………21

産業分類　産業名索引
　＿＿＿．＿＿．．．．＿＿＿．＿21

名，説明および内容例示一

職業分類　一分類項目

　　　　昭和3α10

昭和50．10・．

その一

　　　　　　　　　21

　　　　　職業名索引

．＿＿＿＿，＿．．＿＿＿．．。＿．．＿． 21

機械集計事務手続

　　　　　　　　　21

都道府県郡市区町村順序一覧　昭和50年

10月1日現在　　　　　　　　　　20

昭和50年国富調査のための家計財産調査提

要　　昭和3t5　　　　　　　　　　55

就業構造基本調査　地方別指示説明会指示お

よび注意事項　　昭和3t5＿．＿＿＿＿．、41

就業構造基本調査　調査の手引

昭和5t7＿＿＿＿＿．　　　　　　　　　　41

　　　　　　　　　市町村関係指示注意事項

摘要・就業構造基本調査関係法規集

昭和3t7　　　　　　　　、＿＿＿＿＿＿41

　　　　　　　　　調査世帯の選定の仕方

一附．準備調査世帯名簿の検査および補正に

ついて一　　昭和3t7＿＿＿＿＿＿＿41

　　　　　　　　　調査用紙（個人票・世帯

票・要計表等）　　　　　　　　　　　41

昭和30年国富調査　第2次調査家計財産調
査提要　　昭和51．11＿＿＿＿＿．＿＿．．55

小売物価統計調査　改正の要点
昭和51．11＿＿＿＿．＿．＿＿＿．＿＿，．＿＿．＿98

　　　　　　　一　改正点の実施にっいて

昭和51．11＿＿＿s＿＿＿．．＿＿＿＿＿。＿＿98

注意事項　　昭和51．11

　　　　　一・　改正銘柄の調査上の注意
昭和51年11月改正＿＿．＿＿＿．．＿＿．．＿

　　　　　　　　　改正についての別表集

昭和3t41
改正についての様式集

昭和3t11
昭和30年国勢調査事務記録（企画および実
施関係）　　昭和31．12．＿＿＿＿．＿．

労働力調査改正のための第一次試験調査要綱

昭和52．1．23．＿＿＿＿＿．＿．＿＿．＿＿＿．＿＿59

8
　

9
　

9
　

9
　
0

9
　

9
　

9
　

9
　

う
一

第1回説明会　指示および注意事項

昭和32．1．23 ＿．＿＿．＿．＿＿＿＿＿＿＿．．＿59

調査員の行うべき事務の概要．． ．、．＿＿． 39

試験調査調査員必携　　昭和522　・－59
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労働力調査改正のための第一次試験調査

調査すべき抽出単位の選定方法＿＿＿＿．40

現行労働力調査と試験調査との主要相違点
　　　　　　　，＿＿＿．＿．＿＿．．．＿＿＿＿、＿＿一＿40

調査票・要計表他調査用紙．＿＿＿．．一…一・－40

昭和52年事業所統計調査に用いる産業分類
分類項目名，説明および内容例示

昭和32．6　　　　　　＿．＿＿＿．＿．＿119

労働力調査改算結果報告　　昭和52．11
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　国および地方公共団体

付・政府機関

　　　　　一一一・，．＿．＿25

労働力調査　指導員必携　　昭和44．5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　40

　　　　一　調査の手引　　昭和44．ろ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　40

日本の人ロ　ー昭和40年国勢調査　全国都

道府県市区町村人口総覧　全国の部　その1

一　　昭和45．2＿＿＿＿＿＿．＿一＿＿25

日本の就業構造　昭和45年就業構造基本調

査結果の解説　　昭和45．3＿＿，＿＿41

小売物価統計調査　調査品目の銘柄および単

位一覧　　昭和45．7＿．．＿＿＿＿．＿．…100

昭和45年国勢調査　調査の手引一一……25

一　　　　　　　　調査書類の記入例集
　　　　　．＿＿＿＿＿．．＿＿．＿＿＿．．．．＿．＿＿＿．．．25

昭和44年事業所統計調査　調査区関係資料
日召芳0465　＿＿．＿＿＿．＿、＿＿＿＿，．＿＿一＿＿＿120

　全国消費実態調査報告　昭和44年　要約編

　昭矛0463　　　　　　　　　　　　　　117

　消費者物価指数の改正について　昭和45年
　基準　　昭和4Z2＿．一．＿＿．＿＿．＿＿…144

水産庁

　底曳網漁業漁獲統計の機械集計について
　1966．7，＿＿．＿＿．＿＿＿＿＿．，．＿．＿＿．＿＿＿＿＿＿．81

台湾総督府

　臨時台湾戸口調査顛末　明治58年
　明治4t8　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．．．126

　臨時台湾戸口調査職業名字彙　第2次
　大正68．．．＿＿＿＿．＿＿＿＿　＿　　　　428

　第二次臨時台湾戸口調査顛末　大正4年

　大正Z9　　　　　　　　　　　　　127

一14一



　台湾国勢調査職業名字彙　大正9年

　大正11．10　　　　　　　　　　　　128

　第1回台湾国勢調査（第5次臨時台湾戸口調
　査）顛末書　　大正155．＿＿＿＿．＿．127

　国勢調査顛末書　大正14年　　昭和2．5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　127

高木　秀玄

　主要統計調査法規要覧　　昭和34．9一

高岡　熊雄

　和滉区々勢調査研究　　大正95－一・－26

帝国農会

　農家経営経済調査集計説明　　昭和1Z7
　　　　　　　＿＿＿＿＿＿．＿．＿＿＿＿＿＿＿一＿＿．．＿，＿．＿　75

統計委員会

　日本標準産業分類　第1巻　分類項目名，説

　明および内容例示　　昭和24．12＿．一一5

　－一一一　　　　　第2巻　五十音索引表
　昭和25◆3　＿，．＿＿＿．．．．＿．＿＿．＿＿＿．，．＿＿＿＿5

　日本標準商品分類　第1巻　標準商品分類項
　目表　　昭和25．5－一一一・・一一’。…＿・－8

　昭和25年国勢調査用職業分類　分類項目名

　説明および内容例示　　昭和25．10・一…6

　昭和25年国勢調査用職業分類と昭和15年
　国勢調査職名表，4950年米国人ロセンサ
　ス職業分類，国際標準職業分類比較表

　昭和26．4＿＿＿＿．．．，＿＿＿＿＿＿．。＿，．7

　昭和25年国勢調査用産業分類及び各種産業
　分類との比較表　　昭和266．＿．＿＿．．19

　日本標準産業分類　1951年4月改訂
　第1巻　分類項目名，説明および内容例示
　1051．毛0　＿＿＿＿＿＿＿．．＿＿．＿＿＿．＿＿＿・…．5

　日本標準建築物用途分類　　昭和2Z5－…8

統計院・一総理府統計局

東京戸籍法研究会

　人口動態調査事務の手引き　　昭和4α8
　　＿．＿＿＿＿＿．．．．．＿＿＿＿．＿．．＿．．．＿＿＿．．＿＿＿一＿＿＿＿．＿＿29

東京市

　東京市労働統計実地調査職業名鑑
　昭和4．5－・一一…一…一…・…一一一・＿一＿一・＿－55

　昭和10年国勢調査附帯調査事務概要
　昭禾013．5　＿＿＿＿．＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿，＿＿＿＿．　26

東洋経済新報社

新旧関税率比較表と関税改正始末
　大正15．4．、

通商産業省

　資源庁所管

＿＿＿＿95

指定統計解説　　昭和25．5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　84

通産省試算　昭和24年基準　鉱工業生産指
数昭和28．1．1－一・一……一…一…・－142

通商産業省調　昭和25年基準　鉱工業生産
指数　一戦前および戦時中の指数を戦後指数

にリンクした指数一……一……一…一一…一一142

通産省調　昭和28年基準　改訂生産者製品

在庫指数　昭和5α7－一一一・一一一145

通産省調　昭和28年基準　生産者出荷指数

昭和3α8　　　－一一一一一一一一一・！42

製造業・製造品および加工品分類表　　（昭和

50年工業統計調査用）　　昭和51，2
　　　．＿＿＿＿．＿＿＿＿．＿＿＿，＿＿．．．．．＿＿，．＿一…・・85
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製造業・製造品および加工品分類表　　（昭和

51年工業統計調査用）　　昭和32．1
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